
 第 95回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 
 

１ 日時 
 

令和２年２月 14日（金）12：30～14：30 
 

２ 場所 
 

  TKP赤坂駅カンファレンスセンター ホール 14B 

  （東京都港区赤坂２－14－27 国際新赤坂ビル東館 14階） 
 

３ 議題 
 

（１）2019年度の年度目標に係る中間評価について 
 

（２）2020年度障害者雇用対策の年度目標について 
 

（３）今後の障害者雇用対策の検討の進め方について 
 

（４）労働政策審議会労働政策基本部会報告書（令和元年９月 11日労働政策審

議会了承）について 
 

（５）その他 
 

４ 資料 
 

資料１－１ 2019 年度障害者雇用分科会における年度目標の中間評価について

（案） 

資料１－２ 2019年度中間評価シート 

資料２－１ 障害者雇用分科会における政策目標に対するこれまでのご指摘 

資料２－２ 障害者雇用分科会で検証すべき 2020年度目標（案） 

資料３－１ 主な検討の視点 

資料３－２ 障害者雇用の促進について関係資料 

資料４－１ 労働政策基本部会報告書（概要） 

資料４－２ 労働政策基本部会報告書 

資料４－３ 労働政策基本部会報告書（参考資料集） 

資料５   障害者介助等助成金及び重度障害者等通勤対策助成金の拡充案に

ついて 

参考資料１ 労働政策審議会障害者雇用分科会委員名簿 

参考資料２ 令和元年障害者雇用状況の集計結果 
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障害者雇用分科会における 2019年度目標の中間評価について（案） 

 

 2019 年度の目標として障害者雇用分科会において設定した年度目標について、

当該分科会が実施した中間的な評価の結果は、概ね以下のとおりである。 

 ※ 中間評価は 2020 年１月時点で把握できる直近の各種指標（概ね 2019 年

４月～12月頃の数値）に基づいて行った。 

 

 

（障害者雇用分科会において設定された年度目標の動向） 

○ ハローワークにおける障害者の就職件数について 

〔2019年度目標〕 前年度（102,318件）以上 

〔2019年４月～12月実績〕 80,396件 

（分析） 

障害者の就職件数は、企業における障害者雇用への理解が進んでいること、就

職を希望している障害者が増加していること及び求職者向けチーム支援の実績

が伸びていること等により、前年同期（80,043件）を上回る実績となっており、

2019年度の目標水準を上回ることが期待できる。 

引き続き、ハローワークが中心となり、福祉、教育、医療等の関係機関と連携

して求職者向けチーム支援を推進すること等により、求職者の障害特性に応じ

たきめ細かな職業相談・職業紹介を実施していく。 

 

 

○ 障害者の雇用率達成企業割合について 

〔2019年度目標〕 前年度実績（48.0％）と比較して 1.4pt以上上昇 

（分析） 

  民間企業における障害者の雇用状況については 16年連続で過去最高を更新

するなど、民間企業における障害者雇用は着実に進展している。一方で、障害

者雇用ゼロ企業は約３割あることから、こうした企業も含めた未達成企業に

対して、採用の準備段階から採用後の職場定着まで一貫したチーム支援、就職

面接会や集団指導、職場実習の実施に向けた面接会等を積極的に実施し、改善

を図ることとしている。 

  なお、2019年６月１日現在の障害者雇用率達成企業の割合は 48.0％であり、

前年から 2.1ポイント上昇し、2018年度目標（1.5pt以上）を上回った。 

 

 

 

資料１－１ 
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○ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職

実現に向けた次の段階へ移行した者の割合について 

〔2019年度目標〕  74.3％以上 

〔2019年４月～12月実績〕 77.7％（前年同期実績 75.1％） 

（分析） 

  2019年４月～12月までの実績は、目標値を超える 77.7％となっており、年

度目標の達成に向けて、好調に推移している。精神障害のある求職者は年々増

加しており、就職に対するニーズは高まっている。引き続き、求職者に対する

カウンセリングに加え、事業主に対しても、障害特性の理解の促進や、マッチ

ングの促進に向けた事業所訪問等の受入体制の整備を通じ、精神障害者等の

雇用に係る課題解決のための支援を実施することとする。 

 



 

障害者就労促進 

関連する 2022年までの目標 

○障害者の実雇用率 2.3％ 

（平成 30年６月 15日閣議決定「未来投資戦略 2018-「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革-」

により策定） 

項目 2019年度 

目標 

2019年度 

実績 

 2018年度 

目標 

2018年度 

実績 

2017年度 

目標 

2017年度 

実績 

①ハローワー

クにおける障

害者の就職件

数 

102,318件以

上 

80,396件 

（4～12月） 

 97,814件以

上 

102,318件 93,229件以

上 

97,814 件 

 

②障害者の雇

用率達成企業

割合※１ 

49.4％以上 －  47.4％以上 48.0％ 

（2019年6月

１日時点） 

46.5％以上 45.9％ 

（2018年6月

１日時点） 

③精神障害者

雇用トータル

サポーターの

相談支援を終

了した者のう

ち、就職に向け

た次の段階（※

２）へ移行した

者の割合 

74.5％以上 77.7％ 

（4～12月） 

 73.4％以上 74.5％ 

 

70％以上 73.9％ 

 

（備考） 

※１ 2016 年度までは 【厚生労働省「障害者雇用状況報告」】50 人以上規模の企業にお

いて法定雇用率を達成（注）している企業の割合。2017 年度以降は、45.5 人以上規

模の企業において法定雇用率を達成（注）している企業の割合。 

（注）法定雇用障害者数に不足数がないこと。 

※２ 就職（トライアル雇用含む）、職業紹介、職業訓練・職場適応訓練へのあっせん 

2019年度目標設定における考え方 

① ハローワークにおける障害者の就職件数 

前年度以上。（2018年：102,318件） 

 

② 障害者の雇用率達成企業割合 

  2018年４月１日からの雇用率引き上げ（2.0%→2.2%）に係る影響が正確に推計できな

いため、直近の実績（2017 年６月１日現在）を踏まえつつ、制度改正のあった 2011 年

と 2013年を除いた過去 10年の平均伸び率を参考に設定。 

資料１－２ 



 

 

③ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた次

の段階へ移行した者の割合 

  直近３か年の実績の平均を目標値として設定 

施策実施状況 

① ハローワークにおける障害者の就職件数 

2019年４月～12月までの就職件数は、80,396件（前年同期比 0.4％増） 

＜障害種別ごとの就職件数＞ 

 身体障害者：20,094件（前年同期比 5.0％減） 

 知的障害者： 16,445件（前年同期比 3.8％減） 

 精神障害者： 39,428件（前年同期比 4.6％増） 

 その他障害者：4,429件（前年同期比 8.4％増） 

 

② 障害者の雇用率達成企業割合 

ハローワークにおいて雇用率達成に向けた厳正な指導を実施。 

（参考）2019年 6月 1日現在の雇用状況 

・雇用率達成企業割合：48.0％（対前年差 2.1pt増） 

（参考）2019年 6月 1日現在の企業規模別の達成割合 

45.5人～ 100人未満 45.5％（対前年差 1.4pt増） 

100人～ 300人未満 52.1％（対前年差 2.0pt増） 

   300人～ 500人未満 43.9％（対前年差 3.8pt増） 

   500人～1000人未満 43.9％（対前年差 3.8pt増） 

   1000人以上          54.6％（対前年差 6.8pt増） 

 

③ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者（Ａ）のうち、就職に向

けた次の段階へ移行した者（Ｂ）の割合 

  77.7％（Ａ：9,765人、Ｂ：7,585人）（2019年４月～12月） 

（参考）2018年４月～12月 

75.1％（Ａ：10,077人、Ｂ：7,563人） 

2019年度中間評価段階における施策実施状況に係る分析 

① ハローワークにおける障害者の就職件数 

2019年４月から 2019年 12月までの就職件数は、80,396件（前年同期比 0.4％増）と

なっており、目標（102,318 件）の達成に向けておおむね好調に推移している。この傾

向を維持すれば、目標を達成することが見込まれる。 

 

② 障害者の雇用率達成企業割合 

2019 年においては、雇用障害者数は 16 年連続で過去最高を更新するなど、民間企業

における障害者雇用は着実に進展している。また、2019年 6月 1日現在の雇用率達成企



 

業の割合は 48.0%（前年から 2.1pt 増）となっており、2018 年度目標（47.4％以上）を

上回った。一方で、障害者雇用ゼロ企業が約３割あることから、未達成企業に対する指

導・支援の強化など、更なる対策が必要である。 

 

③ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた次

の段階へ移行した者の割合 

求職者のみならず、事業主を含めた総合的な支援を実施しており、障害の理解促進や

マッチングに資する同行紹介や、職場実習の実施を始めとする支援が増加した結果、2019

年上半期時点での実績は、目標値を超える 77.7％となっている。 

施策の達成状況を踏まえた評価及び今後の方針 

①  ハローワークにおける障害者の就職件数 

就職件数は、企業における障害者雇用への理解が進んでいること、就職を希望してい

る障害者が精神障害者を中心に増加していること及び求職者向けチーム支援の実績が伸

びていること等により前年同期実績を上回っており、目標達成に向けて順調に推移して

いる。このことから、引き続き、ハローワークが中心となり、福祉、教育、医療等の関

係機関と連携して求職者向けチーム支援を推進すること等により、目標を達成すること

が可能であると考える。 

 

② 2019年 6月 1日現在の障害者雇用状況 

2019年 6月 1日現在の民間企業における障害者の雇用状況については、雇用障害者数、

実雇用率ともに過去最高を更新している。一方で、障害者雇用ゼロ企業が約３割あるこ

とから、こうした企業も含めた未達成企業に対して、採用の準備段階から採用後の職場

定着まで一貫したチーム支援、就職面接会や集団指導、職場実習の実施に向けた面接会

等を積極的に実施し、改善を図ることとしている。 

 

③ 精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職に向けた次

の段階へ移行した者の割合 

2019 年４月～12 月までの実績は、目標値を超える 77.7％となっており、年度目標の

達成に向けて、好調に推移している。精神障害を持つ求職者は年々増加しており、就職

に対するニーズは高まっている。引き続き、求職者に対するカウンセリングに加え、事

業主に対しても、障害特性の理解の促進や、マッチングの促進に向けた事業所訪問等の

受入体制の整備を通じ、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための支援を実施するこ

ととする。 

 

分科会委員の意見 

 

 

 



資料２－１ 

障害者雇用分科会における年度目標に対するこれまでのご指摘 
 

（ハローワークにおける障害者の就職件数） 

・ 就職件数について、離転職した方が件数としては増えていくことになる。就職件数と

は別に、人数で把握することはできないか。 

 

・ １人の人が１回就職したがすぐ辞めてしまい次の就職先が見つからないということ

を問題視しているのであれば、失業期間の長さを指標とする方が良いのではないか。 

 

・ 就労継続支援 A型事業所への就職件数が増加しており、就労継続支援 A型事業所への

就職件数を含めるかどうか精査すべきではないか。 

どういう障害種別の求職者がどういう企業に、どういう職種に、あるいは就労継続支

援 A型事業所等に就職できたかを分けるべきではないか。 

 

（障害者の雇用率達成企業割合） 

・ 障害者雇用率達成企業割合を把握しその割合を向上させることは重要であるが、障害

者雇用ゼロ企業を減らしていくことも今後より重要になっていく。障害者雇用ゼロ企業

の割合に着目した目標を追加してはどうか。 

 

（精神障害者雇用トータルサポーターの相談支援を終了した者のうち、就職実現に向けた

次の段階へ移行した者の割合） 

・ 精神障害者雇用トータルサポーターを配置する意義というのは、就職件数や定着状況

というところで評価するべきではないか。 

 

（その他） 

・ 2011 年度に精神障害者雇用トータルサポーターに関する目標が設定されて以降、項

目そのものの見直しというのが行われていない状況。 

  障害者雇用ゼロ企業に対する対策や、職場定着率の向上など、強化が必要な内容につ

いても、数値目標を定めて取り組んではどうか。 

 

・ ハローワークの職業紹介状況では、障害種別、部位別の統計があるが、障害者雇用状

況報告だとその実態が見えてこない。障害者雇用状況報告において、民間についても部

位別の障害者の雇用状況が把握できるように、データの集計等をお願いしたい。 

 

・ 就職率が伸びたと言いながら、退職者がどんどん出ているというのは良い傾向ではな

い。就職率が伸びていくなかで、定着率も高くなっていくことが必要。 

  精神障害者が法定雇用率の算定基礎に加えられたこと等を勘案すれば、雇用している

精神障害者の人数や職場定着率などについても新たな目標として検討してはどうか。 

 

・ 除外率の見直しについて、何年も決まっていることが実施されていないが、この点が

目標から落ちているのは問題ではないか。 

 



2019年度目標項目 2019年度の年度目標 2020年度目標項目（案） 2020年度の年度目標（案） データの出所

ハローワークにおける
障害者の就職件数

前年度（102,318件）以上
ハローワークにおける

障害者の就職件数
前年度（○件）以上 職業安定業務統計

障害者雇用分科会で検証すべき2020年度目標項目（案）

※　下線は、追加項目 。

精神障害者雇用トータル
サポーター支援状況報告

障害者雇用状況報告

【障害者雇用率関係】

①障害者の雇用率
達成企業割合

②障害者雇用ゼロ企業中、新
たに障害者を雇用した企業の

割合

①法定雇用率0.1％引上げ
の影響を踏まえ設定

②前年度（○％）以上

【精神障害者雇用トータルサ
ポーター支援実績】

①精神障害者雇用トータルサ
ポーターの相談支援を終了し
た者のうち、就職実現に向け
た次の段階へ移行した者の割
合

②精神障害者雇用トータルサ
ポーターの相談支援を終了し
た者のうち、就職した者の割
合

①直近3カ年の平均値以上

②直近3カ年の平均値以上

障害者の雇用率
達成企業割合

前年度実績と比較して
1.4pt以上上昇

精神障害者雇用トータルサ
ポーターの相談支援を終了し
た者のうち、就職実現に向け
た次の段階へ移行した者の割
合

74.3％以上

資料２－２



資料３－１ 

主な検討の視点 

 

 

○ 雇用率制度の在り方について 

・法定雇用率の段階的な引上げに関する検討（引上げ幅・時期） 

・対象障害者の範囲について（就労能力の判定の仕組み等／手帳所

持者以外の支援の在り方／週 10時間未満労働者の取扱い） 

・雇用率制度における就業継続支援Ａ型事業所の利用者の評価 

・精神障害者である短時間労働者に関するカウントの特例について 

 

・中高年齢層等、長期継続雇用の評価について 

・除外率制度について 

 

 ＜備考＞ 

 

 

・ＪＥＥＤ調査 

（令和元年度とりまとめ） 

・雇用福祉連携ＰＴ 

・ＪＥＥＤ調査 

（令和３年度とりまとめ） 

 

・ＪＥＥＤ調査 

（令和２年秋中間とりまと

め） 

○ 納付金制度の在り方について 

・中小企業に対する障害者雇用調整金及び障害者納付金制度の適用

範囲の拡大 

・大企業及び就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の

在り方 

・障害者雇用納付金財政の調整機能について 

 

  

 

 

・雇用福祉連携ＰＴ 

 

 

○ その他 

・差別禁止及び合理的配慮の提供の実施状況の把握について 

・短時間勤務制度の措置の検討 

 

・自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保について 

・通勤支援、職場における支援の検討 

・障害者の就労支援全体の在るべき（目指すべき）姿、地域の就労

支援機関の連携の強化 

・教育との連携、雇用・年金・福祉等の諸制度間の連携 

・公務部門における障害者雇用の促進 

・中小企業における障害者雇用の促進 

 

  

・ＪＥＥＤ調査 

（令和２年秋中間とりまと

め） 

・雇用福祉連携ＰＴ 

・雇用福祉連携ＰＴ 

・雇用福祉連携ＰＴ 

 

・雇用福祉連携ＰＴ 
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項目 研究会報告書（2018年７月）抜粋 分科会意見書（2019年２月）抜粋

①法定雇用率の

段階的な引上げ

に関する検討

・ 今後の法定雇用率の見直しに当たっては、計算式の結果を踏まえて直

ちにその通りに設定することとしてきた現行の制度と比べて、障害者雇用

の促進を阻害しないものとすることは前提としつつ、できる限り中期的な法

定雇用率の展望を示し、企業や支援機関等において障害者が長く安定的

に働き続けられる環境が整備されるよう促すため、法定雇用率の計算結

果を踏まえつつも、企業の雇用状況や支援機関の体制、障害者実雇用率

の現状及び見通し等を踏まえ、労使及び当事者並びに有識者の議論によ

り決定していくこととしてはどうか。

・ 今後の雇用率見直し時において、法定雇用率を計算式の結果に基づき

設定した上で、企業の障害者雇用状況や行政の支援状況等を勘案して、

障害者雇用の質を確保する観点から必要と考えられる場合に、当該法定

雇用率までの引上げを段階的に行うように運用することとし、その場合の

具体的な引上げ幅や引上げ時期について当分科会で議論することが適当

である。

・ 現在の法定雇用率の計算に当たっては、就労継続支援A型事業所の利

用者についても雇用契約を締結していることから、計算式の分子（雇用さ

れている障害者）の内訳に含まれている。就労継続支援A型事業所におけ

る雇用については、利用者である雇用者の数等に応じて障害福祉サービ

スの報酬が支払われる等、いわゆる一般の雇用とは異なることからも、就

労継続支援A型事業所が増えれば増えるほど法定雇用率が引き上げられ

ていくような仕組みは適当ではないとの意見が多く示され、法定雇用率の

設定に当たっては、計算式の分子の数値から就労継続支援A型事業所の

利用者数を控除した数を用いるべきとの意見も示された。

今後、法定雇用率の設定について、前述のような方法で決定していくこと

とする場合には、議論の際の参考データとして就労継続支援A型事業所の

利用者数を控除した結果についても考慮しつつ、議論していくことも考えら

れる。

・ 法定雇用率の在り方については、上記のほか、計算式の分子（雇用され

ている障害者）における就労継続支援Ａ型事業所の雇用者の評価や、精

神障害者の短時間労働者に係る雇用率のカウント（暫定措置として１カウ

ントとして算定）の取扱い等に係る論点が挙げられているが、就労継続支

援Ａ型事業所については、福祉施策との調整を重ねる必要があること、短

時間労働者に係る雇用率については、時限的な措置として導入した効果

を分析する必要があること等の課題があることも踏まえ、引き続き検討を

行うことが適当である。

②中小企業に対

する障害者雇用

調整金及び障害

者雇用納付金の

適用

・ 障害者雇用調整金は、障害者を雇用するために必要となる施設整備や

人的配置といった特別な費用を支えるためのものであることから、常用労

働者100人以下の企業であっても、雇用義務が課されている以上、支給さ

れるようにしていくことが望ましいと言える。

・ 常用労働者100人以下の企業についても障害者雇用に積極的に取り組

む企業が相当程度にのぼること等を踏まえれば、障害者雇用納付金の納

付義務についても拡大していくことが考えられるのではないか。また、その

拡大する範囲については、フランスやドイツと同様に、雇用義務対象企業

全てに納付義務を課すことも考えられるが、平成25年から雇用義務の対

象とされている50人規模以上に限定して適用拡大していくこととするのが

適当ではないか。

・ 当分科会では、制度の対象拡大は慎重に検討すべき、障害者雇用の土

壌づくりから丁寧に意識改革を促さないと雇用が進まない、50人以上に拡

大すれば調整金の範囲も拡大され雇用のインセンティブになるのではない

か等の指摘があった。これを踏まえ、中小企業に対する調整金及び納付

金の適用に関しては、納付金財政の持続可能性、中小企業における障害

者の受入れ体制の整備や支援機関等との関係構築、就労支援機関にお

ける理解の状況等を踏まえつつ、納付金の額を引き下げる等の猶予措置

及び報奨金の要件緩和を含めて引き続き総合的に検討することが適当で

ある。
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項目 研究会報告書（2018年７月）抜粋 分科会意見書（2019年２月）抜粋

③大企業及び就

労継続支援Ａ型

事業所に対する

障害者雇用調整

金

・ 大企業の場合には、障害者を雇用する前提である経営基盤が比較的安

定していること、就労継続支援A型事業所の場合には、利用者である雇用

者数に応じて施設に対して障害福祉サービスの報酬が支給され必要な人

的配置等に充てられていることを前提に、障害者を雇用する場合の追加

的な特別費用が逓減していくことを考慮すると、障害者を多数雇用し、集

中的に障害者雇用調整金の支給を受けている事業主に対する障害者雇

用調整金については、一般的な中小企業への影響には配慮しつつ、法定

雇用義務を一定以上超過した場合には支給額を逓減又は停止させる、障

害者雇用調整金の単位調整額を一定程度減額するといった措置を講ずる

ことが考えられる。

・ 当分科会では、大企業に対する上限額設定については理解できる、Ａ型

事業所における障害者の就労場所が失われる懸念がある、支給上限額の

設定や支給対象となる事業所の見直しを行うことは妥当である等の指摘が

あった。これらの指摘に加え、上限額の設定に関しては、社会連帯の理念

に基づき、企業間の障害者雇用に伴う経済的負担の調整を図ることが納

付金制度の目的であること、また、就労継続支援Ａ型事業所の見直しが近

年行われてきたことに留意して、障害者雇用に当たって特別にかかる費用

と企業規模の関係、納付金制度に基づく調整金と就労継続支援Ａ型事業

所に支給される障害福祉サービスの報酬との関係等の整理を踏まえつつ、

大企業及び就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の取扱

いについて、労働施策と福祉施策の連携を進めながら、引き続き検討する

ことが適当である。

④障害者雇用納

付金財政の調整

機能

・ 現在の障害者雇用納付金財政の状況としては、制度創設時と比較して

障害者雇用調整金が相当広範囲にわたり支給される状況となっており、フ

ランスやドイツでは障害者雇用調整金の仕組み自体が設けられていない

こと等も踏まえると、障害者雇用調整金の支出を抑制的にすることが考え

られる。具体的には、これまでも障害者雇用納付金財政の単年度収支が

ひとたび赤字になると、制度要因等が大きく変化しない限りその状況が継

続する傾向が見られたことから、単年度財政が赤字になった時点で、赤字

額の程度に応じて翌年度以降の障害者雇用調整金の額を減額させる仕

組み等をあらかじめ規定しておくこと等も考えられるのではないかというも

のである。

・ 当分科会では、納付金制度を維持するためには上限設定を含め何らか

の調整をしていかなければならないことはやむを得ない等の指摘があった。

これを踏まえ、調整金の支給額について一定の枠組みを設けることからす

れば、まずはそうした制度改正の影響等も踏まえつつ、障害者雇用納付金

財政の調整機能について、引き続き検討することが適当である。

⑤除外率制度に

関する対応

・ 法律的には除外率制度が廃止することとされている中にあって、雇用が

困難とされてきたこれらの業種においても障害者雇用に対する先進的な

取組は様々に見られることや、「障害者と共に働くことが当たり前の社会」

という理念にもそぐわないこと、いずれの業界においても近年障害者雇用

は進展してきていること等から、平成22年の引き下げ後、これら特定の業

種における障害者雇用がどのように進んできているのかを整理し、今後の

対応についての検討を進める必要がある。

・ 当分科会では、除外率制度はノーマライゼーションの観点から廃止すると

決めたものである、除外率引下げの課題や引下げ時の問題点への対処こ

そが必要、障害者が就くのが難しい職種が現状として残っているのは事実

であり経過措置であったとしても一定割合残しておくことは政策的には必要、

将来的にどう変えていくかを議論することは必要、諸外国での該当する業

種の対応も参考にする必要等の多岐にわたる指摘があった。これを踏まえ、

除外率の廃止について、諸外国を含め、特定の業種における障害者雇用

の実態把握を行いながら、引き続き検討することが適当である。
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項目 研究会報告書（2018年７月）抜粋 分科会意見書（2019年２月）抜粋

⑥障害者雇用率

制度における長

期継続雇用の評

価

・ 現在雇用されている者の雇用継続期間の傾向は、労働者全体と身体障害又

は知的障害の労働者の間では大きな差は見られないとの意見もある一方で、

前述のとおり、中高年齢層の障害者については加齢による体力等の低下も見ら

れる中で雇用継続のための様々な配慮を必要とするケースが多いことや、いず

れの障害種別についても中高年齢層の雇用者割合が低水準にとどまっている

こと、精神障害者等をはじめ職場定着率が低いことが障害者雇用対策の大きな

課題となっていること等から、長期間にわたり雇用継続してきた障害者について

は、雇用率制度におけるカウントを上積みする措置を講ずることも考えられる。

・ 当分科会では、上記措置を肯定する意見のほか、「常勤雇用の障害

者が長期に就労することは当然であって、カウントの上積みは理念的

に問題。」等の指摘があった。これを踏まえ、長期継続雇用の評価に

ついて、引き続き検討することが適当である。

⑦自宅や就労施

設等での障害者

の就業機会の確

保

・ 現行の１つの制度の枠組みで捉えるのではなく、制度自体を、フリーランス的

な働き方をする在宅就業者のための枠組みと施設就労者のための枠組みの２

つに分けて整理し直すことも考えられるのではないか。

・ 一般雇用への転換が図られやすい施設外就労を受け入れている企業に対し

ては、当該就労の受け入れに対するメリットを設けるため、在宅就業障害者特

例調整金等の額を上乗せすることも考えられるのではないか。

・ 施設外就労の場合等には算定の基礎を報酬ではなく発注額とすることも考え

られるのではないか。

・ 在宅就業支援団体が、職業能力の向上に積極的に取り組み、利用者の一般

雇用への転換等を実現することに対して、障害福祉サービスとは別に個別の助

成措置を講ずることも考えられる。

・ 障害者雇用ゼロ企業についても、本制度の利用を認め、在宅就業障害者特例

調整金の受給による障害者雇用納付金との相殺を一定程度認めることも考え

られる。

・ 障害者雇用率制度が直接雇用を基本としていること、在宅就業障害

者支援制度があくまでも一般就労への移行制度として設けられている

ものであること等にも関係することを踏まえつつ、自宅や就労施設等で

の障害者の就業機会の確保について、労働施策と福祉施策の連携を

進めながら、引き続き検討することが適当である。
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項目 研究会報告書（2018年７月）抜粋 分科会意見書（2019年２月）抜粋

⑧障害者雇用率制

度の対象障害者の

範囲の検討

・ 障害者雇用率制度の対象となる精神障害者等の範囲について、精神

通院医療の自立支援医療受給者証の交付者を対象としてはどうかとい

うもの等、様々な意見が出されたほか、障害者雇用率制度の対象とな

る身体障害者の範囲について、障害者手帳ではなく就労能力の判定等

によることとしてはどうかという意見が出されたところ、制度の公平性等

を担保するため、まずは、フランス等の諸外国における就労能力の判定

の仕組み等を十分に精査した上で議論することとすべきである。同様の

議論として、難病患者の就労支援等の観点からも、障害者手帳を所持

していない者に対する障害者雇用率制度の対象とすることについての

意見が出されたが、これについてもまずは、フランス等の諸外国におけ

る就労能力の判定の仕組み等を十分に精査していくことが重要である。

・ 当分科会では、「知的障害の療育手帳は、国の制度ではなく、都道府県に

よって制度に若干の相違が存在。手帳所持を原則とすること、基準にするこ

とが合理的なのか。手帳については慎重な審議が必要。」、「障害者の定義

については、社会保障審議会とも連携してきっちりと議論していくべき。」、

「手帳のみに関わらず働きづらさを抱える障害者に対しては一定の支援は

必要。ただ、手帳制度によらない支援の方策は、専門家も入った検討会を

設置して、中長期的に議論して欲しい。その際、現在働いている障害者の不

利益にならないよう配慮しつつ、働きづらさに応じた支援が可能となるよう、

就労能力や職業適性に関する判定の在り方もあわせて検討して欲しい。」、

「精神障害者等の就労パスポート作成に関する検討会において、手帳を所

持しない者に対する支援の在り方について、将来的に議論することもあり得

るのではないか。」等の指摘があった。これを踏まえ、障害者雇用率制度の

対象障害者の範囲について、諸外国における仕組みも参考にしつつ、労働

施策と福祉施策の連携を進めながら、引き続き検討することが適当である。

⑨障害者に関する

差別禁止及び合理

的配慮の提供の実

施状況の把握

・ 平成28年4月から障害者雇用促進法において事業主に義務化された、

障害者への差別禁止や合理的配慮の提供を徹底していくことが重要で

ある。

・ 今後、公務部門を含め、差別禁止及び合理的配慮の提供の実効性を一

層高めていくことが求められることを踏まえ、民間事業主における差別禁止

及び合理的配慮の提供の実施状況について、幅広く実態を把握することが

適当である。

⑩障害者に対する

短時間勤務制度の

措置や通勤支援の

検討

・ テレワークの活用は、例えば「障害のため働けなくなった」「通勤が困

難」といった事情で離職した身体障害者をはじめ、移動や通勤に困難を

抱えている者が就労を希望する場合に、有効な雇用機会の確保につな

がり得るものである。

・ 始業・終業時刻の繰上げ・繰下げを含め、合理的な配慮の提供の中で行

われている事例があることを踏まえつつ、現場の実態を把握しながら、引き

続き検討することが適当である。

また、重度身体障害者等において、通勤に係る継続的な支援のニーズが

存在することを踏まえつつ、通勤支援の在り方について労働施策と福祉施

策の連携を進めながら、引き続き検討することが適当である。

⑪公務部門におけ

る障害者雇用の促

進

－

・ 障害者の採用に関し、各府省は、2019年１月を始期とする法令に定められ

た１年間を計画期間とする採用計画に基づき取組を進めることを第一としな

がらも、数合わせとならないよう雇用の質の確保を図る観点から採用の進

め方を検討するとともに、民間における取組も参考にしつつ、国としてどの

ような取組ができるかについても検討することが適当である。



障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議
令和元年５月10日 衆議院厚生労働委員会

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一 国及び地方公共団体における障害者活躍推進計画の作成に当たっては、障害者団体の参画を得て指針を策定するとともに、現に就労している障害者、地域の

関係者等からの意見を踏まえつつ、その内容について、「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」を基準として、国及び地方公共団体における採用方法、

採用後の労働環境等の実態の把握及び公表並びに実態を踏まえた改善策を当該計画に盛り込むこと。また、当該計画の実施に当たり、地方公共団体間で格差

が生じないよう、各地方公共団体の財政状況や地域事情に応じて、計画実現のための必要な支援を検討すること。

二 国及び地方公共団体による障害者の大量採用の影響を受けて法定雇用率未達成となった民間企業については、その実態把握に努め必要な支援策を検討す

ること。

三 対象者の範囲を含む障害者雇用率制度の在り方及び助成金の支給を含む障害者雇用納付金制度の在り方について、障害者団体が参画する検討の場を設け

ること。その際、障害者雇用率制度の対象者の範囲については、障害者基本法及び障害者雇用促進法の障害者の定義を踏まえ、障害者手帳所持者以外も含め

ることを検討すること。

四 障害者雇用率制度において長期の雇用に対するインセンティブを付与することを検討する等、障害者の平均勤続年数の増加に向けた施策に取り組むこと。

五 除外率制度の廃止に向けて、労働政策審議会において遅滞なく検討すること。

六 在宅就業障害者支援制度について、民間企業を含む関係団体の意見を踏まえつつ、その充実に向けて取り組むこと。また、福祉的就労の場への仕事の発注

に関して、民間企業等からの発注促進策について検討すること。

七 国、地方公共団体及び民間企業における障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供の実施状況について、その実態を幅広く把握し、個人情報の保

護に留意しつつ公表すること。また、実態把握に当たっては、事業主だけでなく雇用されている障害者及び障害者団体からの意見や情報を十分に反映すること。

八 障害者が働くための人的支援など合理的配慮を含む環境整備に関する支援策の充実強化に向けて検討すること。また、職場介助者や手話通訳者の派遣等の

人的支援に関し、現行制度上の年限の撤廃及び制度利用の促進について検討すること。

九 男女別の障害者の雇用状況等の実態把握を行い、障害のある女性の複合的困難に配慮したきめ細かい支援を講ずること。

十 労使、障害者団体等が参画して、雇用施策と福祉施策の一体的展開の推進を審議できる体制を速やかに整備し、制度の谷間で働く機会を得られない、又は必

要な支援等がないために継続して働くことができない等の障害者の置かれた現状を解消するため、通勤に係る障害者への継続的な支援や、職場等における支援

の在り方等の検討を開始すること。
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障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議①
令和元年６月６日 参議院厚生労働委員会

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一、国及び地方公共団体は自ら率先して障害者の雇用に努めるという責務を規定することの意義を重く受け止め、障害者が自らの希望や障害の特性等に応じて、

無理なく安心して、かつ働きがいを持って安定的に働くことができるよう、障害者の活躍の場の拡大に向けた取組を着実に進めること。また、民間企業における先

進的な取組事例などを参考にしつつ、障害者権利条約が求めるインクルーシブ雇用の推進も念頭に置きながら、公務部門における重度障害者の雇用の促進に

努めること。

二、国及び地方公共団体における障害者活躍推進計画の作成に当たっては、障害者団体や当事者の参画を得て指針を策定するとともに、現に就労している障害

者や地域の関係者等からの意見も踏まえつつ、その内容について、「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」を基準として、国及び地方公共団体における

採用方法、採用後の労働環境等の実態の把握及び公表並びに実態を踏まえた改善策を当該計画に盛り込むこと。また、当該計画の実施に当たり、地方公共団

体間で格差が生じないよう、各地方公共団体の財政状況や地域事情に応じて、計画実現のための必要な支援を検討すること。

三、国及び地方公共団体による障害者の大量採用の影響を受けて法定雇用率が未達成となった民間企業については、その実態把握に努め、当該企業に対して集

中的な支援を行うことを含め、必要な支援策を速やかに検討すること。

四、対象者の範囲を含む障害者雇用率制度の在り方及び助成金の支給を含む障害者雇用納付金制度の在り方について、障害者団体が参画する検討の場を設け

ること。その際、障害者雇用率制度の対象者の範囲については、障害者基本法及び障害者雇用促進法の障害者の定義を踏まえ、障害者手帳所持者以外も含め

ることを検討すること。

五、障害者雇用においては、障害者の能力を引き出して就労できるようにすることが重要であることを踏まえ、障害者手帳は取得できないが障害によって働きづらさ

を抱える者への就労支援と、そのために必要となる就労能力の判定の在り方について、専門家による検討の場を設け、速やかに検討を開始すること。

六、障害者雇用率制度において長期の雇用に対するインセンティブを付与することを検討する等、障害者の平均勤続年数の増加に向けた施策の実現に取り組むこ

と。

七、障害者雇用の促進等に関する取組が優良な中小事業主に対する認定制度の創設に当たっては、中小企業の障害者雇用や経営の実情等を踏まえ、評価項目

等を検討すること。また、当該制度が広く普及するよう、国民に制度の周知啓発を行うとともに、認定制度の新たなメリットの付与について検討を進め、併せて、労働

関係法令違反など、制度の趣旨にふさわしくない企業の不認定及び認定取消しについても基準を設けること。
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障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議②
令和元年６月６日 参議院厚生労働委員会

八、除外率制度の廃止に向けて、除外率の段階的な引下げ等を労働政策審議会において遅滞なく検討すること。

九、在宅就業障害者支援制度について、民間企業を含む関係団体の意見を踏まえつつ、その充実に向けて取り組むこと。また、障害者就労施設等への仕事の発

注に関して、民間企業等からの発注促進策について検討すること。

十、国地方公共団体及び民間企業における障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供の実施状況について、その実態を広く把握し、個人情報の保護に

留意しつつ公表すること。また、実態把握に当たっては、事業主だけでなく雇用されている障害者及び障害者団体からの意見や情報を十分に反映すること。

十一、障害者が働くための人的支援など合理的配慮を含む環境整備に関する支援策の充実強化に向けて検討すること。また、職場介助者や手話通訳者の派遣等

の人的支援に関し、現行制度上の年限の撤廃及び制度利用の促進について検討すること。

十二、障害の種別・程度に応じた男女別、年齢層別の障害者の雇用・就労状況等の実態把握を丁寧に行い、障害のある女性や中高年齢層の複合的困難、また労

働時間など働き方に特段の対応が必要な障害者等に配慮したきめ細かい支援策を具体的に検討し、講じていくこと。

十三、労使、障害者団体等が参画して、雇用施策と福祉施策の一体的展開の推進を審議できる体制を速やかに整備し、制度の谷間で働く機会を得られない、又は

必要な支援等がないために継続して働くことができない等の障害者の置かれた現状を解消するため、現状の把握を行うとともに、通勤に係る障害者への継続的な

支援や、職場等における支援の在り方等の検討を開始すること。

十四、教育委員会における障害者の雇用の促進のため、障害を有する教職員の採用を進めるに当たっては、文部科学省と厚生労働省が連携して、共生社会の形

成の理念のもと、必要な施策を進めること。

十五、障害を有する者の勤労意欲が増進し、また、減退しないことを主眼に置いた上で、雇用、年金、福祉等の諸制度間の連続性が確保されるよう、必要な検討を

行うこと。

右決議する。
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１．障害者雇用対策の枠組み
（障害者雇用率制度・障害者雇用納付金制度等）
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○ 障害者雇用納付金制度
事業主間の経済的負担を調整するため、法定雇用率を満たしていない企業

（常用労働者100人超）から納付金を徴収し、障害者を多く雇用している事業主

に対して調整金等を支給

法定雇用率

民間企業 ２．２%

国、地方自治体 ２．５%

都道府県等の教育委員会 ２．４%

○ 障害者雇用率制度
事業主に対し、従業員の一定割合（＝法定雇用率）以上

の障害者の雇用を義務付け

障
害
者
雇
用

納
付
金
制
度

納付金※ （雇用義務数 不足事業主）
１人 につき月５万円納付

調整金等
（雇用義務数 超過事業主）
１人 につき月２万７千円支給

※納付金を納付したとしても雇用義務は免除されない。

○ 地域障害者職業センター 52ヶ所〈各都道府県 に１ヶ所＋5ヶ所の 支所〉

障害者雇用対策について

② 職業紹介・地域就労支援

※令和３年４月より前に、それぞれ0.1％引き上げ。

① 障害者の雇用義務と納付金制度

全て事業主は、対象障害者の雇用に関し、社会連帯の理念に基づき、適当な雇用の場を与える共同の責務を有するものであって、進んで

対象障害者の雇入れに努めなければならない（障害者雇用促進法第37条）。

ハローワーク、障害者就業・生活支援センター、地域障害者職業センターが中心となって、障害者と事業主双方に対し、就職準備段階から職

場定着までの一貫した支援を実施。
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〇雇用義務制度
事業主に対し、障害者雇用率に相当する人数の障害者の雇用を義務づけ。
・民間企業 2.2％ ・国、地方公共団体等 2.5％ ・都道府県等の教育委員会 2.4％

〇納付金制度
障害者の雇用に伴う事業主（常用労働者100人超）の経済的負担の調整。
・ 障害者雇用納付金（雇用率未達成事業主）不足１人 月額５万円徴収

※ 常用労働者100人超200人以下の事業主は、不足１人月額４万円
・ 障害者雇用調整金（雇用率達成事業主） 超過１人 月額２万７千円支給
100人以下の事業主には報奨金制度あり。

〇納付金助成金制度
納付金を財源として障害者を雇い入れるための施設の設置、介助者の配置等に助成金を支給。

〇トライアル雇用助成金(障害者トライアルコース)
障害者の常用雇用への移行を推進するため、ハローワーク等

の紹介により原則３か月（精神障害者は６か月）のトライアル
雇用を行う事業主に対し助成金を支給。

〇特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）
ハローワーク等の紹介により障害者等を雇用する事業主に対し
助成。

〇特定求職者雇用開発助成金（障害者初回雇用コース）
障害者雇用の経験がない中小企業で、初めての雇入れにより

法定雇用障害者数以上の障害者を雇用した場合、助成金を支
給。 等

※ その他、障害特性に応じた支援策を講じている。

障害者雇用のための助成措置障害者雇用義務制度等

身近な地域において雇用、保健、福祉、教育等の地域の関係機関のネットワークを形成し、就業面と生活面にわたる一体的な支援を実施。

＊主な支援内容 ①就業支援…就業に向けた準備支援、求職活動、職場定着支援など障害特性を踏まえた雇用管理に関する助言

②生活支援…生活習慣形成、健康管理等の日常生活の自己管理に関する助言 住居、年金、余暇活動など生活設計に関する助言など

職場での適応に課題を有する障害者に対して、職場適応援助者
（ジョブコーチ）を事業所に派遣または配置し、職場での課題を
改善し、職場定着を図るためのきめ細かな人的支援を実施。

＊主な支援内容
○障害者向け…職場内コミュニケーション、作業遂行力の向上支

援など
○事業主向け…職務内容の設定、指導方法に関する助言など

職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援

障害者就業・生活支援センターにおける支援

労働局・ハローワークにおける支援

○職業紹介等（ハローワーク）
専門職員や職業相談員による障害の種類・程度に応じたきめ細かな職業相談・紹介、職場定

着支援指導等を実施。

〇チーム支援（ハローワーク）
就職を希望する障害者に対し、ハローワークを中心に福祉施設等の職員、その他の就労支援

者からなる「障害者就労支援チーム」を結成し、就職の準備段階から職場定着までの一貫した

支援を実施。

〇福祉、教育、医療から雇用への移行推進事業（労働局・ハローワーク）
企業、障害者とその保護者や就労支援機関等の職員等の、障害者が企業で就労することに対

する不安感等の払拭や理解促進を図るため、就労支援セミナー等により企業理解を促進すると

ともに、障害者に対する職場実習を推進。

障害者に対して作業能力向上、労働習慣の体得等の支援を行うほか、事業主に対して障害者雇用に関する相談･援助を実施。

地域障害者職業センターにおける支援

障害者雇用対策について
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平成25年法改正により、精神障害者の雇用義務が課されることとなったことに伴い、民間企業の障害者雇

用率を、平成30年４月より2.2％、３年を経過する日（令和３年４月）より前に2.3％に引き上げることとした。

※ 国及び地方公共団体並びに特殊法人については、平成30年４月より2.5％、３年を経過する日より前に2.6％

【改正前 2.3％】とする。

都道府県等の教育委員会については、平成30年４月より2.4％、３年を経過する日より前に2.5％【改正前 2.2％】

とする。

※ 雇用率の見直しに伴い、障害者を１人以上雇用しなければならない民間企業の範囲が、従業員50人以上から

45.5人以上（雇用率2.3％時は43.5人以上）に変更

障害者雇用率の見直し

改正前

平成30年４月

2.2％
2.3％

３年を経過する日より前

令和３年４月

（障害者雇用率）
％

2.0

０
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障害者手帳の取得者数の推移

○ 障害者手帳の取得者については、近年、特に精神障害者保健福祉手帳や療育手帳を取得する者が増えていることか
ら、全体として増加傾向にあり、法定雇用率の算定にも一定の影響を与える可能性がある。

1,111 1,013 

408 580 

408 
580 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成23年 平成28年

精神障害者

知的障害者

身体障害者

（千人）

1,927

2,173

（出典）生活のしづらさなどに関する調査（平成23年、平成28年）

障害者手帳所持者数（18歳～64歳）
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精神障害者である短時間労働者に関するカウントの特例について

【措置の内容】
精神障害者である短時間労働者で、次の要件をいずれも満たす者については、 １人をもって１人とみなす。

① 新規雇入れから３年以内の方 又は 精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内の方 かつ、
② 令和５年３月31日までに、雇い入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方

＜留意事項＞

・ 退職後３年以内に、同じ事業主（※）に再雇用された場合は、特例の対象とはしない。
※ 子会社特例、関係会社特例、関係子会社特例又は特定事業主特例の適用を受けている事業主の場合は、これらの特例の適
用を受けている、当該事業主以外の事業主を含む。

・ 発達障害により知的障害があると判定されていた者が、その発達障害により精神障害者保健福祉手帳を取得した場
合は、判定の日を、精神保健福祉手帳取得の日とみなす。

7

○ 平成30年４月から、精神障害者の雇用が義務化され、法定雇用率が2.2％に引き上がる中で、精神障害者は身体障害者や知的
障害者に比べて職場定着率が低い状況にある。

○ 一方で、精神障害者の職場定着率は、週20～30時間勤務の場合が最も高く、また、精神障害者は知的障害者に比べて、就職時
に短時間勤務であっても、就職後に30時間以上勤務に移行する割合が高い。

○ このため、精神障害者の職場定着を進める観点から、精神障害者である短時間労働者の算定に関する特例措置を設けている。

84.7%

71.5%

85.3%

68.0%

77.8%

60.8%

69.9%

49.3%
40%

60%

80%

100%

発達障害者（242人）
知的障害者（497人）
身体障害者（1328人）
精神障害者(1206人）

障害者の職場定着率（障害種類別）（職場定着率）

67.0%

53.2%

82.5%

60.4%

72.2%

50.8%

63.8%

42.4%40%

60%

80%

100%
20時間未満（109人）
20～30時間未満（1,264人）
30～40時間未満（508人）
40時間以上（304人）

精神障害者の職場定着率（就業定着率）（職場定着率）

25.2%

5.6%

精神障害者 知的障害者

就職時の所定労働時間が週20時間以上30時間未満の者で、
就職後、週30時間以上勤務に移行した割合

（出典）
平成24年度の就職者数45人以上である障害者就業・生活支援センター（106セン
ター）において、当該センターが支援して平成24年４月～９月に新たに雇用された
知的障害者又は精神障害者の平成29年10月時点の雇用状況を調査した結果か
ら算出（回収率97％）。「不明」との回答が混在している者を除いたデータ。（出典）障害者の就業状況等に関する調査研究（2017年、JEED）



昭和51年
10月

昭和63年
4月

平成10年
7月

平成18年
4月

実雇用率に追加

精神障害者を雇用した場合
は、身体障害者又は知的障害
者を雇用した者とみなす。

実雇用率に追加

知的障害者を雇用した場合
は身体障害者を雇用した者
とみなす。

法定雇用率の算定基礎の対象
「身体障害」のみ

昭和51年、身体障害者を対象とする雇用率制度を創設。平成10年には、知的障害者を法定雇用率の算定

基礎の対象に追加。さらに、平成30年４月から、精神障害者を法定雇用率の算定基礎の対象に追加（※）。

※ 施行後５年間は激変緩和措置として、労働者（失業者を含む。）の総数に対する身体障害者・知的障害者・精神障害者である労働者（失
業者を含む。）の総数の割合に基づき、障害者の雇用の状況その他の事情を勘案して定める率とする。

法定雇用率の算定基礎の対象
「身体障害」と「知的障害」

法定雇用率の算定基
礎の対象

「身体障害」と「知的
障害」と「精神障害」

平成30年
4月

精神障害者

知的障害者

身体障害者

法定雇用率の対象となる障害者の範囲の変遷

各企業が雇用する障害者の割合（実雇用率）を計算す
る際の対象には、知的障害者を昭和63年に、精神障害
者を平成18年に追加。
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障害者雇用納付金制度について

法定雇用率
未達成企業

法定雇用率
達成企業

※ 額は平成30年度の制度・実績。

 全ての事業主は、社会連帯の理念に基づき、障害者に雇用の場を提供する共同の責務を有する。

 障害者の雇用に伴う経済的負担を調整するとともに、障害者を雇用する事業主に対する助成・援助を行うた

め、事業主の共同拠出による納付金制度を整備。

 雇用率未達成企業（常用労働者１00人超）から納付金（不足１人当たり原則月５万円）を徴収。

 雇用率達成企業に対して調整金（超過１人当たり月２万７千円）・報奨金を支給。

雇用
障害者数

雇用
障害者数

「納付金」の徴収
【不足１人当たり 月額５万円】

法定雇用
障害者数

未達成

達 成

（常用労働者100人超200人以下の事業主は、
不足１人あたり月額４万円）

未達成企業(100人超) 285億円

達成企業(100人超) 198億円

「調整金」の支給
【超過１人当たり 月額２万７千円】

「報奨金」の支給
【超過１人当たり 月額２万１千円】

達成企業（100人以下） 45億円
（雇用率４％超又は６人超雇用に限る）

「助成金」の支給
（施設整備費用等）

企業全体 ７億円
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単位：億円

※ 表中の 数値は決算値を記載。

年 度（平成） ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

納付金収入（a） 155 137 192 192 163 240 220 312 295 285

支 出 （b） 236 235 226 235 219 195 190 241 262 288

調整金／報奨金 114 119 134 147 164 125 143 195 218 243

うち調整金 67 71 90 104 120 82 95 155 174 198

うち報奨金 47 47 44 42 45 44 48 40 44 45

助成金 77 79 69 66 31 40 17 12 9 7

事務事業費 44 38 22 20 21 28 26 29 31 34

単年度収支（a-b） ▲81 ▲99 ▲34 ▲43 ▲55 44 30 71 33 ▲ 4

納付金関係業務
引当金額 257 158 120 76 20 64 93 172 204 200

障害者雇用納付金制度の財政状況について
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障害者雇用納付金財政の推移

調整金

報奨金助成金

法定雇用率：1.5%（百万円） 法定雇用率：1.6% 法定雇用率：1.8%

【H4.4.1～】
納付金：50,000
調整金：25,000
報奨金：17,000

【H22.7.1～】
対象範囲拡大：常用雇
用労働者200人超企業
及び短時間労働者

【H27.4.1～】
対象範囲拡大：常用雇用
労働者100人超以上企業

法定雇用率：2.0%

【S51.10.1～】
納付金：30,000
調整金：14,000
報奨金： 8,000

【S57.4.1～】
納付金：40,000
調整金：20,000
報奨金：10,000

【H2.6.8～】
報奨金：15,000

【H15.4.1～】
調整金：27,000
報奨金：21,000

赤字 赤字
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法定雇用率：2.2%



１ 障害者雇用促進法では、障害者の職業の安定のため、法定雇用率を設定している。
現在の民間事業主の法定雇用率・・・２．２％

２ 一方、機械的に一律の雇用率を適用することになじまない性質の職務もあることから、障
害者の就業が一般的に困難であると認められる業種について、雇用する労働者数を計算す
る際に、除外率に相当する労働者数を控除する制度（障害者の雇用義務を軽減）を設けてい
た。

除外率は、それぞれの業種における障害者の就業が一般的に困難であると認められる職
務の割合に応じて決められていた。

３ この除外率制度は、ノーマライゼーションの観点から、平成14年法改正により、平成16年
４月に廃止した。

経過措置として、当分の間、除外率設定業種ごとに除外率を設定するとともに、廃止の方
向で段階的に除外率を引き下げ、縮小することとされている（法律附則）。

４ 平成16年４月と平成22年７月に、それぞれ、一律に10ポイントの引下げを実施した。

除外率制度について
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除外率設定業種 除外率

・非鉄金属製造業（非鉄金属第一次製錬・精製業を除く。） ・倉庫業
・船舶製造・修理業、船用機関製造業 ・航空運輸業
・国内電気通信業（電気通信回線設備を設置して行うものに限る。）

５％

・採石業、砂・砂利・玉石採取業 ・水運業
・窯業原料用鉱物鉱業（耐火物・陶磁器・ガラス・セメント原料用に限る。）
・その他の鉱業

１０％

・非鉄金属第一次製錬・精製業
・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く。）

１５％

・建設業 ・鉄鋼業 ・道路貨物運送業 ・郵便業（信書便事業を含む。） ２０％

・港湾運送業 ・警備業 ２５％

・鉄道業 ・医療業 ・高等教育機関
・介護老人保健施設（日本標準産業分類、細分類番号8542に該当するものに限る。）

３０％

・林業（狩猟業を除く。） ３５％

・金属鉱業 ・児童福祉事業 ４０％

・特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く。） ４５％

・石炭・亜炭鉱業 ５０％

・道路旅客運送業 ・小学校 ５５％

・幼稚園 ・幼保連携型認定こども園 ６０％

・船員等による船舶運航等の事業 ８０％

除外率設定業種及び除外率
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納付金制度に基づく障害者雇用関係助成金

○ 重度障害者等通勤対策助成金

障害者の通勤を容易にするための措置を行う事業主・団体に対して、費用の3/4を助成

・ 通勤援助者の委嘱（上限額：1回２千円及び交通費計3万円、支給期間：1月間）
・ 駐車場の賃借（上限額：障害者１人につき月5万円、支給期間：10年間） 等

○ 障害者介助等助成金

障害特性に応じた適切な雇用管理のために必要な介助者等の措置を行う事業主に対して、原則、費用の3/4を助成

・ 職場介助者の委嘱（上限額：原則１回１万円及び年150万円、支給期間：原則10年間）
・ 手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱（上限額：1回6千円及び年28万8千円、支給期間：10年間） 等

○ 障害者作業施設設置等助成金

障害者が作業を容易に行えるよう配慮された作業施設等の設置・整備・賃借を行う事業主に対して、
費用の2/3を助成（上限額：障害者1人につき450万円 （作業施設の場合）等）

○ 障害者福祉施設設置等助成金

障害者が利用できるよう配慮された保健施設、給食施設等の福利厚生施設の設置・整備を行う事業主に対して、
費用の1/3を助成（上限額：障害者1人につき225万円）

○ 重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金

重度身体障害者、知的障害者又は精神障害者を多数継続して雇用し、かつ、安定した雇用を継続することができると認められ
る事業主であって、これらの障害者のために事業施設等の設置・整備を行うものに対して、費用の2/3を助成（上限額：5千万円）

14

平成30年度支給実績：7.3億円（5,079件）

＜平成30年度支給実績：0.5億円（87件）＞

＜平成30年度支給実績：5.7億円（4,291件）＞

＜平成30年度支給実績：1.1億円（701件）＞

障害者が作業を容易に行えるような施設の設置等を行った場合の助成措置

障害者を介助する者の配置等を行った場合の助成措置

通勤の配慮を行った場合の助成措置



２．雇用の分野における障害者の差別禁止
及び合理的配慮の提供義務
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◎ 障害者に対する差別禁止※1、合理的配慮の提供義務※2 を規定 【施行期日 平成28年4月1日】

◎ 必要があると認めるときは、厚生労働大臣から事業主に対し、助言、指導又は勧告を実施。

【差別の主な具体例】

【合理的配慮の主な具体例】

募集・採用の機会
○ 身体障害（車いすの利用、人工呼吸器等の使用の否定を含む）、知的障害、精神障害があること

を理由として、募集・採用を拒否すること など

賃金の決定、教育訓練の実
施、福利厚生施設の利用な
ど

障害者であることを理由として、以下のような不当な差別的取扱いを行うこと
○ 賃金を引き下げること、低い賃金を設定すること、昇給をさせないこと
○ 研修、現場実習をうけさせないこと
○ 食堂や休憩室の利用を認めないこと など

募集・採用の配慮
○ 問題用紙を点訳・音訳すること・試験などで拡大読書器を利用できるようにすること・試験の回答

時間を延長すること・回答方法を工夫すること など

施設の整備、援助を行う者
の配置など

○ 車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること
○ 文字だけでなく口頭での説明を行うこと・口頭だけでなくわかりやすい文書・絵図を用いて説明

すること・筆談ができるようにすること
○ 手話通訳者・要約筆記者を配置・派遣すること、雇用主との間で調整する相談員を置くこと
○ 通勤時のラッシュを避けるため勤務時間を変更すること など

※１ 不当な差別的取扱いを禁止。このため、職業能力等を適正に評価した結果といった合理的な理由による異なる取扱いが
禁止されるものではない。

※２ 事業主に対して過重な負担を及ぼすときは提供義務を負わない。

障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供義務について
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（１）基本的な考え方

○ 対象となる事業主の範囲は、すべての事業主。

○ 対象となる障害者の範囲 ： 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害があるため、
長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者。

⇒ 障害者手帳所持者に限定されない。

○ 障害者であることを理由とする差別（直接差別）を禁止。
（車いす、補助犬その他の支援器具などの利用、介助者の付き添いなどの利用を理由とする不当な不利益取扱いを含む）

○ 事業主や同じ職場で働く者が、障害特性に関する正しい知識の取得や理解を深めることが重要。

（２）差別の禁止

○ 募集・採用、賃金、配置、昇進、降格、教育訓練などの各項目において、障害者であることを理由に障害者を排除する
ことや、障害者に対してのみ不利な条件とすることなどが、差別に該当するとして整理。

例：募集・採用 イ 障害者であることを理由として、障害者を募集又は採用の対象から排除すること。
ロ 募集又は採用に当たって、障害者に対してのみ不利な条件を付すこと。
ハ 採用の基準を満たす者の中から障害者でない者を優先して採用すること。

○ ただし、次の措置を講ずることは、障害者であることを理由とする差別に該当しない。

・ 積極的差別是正措置として、障害者を有利に取り扱うこと。
・ 合理的配慮を提供し、労働能力などを適正に評価した結果、異なる取扱いを行うこと。
・ 合理的配慮の措置を講ずること。 など

障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するための指針（概要）

障害者差別禁止指針（平成27年３月25日厚生労働大臣告示）
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（１）基本的な考え方

○ 対象となる事業主の範囲は、すべての事業主。

○ 対象となる障害者の範囲 ： 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害があるた
め、長期にわたり、職業生活に相当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者。

⇒ 障害者手帳所持者に限定されない。

○ 合理的配慮は、個々の事情を有する障害者と事業主との相互理解の中で提供されるべき性質のもの。

（２）合理的配慮の内容

○ 合理的配慮の事例として、多くの事業主が対応できると考えられる措置の例を「別表」として記載。

（別表の記載例）

【募集及び採用時】
・ 募集内容について、音声等で提供すること。（視覚障害）
・ 面接を筆談等により行うこと。（聴覚・言語障害） など

【採用後】
・ 机の高さを調節すること等作業を可能にする工夫を行うこと。（肢体不自由）
・ 本人の習熟度に応じて業務量を徐々に増やしていくこと。（知的障害）
・ 出退勤時刻・休暇・休憩に関し、通院・体調に配慮すること。（精神障害ほか） など

雇用の分野における障害者と障害者でない者との均等な機会若しくは待遇の確保又は障害者である労働者
の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するために事業主が講ずべき措置に関する指針
（概要）

合理的配慮指針（平成27年３月25日厚生労働大臣告示）
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（４）過重な負担

○ 合理的配慮の提供の義務は、事業主に対して「過重な負担」を及ぼすこととなる場合を除く。
事業主は、過重な負担に当たるか否かについて、次の要素を総合的に勘案しながら個別に判断する。

① 事業活動への影響の程度、 ②実現困難度、 ③費用・負担の程度、
④ 企業の規模、 ⑤企業の財務状況、 ⑥公的支援の有無

○ 事業主は、過重な負担に当たると判断した場合は、その旨及びその理由を障害者に説明する。その場合でも、事業主
は、障害者の意向を十分に尊重した上で、過重な負担にならない範囲で、合理的配慮の措置を講ずる。

（３）合理的配慮の手続

○ 募集・採用時 ： 障害者から事業主に対し、支障となっている事情などを申し出る。
採 用 後 ： 事業主から障害者に対し、職場で支障となっている事情の有無を確認する。

○ 合理的配慮に関する措置について、事業主と障害者で話し合う。

○ 合理的配慮に関する措置を確定し、講ずることとした措置の内容及び理由（「過重な負担」にあたる場合は、その旨及び
その理由）を障害者に説明する。採用後において、措置に一定の時間がかかる場合はその旨を障害者に説明する。

※ 障害者の意向確認が困難な場合、就労支援機関の職員等に障害者の補佐を求めても差し支えない。

（５）相談体制の整備

○ 事業主は、障害者からの相談に適切に対応するために、必要な体制の整備や、相談者のプライバシーを保護するた
めに必要な措置を講じ、その旨を労働者に周知する。

○ 事業主は、相談したことを理由とする不利益取扱いの禁止を定め、当該措置を講じていることについて、労働者に周知
する。 など

19



３．障害者雇用の現状
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総数 在宅者

施設入所者

入所 者や 入院 患者
18歳以上

65歳未満

身体障害児・者 ４３６．０ ４２８．７ １０１．３ ７．３

知的障害児・者 １０８．２ ９６．２ ５８．０ １２．０

精神障害者 ４１９．３ ３８９．１ ２１７．２※1 ３０．２

総 計 ９６３．５※2 ９１４．０ ３７６．５ ４９．５

身体障害児・者のうち、在宅者は、厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28年）、施設入所者は厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成27年） 等、
知的障害児・者のうち、在宅者は、厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28年）、施設入所者は厚生労働省「社会福祉施設等調査」 （平成27年）、
精神障害者数は、厚生労働省「患者調査」（平成29年）より作成

（単位：万人）

○ 身体・知的・精神障害者の総数は約964万人。うち18歳以上65歳未満の在宅者は約377万人。

※1 精神障害者については20歳～65歳未満である

障害者数について
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※2 重複障害者はそれぞれの類型で重複して計上されている。



合 計
18歳未満 18～39歳 40～64歳 65歳以上 不詳

身体障害児・者
（在宅者）

４２８．７
（100％）

６．８
（1.6％）

１８．２
（4.2％）

８３．１
（19.4％）

３１１．２
（72.6％）

９．３
（2.2％）

知的障害児･者
（在宅者）

９６．２
（100％）

２１．４
（22.2％）

３４．７
（36.1％）

２３．３
（24.2％）

１４．９
（15.5％）

１．８
（1.9％）

精神障害者
（在宅者）

３８９．１
（100％）

２７．３（※1）

（7.0％）
７１．８（※2）

（18.5％）
１４５．４
（37.4％）

１４４．５
（37.1％）

０．７
（0.2％）

（単位:万人）

年齢別の障害者数（在宅者）について

身体障害児・者数、知的障害児・者数は、厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28年）、
精神障害者数は、厚生労働省「患者調査」(平成29年) より作成

※１ 20歳未満の数値
※２ 20～39歳の数値
※３ （ ）内は、構成比。数値は四捨五入しているため、年齢別の合計が100にならない場合もある。
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３．精神障害者保健福祉手帳交付台帳登載数

１．身体障害者手帳交付台帳登載数

２．療育手帳交付台帳登載数

※ 台帳登載数は有効期限切れを除いている。

出典：衛生行政報告例

出典：福祉行政報告例

出典：福祉行政報告例

障害者手帳所持者数について
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登載数（人） 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

総 数 5,231,570 5,252,242 5,227,529 5,194,473 5,148,082 5,107,524 5,087,257

18歳未満 107,021 106,461 105,318 103,969 102,391 100,948 99,958

18歳以上 5,124,549 5,145,781 5,122,211 5,090,504 5,045,691 5,006,576 4,987,299

登載数（人） 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

総 数 908,988 941,326 974,898 1,009,232 1,044,573 1,079,938 1,115,962

18歳未満 232,094 238,987 246,336 254,929 262,702 271,270 279,649

18歳以上 676,894 702,339 728,562 754,303 781,871 808,668 836,313

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

登載数
（人）

695,699 751,150 803,653 863,649 921,022 991,816 1,062,700



○ 民間企業の雇用状況
雇用者数 56.1万人 （身体障害者35.4万人、知的障害者12.8万人、精神障害者7.8万人）
実雇用率 2.11％ 法定雇用率達成企業割合 48.0％

○ 雇用者数は16年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

（令和元年6月1日現在）

（S63 .4.1）

障害者雇用の状況
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精神障害者

知的障害者

身体障害者

実雇用率（％）

法定雇用率1.5％

法定雇用率1.6％

法定雇用率1.8％

法定雇用率2.0％

法定雇用率2.2%

（H10 .7.1）

（H25.4.1）

（H30.4.1）
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雇用障害者数における障害種別ごとの重度障害等の実人数について

（令和元年６月１日現在）

身体障害者（重度）

113,341人

（身体障害者の43.3％）

身体障害者

（重度以外）

148,403人
知的障害者（重度）

24,881人

（知的障害者の21.2％）

知的障害者

（重度以外）

92,251人

精神障害者

82,953人

合計 461,829人

○重度知的障害者
知的障害者のうち、知的障害の程度が重い

者であって知的障害者判定機関により知的障
害の程度が重いと判断された者

○重度身体障害者
身体障害者障害程度等級表の１級又は２級に該当する障害を有

する者及び同表の３級に該当する障害を２以上重複して有するこ
と等によって２級に相当する障害を有するとされる者 25
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企業規模別実雇用率 企業規模別達成企業割合(%) (%)

(45.5 ～100人未満)※

(1,000人以上)

(全体)

(500～1000人未満)

(300～500人未満)

(100～300人未満)

2.31

2.11

2.11

1.98

1.97

1.71

(500～1000人未満)

(1,000人以上)

(300～500人未満)

（全体） (100～300人未満)

(45.5～100人未満)※

43.9

52.1

48.0

43.9

45.5

54.6

※令和元年6月1日現在
全体：2.11％
45.5～100人未満：1.71％
100～300人未満：1.97％
300～500人未満：1.98％
500～1000人未満：2.11％
1,000人以上：2.31％

※平成24年までは56～100人未満
※平成29年までは50～100人未満
※平成30年からは45.5～100人未満

※令和元年6月1日現在
全体：48.0％
45.5～100人未満：45.5％
100～300人未満：52.1％
300～500人未満：43.9％
500～1000人未満：43.9％
1,000人以上：54.6％

※平成24年までは56～100人未満
※平成29年までは50～100人未満
※平成30年からは45.5～100人未満

○ 全体として実雇用率は順調に伸びているものの、特に中小企業の取組が遅れている。

障害者の雇用の状況（企業規模別）
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ハローワークにおける障害者の職業紹介状況

○ 平成30（2018）年度の就職件数・新規求職申込件数は、前年度から更に増加。

○ 就職件数は102,318件と10年連続で増加。新規求職申込件数は211,271件と19年連続で増加。

44,463 45,257 
52,931 

59,367 
68,321 

77,883 
84,602 90,191 93,229 97,814 102,318 

119,765 
125,888 

132,734 

148,358 

161,941 
169,522 

179,222 187,198 
191,853 

202,143 
211,271 

▲ 2.4
1.8

17.0
12.2 15.1 14.0

8.6 6.6
3.4 4.9 4.6

-5.00

50,000

100,000

150,000

200,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

就職件数の前年度比（％）

（件）

新規求職申込件数（件）

就職件数（件）

27



ハローワークにおける職業紹介状況(障害種別）①

知的障害者身体障害者

22,623 
22,172 

24,241 24,864 26,573 
28,307 

28,175 
28,003 

26,940 

26,756 26,841 

65,207 65,142 

64,098 

67,379 
68,798 

66,684 

65,265 

63,403 

60,663 

60,533 

61,218 

0

10,000

20,000
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40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

就職件数

新規求職申込件数

11,889 11,440 

13,164 
14,327 

16,030 

17,649 
18,723 

19,958 
20,342 

20,987 
22,234 

24,381 
25,034 

25,815 

27,748 

30,224 
30,998 

32,313 
33,410 
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35,742 35,830 

0
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

新規求職申込件数

就職件数
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精神障害者
その他

（発達障害、高次脳機能障害など）

9,456 10,929 

14,555 

18,845 

23,861 
29,404 

34,538 
38,396 

41,367 
45,064 

48,040 

28,483 

33,277 

39,649 

48,777 

57,353 

64,934 

73,482 

80,579 

85,926 

93,701 

101,333 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

495 
716 

971 
1,331 

1,857 

2,523 

3,166 

3,834 

4,580 
5,007 

5,203 

1,694 

2,435 

3,172 

4,454 

5,566 

6,906 

8,162 

9,806 

11,039 

12,167 

12,890 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

ハローワークにおける職業紹介状況(障害種別）②

就職件数

新規求職申込件数 新規求職申込件数

就職件数
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全 数 全 数

身体障害者

知的障害者

精神障害者
その他

精神障害者

知的障害者

その他

身体障害者

４４，４６３件 １０２，３１８件

50.9％

22,623件

26.7％

11,889件

21.3％
9,456件 1.1％

495件

47.0％
48,040件

21.7％
22,234件

5.1％
5,203件

26.2％

26,841件

平成20年度 平成30年度

ハローワークにおける職業紹介状況（就職件数）
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① 特別支援学校から一般企業への就職が約 ３１．２％ 就労系障害福祉サービスの利用が約 ３０．６％

② 就労系障害福祉サービスから一般企業への就職は、年々増加し、 平成２９年度は約１．５万人が一般

就労への移行を実現

一般就労への

移行の現状

就職

企 業 等

就 職

就労支援施策の対象となる障害者数／地域の流れ

障害者総数約９６４万人中、１８歳～６４歳の在宅者数約３７７万人
（内訳：身体１０１．３万人、知的 ５８．０万人、精神２１７．２万人）

就労系障害福祉サービス
から一般就労への移行

1,288人/ H15 1.0
2,460人/ H18 1.9 倍
3,293人/ H21 2.6 倍
4,403人/ H22 3.4 倍
5,675人/ H23 4.4 倍
7,717人/ H24 6.0 倍
10,001人/ H25 7.8 倍
10,920人/ H26 8.5 倍
11,928人/ H27 9.3 倍
13,517人/ H28 10.5倍
14,845人/ H29 11.5倍

障害福祉サービス
大
学
・専
修
学
校
へ
の
進
学
等

【出典】社会福祉施設等調査、国保連データ、学校基本調査、障害者雇用状況調査、患者調査、生活のしづらさなどに関する調査 等

・就労移行支援 約 ３．３万人

・就労継続支援Ａ型 約 ６．９万人

・就労継続支援Ｂ型 約２４．０万人

（平成３０年３月）

雇用者数

約５６．１万人

（令和元年６月１日）

＊45.5人以上企業

12,906人/年
（うち就労系障害福祉サービス 6,626人）

6,760人/年769人/年 特別支援学校
卒業生21,657人（平成３０年３月卒）

（平成３０年度）

ハローワークから
の紹介就職件数

１０２，３１８件
※A型：19,502件
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身体障害者 知的障害者 精神障害者 発達障害者

平成10年 １２年０ヶ月 ６年１０ヶ月 － －

平成15年 １０年０ヶ月 ９年３ヶ月 ３年９ヶ月 －

平成20年 ９年２ヶ月 ９年２ヶ月 ６年４ヶ月 －

平成25年 １０年０ヶ月 ７年９ヶ月 ４年３ヶ月 －

平成30年 １０年２ヶ月 ７年５ヶ月 ３年２ヶ月 ３年４ヶ月

出典：障害者雇用実態調査結果報告書（平成10、15、20、25、30年度）（厚生労働省障害者雇用対策課）

※ 勤続年数：事業所に採用されてから調査時点（平成10年～25年：11月1日、平成30年：６月１日）までの勤続年数をいう。
ただし、採用後に身体障害者となった者については身体障害者手帳の交付年月を、採用後に精神障害者となった者
については事業所において精神障害者であることを確認した年月を、それぞれ起点としている。

障害者の平均勤続年数の推移

○ 障害者の平均勤続年数については、近年、新たに雇い入れられる者が増加していることもあるが、全体として、精神障
害の場合には短い傾向が見られる。
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障害者の継続雇用割合（身体障害者、年代別）

○ 身体障害者の場合、年齢があがるに連れて勤続年数も長期化していく傾向があり、年齢分布自体が中高年齢層の比重

が高いこと等も相俟って、全体としても勤続年数の長い者が多い傾向にある。

○ 60歳以上については手帳所持者が大幅に増加することからすれば、就業者の割合が急激に低下していると言える。

100%

96.9%

58.5%

47.0%

48.2%

55.0%

63.7%

3.1%

37.8%

21.6%

17.8%

19.5%

20.9%

3.7%

31.4%

34.0%

25.5%

15.4%

10代（0.4％）

20代（9.1％）

30代（17.4％）

40代（28.6％）

50代（33.5％）

60～65歳未満（8.8％）

65歳以上（2.2％）

※ 平成25年度障害者雇用実態調査における「入職年月」から勤続年数を算出。勤続年数が不明なデータを除いた上で、①週所定労働時間20時間以上かつ②手
帳所持者に限定してサンプルを抽出している。「入職年月」欄は、採用後に身体障害者又は精神障害者であることを承知した場合は、障害者手帳等により企業
が承知した年月を記入することとなっている。

※ 縦軸に（ ）で記載している割合は、全世代の合計を100％とした場合の、各年代の割合。
※ 身体障害者には現在の企業に入社した後に中途障害となった場合を含む。従って、本表のおいては、中途障害者の場合には「勤続年数」ではなく、「障害者手

帳を取得してから現在に至るまでの年数」が記載されているものである。

＜全世代の合計を100％とした場合＞

勤続10年未満 勤続11～20年未満 勤続20年以上

10代（0.4％）

20代（9.1％）

30代（17.4％）

40代（28.6％）

50代（33.5％）

60～65歳未満（8.8％）

65歳以上（2.2％） 1.4％ 0.5％ 0.3％

4.9％ 1.7％ 2.3％

16.2％ 6.0％ 11.4％

13.4％ 6.2％ 9.0％

10.2％ 6.6％ 0.6％

8.8％

0.4％

0.3％

＜各年代を100％とした場合＞

33



10代（7.6％）

20代（40.9％）

30代（27.0％）

40代（15.6％）

50代（7.8％）

60～65歳未満（0.9％）

65歳以上（0.1％）

障害者の継続雇用割合（知的障害者、年代別）

○ 知的障害者の場合、中高年齢層で働いている者に限定すれば、勤続年数の長さは身体障害の場合と比べても遜色はな

いといえる。

○ ただし、５０代以降については就業者数が大幅に減少することの結果として、全体としては勤続年数が短い者が多くなる

傾向にある。

100.0%

95.6%

45.9%

43.4%

36.0%

47.1%

20.0%

4.4%

48.2%

23.7%

23.1%

14.7%

40.0%

5.9%

32.8%

40.9%

38.2%

40.0%

10代（7.6％）

20代（40.9％）

30代（27.0％）

40代（15.6％）

50代（7.8％）

60～65歳未満（0.9％）

65歳以上（0.1％）

※ 平成25年度障害者雇用実態調査における「入職年月」から勤続年数を算出。勤続年数が不明なデータを除いた上で、①週所定労働時間20時間以上かつ②手
帳所持者に限定してサンプルを抽出している。「入職年月」欄は、採用後に身体障害者又は精神障害者であることを承知した場合は、障害者手帳等により企業
が承知した年月を記入することとなっている。

※ 縦軸に（ ）で記載している割合は、全世代の合計を100％とした場合の、各年代の割合。

＜全世代の合計を100％とした場合＞

勤続10年未満 勤続11～20年未満 勤続20年以上

＜各年代を100％とした場合＞

7.6％

39.1％

12.4％

6.8％

2.8％

0.4％

0.0％

1.8％

13.0％

3.7％

1.8％

0.1％

0.1％

5.1％

3.2％

0.3％

0.1％

1.6％
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10代（1.3％）

20代（16.1％）

30代（29.9％）

40代（36.3％）

50代（15.2％）

60～65歳未満（1.0％）

65歳以上（0.1％）

障害者の継続雇用割合（精神障害者、年代別）

○ 精神障害者の場合、全体として勤続年数が短いが、年齢があがるに連れて、勤続年数が長い者の割合も一定程度増え

ていく傾向にはある。

100.0%

99.6%

94.2%

86.4%

84.9%

60.0%

50.0%

0.4%

4.3%

5.8%

2.5%

6.7%

1.5%

7.7%

12.6%

33.3%

50.0%

10代（1.3％）

20代（16.1％）

30代（29.9％）

40代（36.3％）

50代（15.2％）

60～65歳未満（1.0％）

65歳以上（0.1％）

※ 平成25年度障害者雇用実態調査における「入職年月」から勤続年数を算出。勤続年数が不明なデータを除いた上で、①週所定労働時間20時間以上かつ②手
帳所持者に限定してサンプルを抽出している。「入職年月」欄は、採用後に身体障害者又は精神障害者であることを承知した場合は、障害者手帳等により企業
が承知した年月を記入することとなっている。

※ 縦軸に（ ）で記載している割合は、全世代の合計を100％とした場合の、各年代の割合。
※ 身体障害者には現在の企業に入社した後に中途障害となった場合を含む。従って、本表のおいては、中途障害者の場合には「勤続年数」ではなく、「障害者手

帳を取得してから現在に至るまでの年数」が記載されているものである。

＜全世代の合計を100％とした場合＞

勤続10年未満 勤続11～20年未満 勤続20年以上

＜各年代を100％とした場合＞

1.3％

28.2％

31.4％

12.9％

0.6％

0.1％

1.3％

2.1％

0.4％

0.1％

0.1％

2.8％

1.9％

0.3％

0.4％

0.0％

16.1％ 0.1％ 0.0％

0.0％ 0.0％
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障害者の職場定着状況について、知的障害や発達障害の場合に比較的安定しているのに対して、特に、精
神障害については定着が困難な者が多い状況となっている。

36

障害者の職場定着率
（障害種類別）

出典：『障害者の就業状況等に関する調査研究』 （2017年、JEED）

77.8%

60.8%

85.3%

68.0%69.9%

49.3%

84.7%

71.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

身体障害者（1328人）

知的障害者（497人）

精神障害者(1206人）

発達障害者（242人）

（職場定着率）

（経過期間）

障害者の定着状況について（障害種別）
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出典：『障害者の就業状況等に関する調査研究』 （2017年、JEED）
右図上の括弧内の数値は、サンプル数

0%

20%

40%

60%

80%

100%

身体障害者 知的障害者 精神障害者 発達障害者

一般求人

障害非開示

一般求人

障害開示

障害者求人

11.1% 7.2%

32.6%

（人）

障害者の職場定着率
（求人種類別）

88.0%

67.2%

86.9%

70.4%
69.3%

49.9%

52.2%

30.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

就労継続支援A型求人（1742人）

障害者求人（1923人）

一般求人 障害開示(747人）

一般求人 障害非開示（603人）

（職場定着率）

（経過期間）

一般求人に障害非開示で就職する場合や、一般求人に障害開示で就職する場合に、職場定着率は低くなる
傾向がある。また、身体障害者は一般求人障害開示、精神障害者は一般求人障害非開示で就職するケース
が多くみられる。

障害者の定着状況について（求人種類別）

※一般求人非開示とは、一般求人へ紹介就職した者のうち、ハローワークに障害の情報を開示している者で、企
業に対しては障害の情報を開示せずに就職した者を指す。なお、事業主は、雇用労働者の障害の情報等の把握・
確認等を行う際には、「プライバシーに配慮した障害者の把握・確認ガイドライン」 に沿って、プライバシーに配慮す

る必要があり、本人の意に反してプライバシーに係る情報の報告等を行わせてはならない。また、事業主には、障
害者雇用促進法に基づき、雇用障害者に対し、差別の禁止、合理的配慮の提供等の義務が課されている。

36.5%

52.4%

10.5%

82.3%

16.2%

51.2%

11.2%

6.2%

82.6%

(1328)          (497)         (1206)          (242)
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障害者求人

86.8%

70.4%

91.2%

75.1%82.7%

64.2%

92.0%

79.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

身体（696人）

知的（409人）

精神(618人）

発達（200人）

71.1%

52.8%

69.2%

46.2%

65.6%

45.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

身体（485人）

知的（52人）

精神(195人）

一般求人（開示） 一般求人（非開示）

（経過期間）

（職場定着率）

※ 『障害者の就業状況等に関する調査研究』 （2017年、JEED）における調査をもとに厚生労働省が独自に作成。
※一般求人については、サンプルが少ないことから発達障害者を除いて表を作成。また、知的障害者については、表には含んでいるものの、相対的には回答数が

少ないことに留意が必要。

〇 いずれの障害種別でも、障害者求人、一般求人開示、一般求人非開示の順に定着率が低下する傾向。
○ 障害者求人において、知的障害や発達障害は比較的安定しているのに対して、精神障害の場合は定着率

が低水準となっている。
〇 一般求人において当初大幅に離職する傾向はあるが、３～６ヶ月経過後からは、比較的定着状況が安定。

（職場定着率） （職場定着率）

（経過期間）（経過期間）

障害者の定着状況について（求人種類別・障害種別）

57.1%

41.5%41.7%

19.4%

51.9%

27.7%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

身体（147人）

知的（36人）

精神(393人）



就業活動開始段階における就業希望時間

障害者の就職活動開始段階における希望勤務時間を見ると、特に、精神障害の場合には、４割近くの者の希
望勤務時間が「３０時間未満」（短時間勤務）となっている。

7.2

1.8

4.1

30.8

17.1

22.9

16.9

24.2

17.0

45.1

56.9

56.0

0% 25% 50% 75% 100%

精神障害者

知的障害者

身体障害者

20時間未満 20時間以上30時間未満 30時間以上 フルタイム

39※平成２８年度にハローワークに求職申し込みを行った障害者の希望勤務時間（障害種別に希望時間別の割合を整理）



短時間労働者の割合の推移（障害種別）

常用労働者に占める短時間労働者の割合

5.2%

13.1%

22.4%

8.8% 8.7%

17.1% 17.2%

30.1%

10.6% 11.1%

18.0%

20.2%

28.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

重度身体障害 身体障害 重度知的障害 知的障害 精神障害

H20 H25 H30

○ 全ての障害種別において、年々、短時間労働者の割合は増加しているが、身体障害や知的障害より
も、精神障害に多い。

○ これは、精神障害者について、「まずは職場環境に慣らしながら雇用するのが望ましい」という特徴を
踏まえた配慮がされてきた結果もあるものと考えられる。

「平成３０年 障害者雇用状況報告」（厚生労働省調査）による

※重度を除く ※重度を除く
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部位別の障害者雇用者数の割合

・企業に雇用されている身体障害者のうち、部位別の障害者雇用者数の割合は、視覚障害が4.5%、聴覚言

語障害が11.5%、肢体不自由が42.0%、内部障害が28.1%及び重複障害が6.0%となっている。

出典：平成30年度障害者雇用実態調査

全体 視覚障害
聴覚言語

障害
肢体

不自由
内部
障害

身体障害の
重複

不明・
無回答

100.0 4.5 11.5 42.0 28.1 6.0 7.9

＜参考＞平成25年度の状況

◎平成30年度の状況

出典：平成25年度障害者雇用実態調査

※平成30年度調査ではそれぞれの障害に重複して計上しているが、平成25年度調査では知的障害と他の障害の重複障害のある者は知的障害者とし
て、身体障害と精神障害の重複障害のある者は身体障害者として計上しているため、各年度の結果を比較することはできないことに留意。

※n数については、抽出した事業所から回答のあった障害者数について、産業別、規模別に回収事業所数を母集団事業所数で割った数値の逆数を復元
倍率とし、回答のあった障害者数に乗じて算出したものを障害者の雇用者数の推計値としている。

全体 視覚障害
聴覚言語

障害
肢体

不自由
内部
障害

身体障害の
重複

不明・
無回答

100.0 8.3 13.4 43.0 28.8 3.3 3.2

(n=423,000)

(n=433,000)



４．障害特性や就労形態に応じた支援
（精神障害者／発達障害者／難病患者／在宅就労障害者）
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在宅就業障害者支援制度について

独
立
行
政
法
人

高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用

支
援
機
構

※１ 常用労働者100人以下の事業主で、障害者雇用率４％以上又は年間雇用障害者数が72人以上である事業主に対しては、在宅就業
障害者特例報奨金を支給。支給額＝（①発注額・年額＋②対価額・年額）／35万円×17,000円。

※２ 厚生労働大臣による在宅就業支援団体としての登録を受けてた団体。当該団体は、在宅就業障害者の就業機会の確保・提供のほ
か、職業講習、就職支援等の援助を実施。平成29年6月現在、22団体。

○ 在宅就業障害者（自宅等において就業する障害者）に仕事を発注する企業（常用労働者100人超）に対して、障害者雇
用納付金制度において、在宅就業障害者特例調整金を支給する。

○ 在宅就業支援団体を介して在宅就業障害者に仕事を発注する場合も、支給の対象となる。

在宅就業
障害者

自宅
就労移行支援
事業所 等

企業

在宅就業
支援団体

（※２）

仕事提供・
②対価支払

①発注

発注

＜特例調整金＞※１

（①発注額・年額＋②対価額・年額）

35万円

＊上限額＝21,000円×各月の雇用障害者の年度合計数

× 21,000円
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直接発注の事業主数 在宅就業支援団体を利用する事業主 支給総額

在宅就業障害者支援制度の活用実績

○ 在宅就業障害者特例調整金の支給総額は、制度創設以来、全体的に増加しているものの、約700万円にとどまってい
る。

○ 支給事業主数は１０台で停滞している。また、制度創設時に比べて、在宅就業障害者に直接発注する事業主よりも、在宅
就業支援団体を利用する事業主の方が多くなっている。

（事業主数）（万円）

年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

直接発
注率 80.0% 66.7% 71.4% 77.8% 70.0% 63.6% 58.3% 45.5% 40.0% 33.3% 31.2%
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身体障害者の離職理由

○ 「個人的理由」により前職を離職した身体障害者の離職理由について、多くは、「賃金、労働条件」や「仕事内容」などに対
する不満が占めているが、「障害のため働けなくなった」、「通勤が困難」等の場合には、特に、テレワークによる働く場の確
保が、当人の就職に向けて効果的な方法となる可能性も考えられる。

7.3% 11.9%

16.4%

3.2%

29.4%

20.5%

24.8%

32.0%

9.7%

16.6%

家庭の事情

（出産・育児・介護・看護を除く）

出産・育児・介護・看護

職場の雰囲気・人間関係

会社の配慮が不十分

仕事内容があわない

賃金、労働条件に不満

通勤が困難

障害のため働けなくなった

○前職の離職理由

（出典）平成25年度障害者雇用実態調査
※母数は、今の会社に就職する前に障害者となった人で、今の会社に就職する前に「今と別の会社で働いたことがある」人のみ。

個人的理由 61.3％

定年、契約期間満了

その他・無回答

事業主の都合
19.5%

（複数回答）



テレワーク人口及びテレワーク導入企業数
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○ 平成26年における在宅型テレワーカー数は、平成20年と比べると1.6倍となっている。
○ テレワークを実施している企業は、全体としては、近年上昇傾向にある。
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平成20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

雇用型在宅型テレワーカー

自営型在宅型テレワーカー

340 340 320

490

930

720

550

11.5%
9.3%

11.5%

16.2%

13.3%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

平成24年

(n=2,074)

平成25年

(n=2,179)

平成26年

(n=2,106)

平成27年

(n=1,829)

平成28年

(n=2,018)

テレワークを導入している企業割合在宅型テレワーカー数

（出典）国土交通省「平成26年度 テレワーク人口実態調査」
在宅型テレワーカーとは、ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でICTを利用して
いる人かつ、自分の所属する部署のある場所以外で、ICTを利用できる環境において仕事を行
う時間が1週間あたり8時間以上である人のうち、自宅（自宅兼事務所を除く）でICTを利用でき
る環境において仕事を少しでも行っている（週1分以上）人。

（出典）平成28年通信利用動向調査

（万人）



○ 企業における雇用障害者数が大幅に増加しており（※１）、平成 30年４月からの障害者雇用率引き上げによりさらに雇用が進むと見
込まれる一方、定着率が極めて低く（※２）、定着促進が大きな課題となっている。

※１ 企業における雇用者数の増加（障害者雇用状況報告、各年６月１日現在） 平成18年 209,029人 → 平成28年 386,606人
※２ ハローワークの職業紹介により一般企業に就職した場合の１年後の定着率（平成29年４月、（独）高齢・障害・求職者支援機構）

身体障害者 60.8％ 知的障害者 68.0％ 精神障害者 49.3％ 発達障害者 71.5％

○ 障害者の中には、「不安を感じやすく疲れやすい」、「上司や同僚の評価に敏感で人間関係が大きなストレスになる」、「同僚とのコ
ミュニケーションがとれない」、「音や光に過敏で業務に集中できない」といった障害特性を持つ者がおり、また、長時間の通勤が困難
である者も多く、職業能力は十分にあっても通常の職場での勤務ができない場合がある。

○ 定着促進には、障害特性に配慮した環境を整えたサテライトオフィス勤務が有効と考えられるが、環境面・制度面の整備と雇用管理が
課題となり導入が進んでいない。このため、導入のための具体的な方法や雇用管理のノウハウ等を整理したマニュアルを作成するととも
に、事業主に広く周知することで、障害者のサテライトオフィス勤務導入を推進する。

趣旨・目的

障害者のサテライトオフィス勤務導入推進事業

閣議決定等

ニッポン一億総活躍プラン（平成28年６月２日閣議決定）
⑧障害者、難病患者、がん患者等の活躍支援（その１） 「テレワークによる在宅雇用の推進などＩＣＴを活用した雇用支援等を進める。」

働き方改革実行計画（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）
工程表 項目５．「⑫障害者等の希望や能力を活かした就労支援の推進」において、2018年度に「障害者テレワークのモデル構築（サテライト型オフィス）」に取り組む
こととされている。

事業内容

厚
生
労
働
省

民
間
企
業
（
１
社
）

障
害
者
の

サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
勤
務
普
及

障害者のサテライトオフィス勤務
導入マニュアルの作成

障害者のサテライトオフィス勤務制度の周知

○モデル的に障害者のサテライトオフィス勤務を導入する企業を開拓し、導入
を支援。

○モデル企業の成果と課題等を踏まえ、具体的な導入方法、雇用管理や
定着のノウハウ等を整理したマニュアルを作成、事業主に配付。

○マニュアルを活用した事業主向けＰＲセミナーの開催

委託

障
害
者
の
定
着
促
進
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中小企業におけるテレワークの事例

事例１

・ 企業情報：情報通信業、従業員５０名程度。

・ 働き方の形態：完全在宅勤務で身体障害者を雇用

・ 仕事内容：ヘルプデスク業務

・ 設■■備：Web会議ツールを常時接続

・ その他■：配属部署の社員を対象に、ダイバーシティについて理解を深

めるための研修や、雇用する障害者の障害特性を理解する

セミナーを実施。

・ 企業情報：不動産業、従業員５０名以下。

・ 働き方の形態：完全在宅勤務で地方の精神障害者を雇用

・ 仕事内容：チラシに掲載する間取り図の作成、写真の補正、

ホームページへの物件情報の入力等

・ 設■■備：Web会議ツールを常時接続

・ 雇用管理：始業時に予定を共有し、終業時にその日の進捗を報告。

体調面については自己申告だが、

地元の就労支援機関と連携する体制を構築。

・ その他■：社員の障害者への理解促進のため、

在宅雇用導入企業の視察や研修を実施。

事例２

↑在宅勤務中の障害者が、会社に
いる労働者と打ち合わせ

→自室で仕事中の障害者

→３拠点（本社、オフィス、在宅勤務者の自宅）をつないだ打ち合わせ
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５．その他関係資料
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納付金の対象拡大による雇用状況への影響

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

1.70

1.80

1.90

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

企業規模別・実雇用率の推移 企業規模別・達成企業割合の推移
（％） （％）

○ 障害者雇用納付金について、２００人超３００人以下の企業については平成２２年度から、１００人超２００人以下の企業
については平成２７年度から、それぞれ納付義務の対象に拡大してきている。

〇 納付義務のかからない１００人以下の企業と比べ、義務拡大の時期等に、雇用状況が大きく改善する様子が見られる。

納付金対象拡大
300人超→200人超

納付金対象拡大
200人超→100人超

納付金対象拡大
300人超→200人超

納付金対象拡大
200人超→100人超

50
56～100人未満 100～200人未満 200～300人未満 300～500人未満

法定雇用率
1.8％→2.0％
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0% 25% 50% 75% 100%

中小企業の方が

賃金を柔軟に設定できる

中小企業の方が

障害者がキャリア形成しやすい

中小企業の方が

障害者が様々な職務を

経験できる

中小企業の方が

採用の基準が緩やかであり、

障害者が就職しやすい

中小企業の方が

障害者が通勤しやすい

場所にある

中小企業の方が

地域の支援ネットワークを

利用しやすい

中小企業の方が

上司や同僚の面倒見が良い

中小企業の方が

支援機関が経営トップに

直接はたらきかけやすい

とてもそう思う そう思う ややそう思う そう思わない 無回答

障害者雇用における中小企業のメリット・デメリット（就労支援機関への質問）

大企業と比較して、中小企業の場合には、障害者雇用を進める上で、経営トップに直接働きかけやすい点や、
上司・同僚等の面倒見が良いというメリットもあるが、特に、採用基準・賃金体系等が固定的であったり、職務経
験・キャリア形成の幅が狭いといった難しさが見られる。

出典：『中小企業における障害者雇用促進の方策に関する研究』（2013年、JEED）

障害者雇用を進める上での中小企業の抱える課題
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障害者が雇用定着できている理由として、中小企業は「作業を遂行する能力」や「仕事に対する意欲」など、本人
の業務状況をあげるケースが多いが、大企業は「現場の従業員の理解」をあげるケースが相対的に多い。
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その他

福利厚生が充実しているから

社員教育が充実しているから

キャリア形成の仕組みがあるから

ジョブコーチなど

外部の支援機関を活用したいから

家族との協力関係を構築したいから

他の従業員との

コミュニケーションが良いから

遅刻や欠勤がないから

仕事に対する意欲があるから

作業を遂行する能力があるから

社内に支援者を配置したいから

労働条件の調整や

健康管理に対する配慮を行ったから

障害状況に応じて作業内容や

作業手順を改善したから

建物のバリアフリーなど

物理的な環境を整備したいから

現場の従業員の理解があるから

経営トップの方針による

56－300人 301－900人

企業の考える自社で雇用した障害者が定着している理由

出典：『中小企業における障害者雇用促進の方策に関する研究』（2013年、JEED）

障害者雇用を進める上での企業の認識
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初めての障害者雇用における課題と雇用後の考え方の変化

以前に障害者を雇用しなかった理由は、主に「職務の設定や作業内容、作業手順の改善が困難だった」、「採
用・選考に関するノウハウが乏しかった」、「支援者・指導者の配置等、人的支援体制の整備が困難だった」、
「労働条件の設定が困難だった」となっている。

障害者を雇用した後の考え方の変化としては、主に「一口に障害と言っても個人差があるがわかった」、「職務
内容や施設・整備、人的支援等の環境を整備すれば、障害があっても能力を発揮して働けることがわかった」
となっている。

出典：『中小企業における初めての障害者雇用に係る課題と対応に関する調査』2013年、JEED（対象企業数：110社）

障害者を雇用しなかった理由 障害者を雇用した後、障害者を雇用するということに対する考え方の変化
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企業規模別の納付金・調整金・報奨金の状況
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障害者雇用納付金
283億円

(全25,367社)

※ 障害者雇用納付金・調整金・報奨金とも、平成30年度決算における納付確定額及び支給金額。
※ 括弧内は、企業数。なお、このほかに、納付も支給もない企業が9,485社ある（100人超の企業は、納付額が「0円」となる場合も申告の必要がある。）。

（平成30年度申告企業総数 50,023社（内訳：納付金対象 25,367社(50.7%) 調整金支給 15,171社(30.3%) 納付も支給もない企業 9,485(19.0%)））

○ 障害者雇用納付金に占める300人以下企業の納付額(142億円)と300人超企業の納付額(142億円)は、同程度となっている。

○ 障害者雇用調整金と報奨金を合わせ、300人以下企業への支給額(約130億円)は、300人超企業への支給額(約112億円)より

も多くなっている。

障害者雇用納付金・調整金・報奨金の企業規模別納付・支給割合

100人超～
200人企業

200人超～
300人企業

300人超～
企業

100人超～
200人企業

200人超～
300人企業

300人超～
企業

８５億円［30.0%］
(12,515社[49.3%])

５７億円［20.0%］
(4,882社[19.2%])

１４２億円［50.0%］
(7,970社[31.4%])

６０億円［24.6%］
(7,441社[43.9%])

２６億円
［10.6%］
(2,685社
[15.9%])

１１２億円［46.2%］
(5,045社[29.8%])

100人以下企業
（報奨金）障害者雇用調整金

及び報奨金
243億円

(計16,932社)
報奨金

４５億円［18.5%］
(1,761社[10.4%])うち調整金

198億円
(全15,171社)

２５０億円２００億円１５０億円１００億円５０億円



○対象者

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 通常の事業所に雇用される事が困難であって、適切な支援により雇用契約に基づく就労が可能な障害者
※ 65歳に達する前５年間障害福祉サービスの支給決定を受けていた者で、65歳に達する前日において就労継続支援A型の支給決定を受けていた者は当該サービスについて

引き続き利用することが可能。

■ 通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識、能力が高まった者
について、一般就労への移行に向けて支援

■ 一定の範囲内で障害者以外の雇用が可能
■ 多様な事業形態により、多くの就労機会を確保できるよう、障害者の利用定員10人からの事業実施が可能
■ 利用期間の制限なし

就労移行支援体制加算(Ⅰ)､(Ⅱ) ５～４２単位／日
※ 定員、職員配置、一般就労へ移行し６月以上定着した者の数に応じた設定
※ H30～見直し

賃金向上達成指導員配置加算 １５～７０単位／日
※ 定員規模に応じた設定
※ 平成30年新設

基本報酬 主な加算

○ 報酬単価（平成３０年報酬改定以降、定員規模別、人員配置別に加え、平均労働時間が長いほど高い基本報酬）

食事提供体制加算、送迎加算、訪問加算等
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能

■ サービス管理責任者

■ 職業指導員
生活支援員 １０：１以上

福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)､(Ⅱ) ､（Ⅲ） 15､10､６単位
⇒ Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％雇用されている場合
⇒ Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％雇用されている場合

※ H30～資格保有者に公認心理師を追加
⇒ Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が30％以上の場合

改定前

基本報酬 １日 の平均労働時間 基本報酬

584単 位

６時間以 上７ 時間未 満

５時間以 上６ 時間未 満

４時間以 上５時間未 満

３時間以 上４時間未 満

２時間以 上３ 時間未 満 412単 位／日

＜定員20人以 下、人員配置7.5：1の場合＞

※ 上表以 外に、人員配置10:1である場合の設定、定員に応じた設定あり
（21人以 上40人以 下、41人以 上60人以 下、61人以 上80人以 下、81人以 上）

就労継続支援Ａ型

○事業所数 ○利用者数（国保連令和 年 10月実績）元 （国保連令和 年 10月実績）元3,808 71,235 55
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○ 就労継続支援A型の平成30年度費用額は約１，１２１億円であり、介護給付・訓練等給付費総額
の約５．３％を占めている。

○ 総費用額、利用者数及び事業所数は、平成２８年度まで大きく増加していたが、伸び率はおさ
まってきている。（平成29年４月からの指定基準の見直しが影響したと考えられる。）

総費用額の推移 利用者数の推移 事業所数の推移
（百万円）

＋17.8％
（＋13,888百万円）

＋13.9％
（＋438ヵ所）

（ヵ所）（人）

＋14.8％
（＋8,498人）

＋1.4％
（＋978人） ＋1.6％

（＋59ヵ所）

【出典】国保連データ（利用者数及び事業所数は各年3月サービス提供分）

就労継続支援Ａ型の現状

＋9.4％
（＋9,604百万円）

＋25.1％
（＋15,665百万円）

＋20.5％
（＋9,794人）

＋18.4％
（＋490ヵ所）

＋11.4％
（＋10,488 百万円）

＋4.6％
（＋3,012 人） ＋4.8％

（＋171ヵ所）
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就労継続支援Ａ型における経営改善計画書の提出状況（平成31年3月末時点）

全国の就労継続支援Ａ型のうち、経営改善計画書を提出する必要のある事業所の状況等を調査。

指定権者
指定事業

所数

実態把握
済み

事業所数

経営改善計画書の提出状況

必要なし
（生産活動収支≧利用者賃

金）

必要あり
（生産活動収支＜

利用者賃金） 提出済 提出率

①
都道府県

（47）

2,149
（2,209）

1,750
（1,784）

610
（530）

34.9％
（29.7%）

1,140
（1,254）

65.1％
（70.3%）

1,070
（986）

93.9％
（78.6%）

②
指定都市

（20）

948
（912）

753
（618）

216
（158）

28.7％
（25.6%）

537
（460）

71.3％
（74.4%）

394
（412）

73.4％
（89.6%）

③
中 核 市

（48）

780
（710）

659
（634）

243
（191）

36.9％
（30.1%）

416
（443）

63.1％
（69.9%）

389
（371）

93.5％
（83.7%）

合 計
3,877

（3,831）
3,162

（3,036）
1,069
（879）

33.8％
（29.0%）

2,093
（2,157）

66.2％
（71.0%）

1,853
（1,769）

88.5％
（82.0%）

○ 都道府県等により実態把握を行った3,162事業所のうち、経営改善計画書の提出が必要ない事業所は1,069（33.8％）、
必要がある事業所は2,093（66.2％）

○ 経営改善計画書を提出する必要がある事業所2,093のうち、提出済み事業所は1,853（88.5％）
○ 経営改善計画書の提出の必要がある事業所2,093のうち、営利法人の設立５年未満の事業所が約４割（41.4％）。

調査結果

調査概要

【経営改善計画書の提出状況（平成31年3月31日時点調査）】

※ 指定事業所数には、実態把握済み事業所数、実態把握中の事業所数、新規指定から6月未満の事
業所数及び休止中の事業所数を含む。

※ （ ）内に昨年度の状況（平成29年度12月末時点）を記載。

【経営改善計画書の提出が必要な事業所の内訳】

５年以上 ５年未満 合計

法
人
種
別

社会福祉法人

161
（160）

52
（89）

213
（249）

7.7％
（7.4%）

2.5％
（4.1%）

10.2％
（11.5%）

営利法人

499
（252）

867
（1,073）

1,366
（1,325）

23.8％
（11.7%）

41.4％
（49.7%）

65.3％
（61.4%）

非営利法人
（NPO）

178
（134）

108
（192）

286
（326）

8.5％
（6.2%）

5.2％
（8.9%）

13.7％
（15.1%）

その他

82
（33）

146
（224）

228
（257）

3.9％
（1.5%）

7.0％
（10.4%）

10.9％
（11.9%）

計

920
（579）

1,173
（1,578）

2,093
（2,157）

44.0％
（26.8%）

56.0％
（73.2%）

100.0％

（令和元年12月16日現在）
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日本・フランス・ドイツにおける障害者雇用促進制度の比較

フランス ドイツ

雇用率

（2017年）

対象障

害者

※原則、手帳により確認

①障害者権 利自 立 委員 会 （各 県設置）によ り 障害労 働 者認 定 を受

けた者（68.3%）

②労災年金受 給者（20.7%）

④障害者手 帳 の保 有 者（1.8%)

⑤成人障害者手 当 の受 給者（0.6%）

⑥障害軍 人年金受 給者

①重度障害者： 障害程 度が 50～100の者

②重度障害者と同等の者： 障害程 度が 30又は40の者であっ て、障害

持できない者

※障害程度は、 0-100を 10単 位で区切った数値で判定（ 0～ 20は 障害無し）

※障害程度の認定は、市又は州の援護局が、主治医の鑑定意見等と、援

雇用率

方法

①直接雇用（30%）

②直接雇用＋ み なし 雇用（※）＋ 納付金（39%）

雇用率

ない場合

等

※在宅就業障害者に仕事を発
注する企業には特例調整金・
報奨金を支給する

①3年以 上、納 付 金の支払 いのみ の事業主 ①納付金の支払 い

※障害者作業所に仕事を委託した使用者は、業務委託代金（総請求費

納付金

制度

障害者雇用促進法等に基 づ

き、厚 生労働省及び(独 )高

障求 機構 (JEED)が 運営

労働法典 に基 づ き、障害者職業参 入基金管 理運営機関

（AGEFIPH）及び公 務障害者参 入基金（FIPHFP）が 運営

社会法典 に基 づ き、連 邦労働社会省及び州 統合局が運営

納付金

総額

295億 円（2017年度） 民間部 門：約4億 9百 万ユ ーロ （約 513億 円）（2017年）

※１ユーロ＝125.56円（平成31年2月23日時点）
出典：（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構「欧米の障害者雇用法制及び施策の動向と課題」（平成24年）、障害者の安定雇用・安心就労の促進をめざす議員連盟第４回勉強会資料「フランスの障害者施策の現状ならびに日本とフランスの雇用率

制度の比較」（平成30年）、障害者職業参入基金管理運営機関（AGEFIPH）及び公務障害者参入基金（FIPHFP）の年次報告書（2017）、連邦統合局・中央社会福祉事務所連合（BIH）の年次報告書（2017/2018）その他厚生労働省調べ 58
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• AI等の新技術に代表される第四次産業革命がグローバル化と相まっ
て進展し、仕事の在り方が変化。

• 人口減少が加速。「人生100年時代」における職業生涯の長期化
⇒ ○ こうした中、AI等は積極的に活用されれば、労働生産性の向上を通じ経済成長の基盤となる。

同時に、労働者が自らの力を発揮して仕事ができる環境を作ることを可能にする等により、労働者の幸福度を向上
させ、日本の豊かな将来につながる。

○ 一方で、AI等に代替されるタスクから構成される仕事の減少をもたらす懸念があるほか、労働者がタスクの変化
に伴い求められるスキルアップやキャリアチェンジにどう対応していくのか、といった新たな課題も生じうる。

（１）人口減少の中でのAI等の積極的な導入の必要性
• 団塊ジュニア世代が65歳以上となる2040年頃に向けて15歳～64歳層の人口の減少が加速する中、社会経済の活力
の維持・向上が重要な課題。

• 一方、AI等の社会実装により、個々のニーズに応え、大きな付加価値を創出することも可能に。また、働くことに
制約のある多様な人材に活躍の場をもたらす効果も期待。

• 労働条件の改善、実りある職業生活や社会全体でのディーセント・ワークの実現には、AI等の活用が不可欠。
（２）就業構造の変化に対応したAI等の導入

• 産業別では、「医療, 福祉」の就業者数が増加傾向。職種別では、事務従事者の割合が約２割、専門的・技術的職業
従事者は増加傾向。雇用形態別では、サービス・販売・事務従事者に非正規雇用労働者が多く、その多くは女性。

• 今後、RPA等による事務効率化で事務職が過剰となる一方で、専門職が不足するとの推計がある。
• 介護職員、自動車運転従事者等の職種では、人手不足、労働者の心身の負担等が課題。
⇒ これらに対応するため、技術革新に対応した教育訓練、AI等を活用した省力化による人手不足への対応、労働時
間の短縮や危険を伴う業務の安全性の向上による快適な職場環境の実現などが必要であり、対応は進みつつある。
例） RPA（Robotic Process Automation）：事務従事者の作業量を削減するほか、単純反復作業からの解放や人為的なミスの削減も実現。
介護ロボット：サービス内容の改善を図りつつ、労働者の身体的・精神的な負担を軽減し、体力面での制約が大きい高齢者の一層の活躍を可能に。
自動運転技術：交通事故の減少や、ドライバーの負荷の低減などが期待される。

令和元年９月11日
労働政策審議会了承

労働政策審議会労働政策基本部会 報告書（概要）
～働く人がAI等の新技術を主体的に活かし、豊かな将来を実現するために～

はじめに
一つの組織で同じ仕事を続ける労働者の
比重は低下。
⇒労働市場の機能の向上が重要に。

１．質の高い労働の実現のためのAI等の活用
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（図１－２）IoTやAI等のシステム・サービスを「導入していない」と
回答した企業が導入しない理由

【資料出所】総務省「平成30年通信利用動向調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成。

（％）

（図１－１）IoTやAI等のシステム・サービスの導入状況
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（従業者規模）

（２）就業構造の変化に対応したAI等の導入
• 業種、企業規模によってAI等の導入状況は異なる中、社会的に対応が必要な分野でのAI等の実装が進むとは限ら
ない。AI等の実装・導入が進まない理由として、資金的な制約、導入後のビジネスモデルが明らかでないこと、
導入のためのノウハウを有していないことが考えられる（図１－１，１－２）。人手不足等の課題解決が必要な分野
でAI等の積極的な開発・実装が進むような政策的対応が必要。

（％）

• 人口が流出している地方圏では、AI等の導入やICTの活用によって、労働参加率や生産性の向上、地域の資源を活
かした商品開発や販路開拓等を通じた地域経済活性化等による地方創生につながることも期待。

（３）イノベーションによる産業構造の変化と雇用への影響
• AI等により生まれるイノベーションにより、産業構造が変わり、既存産業の在り方が大きく変化するとともに、
新産業が創出される可能性もあり、こうした変化が雇用・労働に及ぼす影響について関係者による議論が必要。
例） 自動運転技術の進展等による「モビリティ革命」に伴い、
・ 幅広い関連産業に安定的な雇用の場を提供してきた自動車関連産業等での雇用機会が減少する可能性 もあると同時に、
・ 「移動」をサービスとして提供する、いわゆる「モビリティ産業」が創出される可能性も指摘。

⇒ 技術革新により全体的な人手不足傾向は緩和される見通しの中で、職業のミスマッチの未然防止や解消が課
題となる方向。AI等がもたらす変化の速さと大きさを踏まえ、現在明らかになりつつある雇用をめぐる課題へ
の対応を検討していくべき。

１．質の高い労働の実現のためのAI等の活用

（従業者規模）
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（図２）AIの活用が一般化する時代において労使が重要だと考えるスキルについて

①チャレンジ精神や主体性、行動力、洞察力などの人間的資質
②コミュニケーション能力やコーチングなどの対人関係能力
③企画発想力や創造性
④情報収集能力や課題解決能力、論理的思考などの業務遂行能力
⑤語学力や理解力、表現力などの基礎的素養
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（１）労働環境の変化への対応方針の協議
• AI等の活用に伴い、業務の内容や求められるスキルは変化する。一方、現状では、AI等の活用が一般化する時代に
おいていかなるスキルが重要かという点について、労使間で認識の違いのある部分も見られる（図２）。

【備考】（独）労働政策研究・研修機構「イノベーションへの対応状況調査」（2017年）「イノベーションへの対応に向け
た働き方のあり方等に関する調査」（2017年）をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
（注） １）複数回答の結果をまとめている。

２）「企業が重要と考える能力」から「正社員が重要と考える能力」を引いた結果を示している。

• 過去のME化やIT化の際にも、新技術の導入に際しては、集団的労使関係のもと、職場の労使間で認識をすり合わ
せ、配置や職種の転換、処遇の見直し等について労使双方で納得を得つつ対応してきた。AI等を導入する方針を決
定する際は、過去の対応を参考に、導入による賃金等の労働条件や労働環境の改善、導入に必要な教育訓練など、
労働者にとって必要な取組を労使のコミュニケーションを図りながら進めていくことが重要。

• 経営者がマネジメントスキルやAI等に関する知識を高めることも求められる。
• AI等に業務が代替される労働者への対応が重要な課題となり、導入が具体的に進む段階では、人事労務部門の関与
が求められる。人事労務業務でAIを活用するHRTechの活用や他部門での導入への対応のため、人事労務部門でも
AIリテラシーを高めることが求められる。

• 今般の技術革新においては、管理職等も含めて幅広い職種・役職の業務が代替される可能性があり、ME化等が進
展した当時と比べて労働組合組織率が低下している。
⇒ これまで、就業形態や価値観の多様化等を背景に、労働組合が存在しない職場における労働者の交渉力をより
高めるための方策について様々な検討が積み重ねられてきたが、技術革新が進展する中における労使間のコミュ
ニケーションの在り方についての議論を改めて深める必要がある。

２．AI等の普及により求められる働き方の変化
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（２）AI等との協働に必要なスキル

• 日本ではAI等が導入された際の業務への影響を軽微と考えている傾向も指摘され、AI等による仕事の変化に対
し、必要なスキルを意識しつつ備えることが重要。
⇒ ○ まずは、基本的なITリテラシーの習得や保有する情報の電子化といった情報の整理等が必要。更にAI等

を活用しようとする職場では、AI等を業務に組み込むためのより高度なスキル等が必要。このようなスキ
ルは、AI等の浸透に伴い、より多くの労働者に習得が求められる。
○ ものづくり分野や医療分野等の様々な分野におけるイノベーションの創出に向け、最先端のAI等の開発
を担う人材やAI等を産業に応用する人材の育成や確保、そうした人材が活躍できる環境の整備も必要。
○ AI等が進展しても、課題設定、双方向のインタラクティブな対応、新しい発想、最終的な価値判断な
ど、人間らしい又は人間にしかできない業務は残る。こうした業務に求められるスキルを高めることで、
より付加価値の高い製品・サービスを提供し、経済成長の源泉としていくことが期待できる。

例） コールセンター業務において、AIにより必要な情報が瞬時にオペレーターに提示される技術により、オペレーターの商品等の知識を補
い、経験の浅い人でも就業することが可能。その分、顧客の要望をくみ取る、クレームに対応するといった対人業務に注力し、その業務
の質を高めていくことも求められる。

○ これらの前提として、人間的資質（チャレンジ精神や主体性、行動力、洞察力など）や、対人関係能力
（コミュニケーション能力やコーチングなど）等を高めていくことも課題となる。

• AI等を使いこなすスキルや人間にしかできない質の高いサービスを提供するスキルに適切な評価がなされ、担い
手の報酬や昇進等に反映されることが期待される。また、生産性の向上の成果が労働者にも適切に分配され、賃
金の上昇や労働時間の短縮も含めた労働条件の向上が実現されることも重要。このような適切な評価や待遇の改
善は、労働者のモチベーションを高め、企業の魅力を向上させ、人材確保にもつながる。

２．AI等の普及により求められる働き方の変化
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（３）スキルアップ・キャリアチェンジに向けた支援
• AI等の活用による各職種のタスクの変化や、自分のスキル・適性と各職種に必要なスキルとのギャップに気付き、
自発的にスキルアップ・キャリアチェンジを目指すことが求められる。そのためには、職業、スキル、教育訓練等
の情報の見える化が必要であり、政府は基盤となる情報システムの整備等に取り組むべき。

• 技術の進展に伴い求められる教育訓練の内容も変わりゆく。政府は、教育訓練のニーズを的確に把握し、民間の教
育訓練機関や大学、専門学校等も活用しながら必要な教育訓練のコンテンツを充実させるとともに、中長期的な
キャリア形成のための教育訓練の選択肢を確保する必要。企業にも、各職場での教育訓練の在り方の検討が求めら
れる。

• 特に、人生100年時代において就労期間が長くなるとキャリアチェンジをする機会が多くなる可能性があるため、
年齢にかかわらず全ての希望者がスキルアップ・キャリアチェンジに向けた支援を受けられるようにすることが求
められる。非正規雇用で働く労働者については、希望する者が正規雇用に就けるようにするため、引き続き、支援
や環境整備が求められる。

• 学校教育段階において、基礎的なAI等に関するリテラシーや、今後の社会でどのように学び、働いていくかを考
え、社会で働く心構えを身につけるための教育にも取り組むことが求められる。また、学校教育における職業教育
の位置づけを高めることが求められる。

（４）AI等の活用が進む中での労働者への支援
• AI等の活用が進むことに伴い、様々な要因からAI等に対応できない労働者が少なからず生じる懸念も示される
中、そのような労働者が労働市場から排除されず、社会に包摂されるようにすることにも留意が必要。
⇒ ○ 政府は、教育訓練機会の提供とともに、労働者等のキャリア形成への支援や、企業による能力開発への支

援に向けた施策を強化することが必要。こうした中で、誰もが自身のスキル習得の方向性や必要性を客観的
に把握した上で、スキルアップやキャリアチェンジにも取り組むことが必要となる。
○ AI等の進展への対応に困難を来す労働者等をライフステージの各段階を通じて社会全体で支えていくた
め、就労支援等の自立支援や生活保障といったセーフティネットの今後の技術の進展に応じた在り方につい
て、議論が深められることが期待される。

２．AI等の普及により求められる働き方の変化
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（１）労働者のプライバシーの保護や情報セキュリティの確保
• 労働者のプライバシーの保護や個人情報のセキュリティの確保が実現され、安心して必要な個人データを提供
し、有効に便益を得られる環境が求められる。個人情報を取り扱う者の倫理観も不可欠。

（２）AIによる判断に関する企業の責任・倫理
• AIの情報リソースとなるデータやアルゴリズムにはバイアスが含まれている可能性（例：HRTechでリソースと
なるデータの偏りがあれば、労働者等が不当に不利益を受ける可能性）が指摘されているため、企業が倫理面で
適切に対応できる環境整備が求められる。

• 他方、人間による業務判断の中にバイアスが含まれていないかを解析する技術で人間のバイアスの解消に資する
可能性もあるという指摘もあり、こうしたAI等の活用も期待される。

（３）円滑な労働移動の実現や新しい働き方への対応
• 新技術の進展により、業務の代替や創出、産業構造の変化が見込まれる中、転職ニーズが高まり、企業の側でも
必要な人材を確保する必要も生じる中、円滑な労働移動の実現が求められる。同時に、転職が不利にならない制
度の在り方についても検討を進める必要がある。

• クラウドソーシングやシェアリングビジネス等における新しい働き方等の拡大を背景として、雇用類似の働き方
に関する保護等の在り方については、事業者としての側面や労働者との類似性等を踏まえながら、特に優先すべ
き検討課題について、スピード感をもって検討を進めていくことが期待される。

（４）AI等がもたらす時代の変化を見据えた政労使のコミュニケーションの重要性
• AI等の発展が、働き方や雇用に大きな影響を与えることが想定される中、良質な雇用機会の確保が重大な課題と
なる。個別の企業の内部だけでは対応しきれる課題ではなく、業種・産業・地域ごと、あるいは社会全体で、新
しい時代への変化が差し迫る前にビジョンを固めていくことが必要。

• このような時代の変化を見据えて、業種・産業レベル、地域レベル、全国レベルで政労使間の対話を継続的に行
い、AI等が雇用・労働に与える影響をテーマとして、中長期的な視点から対応を検討していくべき。

３．働く現場でAI等が適切に活用されるための課題
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• 本報告の内容を踏まえた、労使間の議論を期待。労働政策審議会の関係分科会等での必要な検討も求めたい。
• AI等による将来の変化を予測して、一定の時間軸の中でターゲットを設定することで、議論を具体化すべきとする指
摘もあったことから、今後の議論においては、こうした提起にも留意が必要。

●委員（50音順、敬称略、令和元年５月31日現在）◎は部会長、○は部会長代理
石山 洸 ㈱エクサウィザーズ代表取締役社長
入山 章栄 早稲田大学大学院経営管理研究科准教授
大竹 文雄 大阪大学大学院経済学研究科教授
大橋 弘 東京大学公共政策大学院・経済学研究科教授
川﨑 博子 ㈱ＮＴＴドコモ執行役員北陸支社長
古賀 伸明 (公財)連合総合生活開発研究所理事長
後藤 一宏 情報労連副中央執行委員長 ◎

佐々木かをり ㈱イー・ウーマン代表取締役社長
㈱ユニカルインターナショナル代表取締役社長

武田 洋子 ㈱三菱総合研究所政策・経済研究センター長
チーフエコノミスト

冨山 和彦 ㈱経営共創基盤代表取締役ＣＥＯ
長谷川 裕子 日本労働組合総連合会特別専門委員
守島 基博 学習院大学副学長・経済学部経営学科教授

山川 亜紀子 弁護士（Vanguard Tokyo 法律事務所）

Ø 第11回（平成30年12月25日）
・部会の今後の進め方について
Ø 第12回（平成31年2月5日）
・技術革新(AI等)の動向と労働への影響等について（委員ヒアリング）
Ø 第13回（平成31年3月18日）
・技術革新(AI等)の動向と労働への影響等について
（ホワイトカラー分野ヒアリング）
Ø 第14回（平成31年3月29日）
・技術革新(AI等)の動向と労働への影響等について（介護分野ヒアリング）

Ø 第15回（平成31年4月24日）
・技術革新(AI等)の動向と労働への影響等について
（自動運転技術ヒアリング、JILPT調査報告）
Ø 第16回（令和元年5月31日）
・報告書（素案）について
Ø 第17回（令和元年６月14日）
・報告書（案）について
Ø 第18回（令和元年６月26日）
・報告書（案）について

おわりに

委員

(ＫＤＤＩ労働組合中央執行委員長) ○森戸 英幸 慶應義塾大学法務研究科教授

開催実績
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今後の日本社会を展望すると、AI 等（AI、IoT、ビッグデータ、ロボット等をい

う。）の新技術1に代表される第四次産業革命がグローバル化と相まって進展し、

仕事の在り方が変化する一方、人口減少の加速と「人生 100 年時代」における職

業生涯の長期化に伴い、一つの組織で同じ仕事を続ける労働者の比重は低下する

と見込まれる中、労働市場の機能を高めていくことが重要な課題となる。 

AI 等は、積極的に活用されれば、労働生産性を向上させ、人口減少社会における

経済成長を支える基盤となることが期待される。さらに、労働者が AI 等を主体的

に活用できれば、自らの力を発揮して仕事ができる環境を作ることや、家庭や地域

社会での時間を充実させることも可能になり、労働者一人ひとりの幸福度を高め、

消費を生み、学びの気持ちを高め、日本の豊かな将来につながるものと考えられる。 

一方で、AI 等に代替されるタスクから構成される仕事の減少をもたらす懸念が

あるほか、個々の労働者がタスクの変化に伴い求められるスキルアップやキャリ

アチェンジにどのように対応していくのか、といった新たな課題も生じると考え

られる。 

こうした認識の下、本部会では、「労働政策審議会労働政策基本部会報告書」（平

成 30 年 9 月 5 日労働政策審議会了承）等を踏まえ、AI 等の技術革新の動向と労

働への影響について、平成 30 年 12 月から 8 回にわたり、実際に AI 等の現場へ

の導入や運用に携わる関係者等のヒアリングを交えながら議論を深めてきた。そ

の成果について、以下のとおりとりまとめる。 

日本の人口は、近年、減少局面を迎えている。今後の人口構成については、

いわゆる団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年以降、65 歳以上人口の増加は

緩やかになる。一方、出生率の低下を背景に、15 歳から 64 歳層の人口は、い

わゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる 2040 年頃に向けて減少が加速する

と見込まれている。こうした諸外国にも例を見ない人口構造の変化の中で、社

会経済の活力を維持・向上することが重要な課題となっている。 

一方で、AI 等が進展する中、日本では、その社会実装を進めることで、「Society 

                                                      

1 「AI 等」の定義は前回報告書と同様である。なお、このうち「AI」については、「人間中

心の AI 社会原則」（平成 31 年３月 29 日統合イノベーション戦略推進会議決定）において、

現在のところ明確な定義はない状況を鑑み、AI を特定の技術やシステムとして定義せず、

広く「高度に複雑な情報システム一般」が社会に与える影響を議論している。本報告書で

は、以下「AI 等」という。 

はじめに 

１．質の高い労働の実現のための AI 等の活用 
（１）人口減少の中での AI 等の積極的な導入の必要性 



 

2 

 

5.0」の実現が目指されている。AI 等は、従来の大量生産・大量消費型のモノ・

サービスの提供ではない、個別化された製品やサービスの提供を通じて、個々

のニーズに応えることを可能とし、これにより様々な社会課題の解決や大きな

付加価値の創出につながるものである。そのため、AI 等を人間が使いこなすこ

とが可能となれば、人間の創造性が拡大し、その生活の質とともに労働生産性

を向上させることも可能となり、さらに、高齢者、障害者、育児・介護を行う

労働者等、働くことに制約のある多様な人材に活躍の場をもたらす効果も期待

できる。 

今後加速する人口減少の中で、経済成長の制約要因となる労働力不足に対応

するとともに、労働条件を改善し、一人ひとりの労働者にとって職業生活を実

りあるものとし、さらには社会全体でディーセント・ワーク2の実現を目指すた

めには、AI 等の活用が不可欠である。 

 

現在の日本の就業構造について、産業別に見ると、就業者数の多い「卸売業,

小売業」、「製造業」、「医療，福祉」の中で、「医療，福祉」において就業者数の

増加傾向が顕著である3。職種別に見ると、全就業者に占める割合は、事務従事

者が約２割と高く、また、専門的・技術的職業従事者は増加傾向、生産工程従

事者は減少傾向にある4。雇用形態別に見ると、非正規雇用で働く労働者の多く

はサービス職業従事者、販売従事者、事務従事者であり、これらの労働者を性

別にみると女性の割合が高い5。 

                                                      

2 「働きがいのある人間らしい仕事」を指す。（「第 87 回 ILO 総会事務局長報告：ディーセ

ント・ワーク」（平成 11 年６月）） 

3 2018 年時点では就業者数計 6,664 万人のうち「製造業」が 1,060 万人、「卸売業，小売

業」が 1,072 万人、「建設業」が 503 万人、「医療，福祉」が 831 万人となっているが、「医

療，福祉」については、2002 年時点では 474 万人であり、16 年間で 357 万人増加（57.0%

増）している。（総務省「労働力調査（基本集計） 長期時系列データ」） 

4 2009 年時点では就業者数計 6,314 万人のうち「事務従事者」が 19.7％、「専門的・技術的

職業従事者」が 15.0％、「生産工程従事者」が 14.9％であったが、2018 年時点では就業者

数計 6,664 万人のうち「事務従事者」が 19.7％、「専門的・技術的職業従事者」が 17.0％、

「生産工程従事者」が 13.7％となっており、全就業者の約半数を占めている。（総務省「労

働力調査（基本集計） 長期時系列データ」） 

5 2018 年時点で役員を除く雇用者のうち、非正規の職員・従業員は 2,120 万人であるが、

そのうち、サービス職業従事者、販売従事者、事務従事者の合計は、1,172 万人（女性は

915 万人）である。（総務省「労働力調査（基本集計）」） 

（２）就業構造の変化に対応した AI 等の導入 



 

3 

 

今後の技術革新の動向を織り込んだ展望として、2020 年代後半以降、AI の活

用やロボットによる自動化で生産職が、また、RPA6や AI-OCR7、チャットボッ

ト8等による事務効率化により事務職が過剰となる一方で、技術革新をリードす

る専門職が不足するという推計がある9。また、この推計によれば、日本におい

ては、現状でも英米と比べて、定型的なタスクからなる職種（例えば事務員、

自動車運転従事者等）の比率が高くなっている。他方で、介護職員、自動車運

転従事者等の職種では、人手不足、労働者の心身の負担等が課題として指摘さ

れている。 

今後、職業のミスマッチの拡大を防ぎつつ、こうした職種の課題を解消して

いくためには、技術革新への対応に必要な教育訓練を受けられるようにすると

ともに、AI 等の活用を通じ省力化を進め、人手不足に対応することや、労働時

間の短縮や危険を伴う業務の安全性の向上により快適な職場環境を実現するこ

となどが求められる。 

例えば、RPA により、事務従事者の作業量を削減し、時期的な繁忙の平準化

の他、単純反復作業からの解放や人為的なミスの削減も実現できることが確認

されている。また、介護ロボットにより、サービス内容の改善を図りつつ、労

働者の身体的・精神的な負担を軽減し、体力面での制約が大きい高齢者も介護

分野で一層活躍することが可能となった事例もある。さらに、第 198 回通常国

会において、自動運転車等の設計・製造から使用までの安全性を一体的に確保

するための制度整備を行う法律改正10が行われたところであるが、自動運転技

術により、ヒューマンエラーによる交通事故を減少させるとともに、ドライバ

ーの負荷の低減など労働環境を改善することも期待される。このように、AI 等

の活用による働くことをめぐる課題への対応は進みつつある。 

                                                      

6 RPA（Robotic Process Automation）とは「これまで人間のみが対応可能と想定されてい

た作業、もしくはより高度な作業を人間に代わって実施できるルールエンジンや AI、機械

学習等を含む認知技術を活用した業務を代行・代替する取り組み」と説明されている。（総

務省「平成 30 年版情報通信白書」） 

7 AI を用いて文字認識を行うソリューションのことで、フリーピッチ（記入枠が１文字ずつ

わかれていない）の手書き文字認識を可能にする。（平成 30 年 9 月 27 日 株式会社 NTT デ

ータニュースリリース） 

8 メッセンジャーサービス上でのユーザからの自然言語による問いかけに対して自動応答す

る技術。（総務省「新たな情報通信技術戦略の在り方」（平成 26 年諮問第 22 号）に関する

情報通信審議会からの第３次中間答申（平成 29 年７月 20 日）） 

9 三菱総合研究所「内外経済の中長期展望 2018-2030 年度」（平成 30 年 7 月９日） 

10 道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第 14 号） 
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今後、留意すべきは、業種、企業規模によって AI 等の導入状況が異なる中11、

社会的に対応が求められる分野において、AI 等の実装が確実に進むとは限らな

いということである。導入が進まない理由としては、AI 等の投資に資金的な制

約がある場合もあれば、導入後のビジネスモデルが明らかでない場合、導入を

検討していても導入のためのノウハウを有していない場合もあると考えられる。

このため、人手不足等の課題解決が必要な分野を見極めた上で、そうした分野

において、ICT 等の既存の技術の更なる活用はもとより、AI 等の積極的な開発・

実装が進むよう、関係者の連携を促進することや実証実験等を進めることを含

め、政策的な対応について検討することが必要である12。 

同時に、人口が流出している地方圏においては、人手不足の加速と消費市場

の縮小の両面から地域経済に影響が及ぼされているが、AI 等の導入や ICT の活

用によって、労働参加率や生産性の向上、地域の資源を活かした商品開発や販

路開拓等を通じた地域経済活性化等による地方創生につながることも期待され

る。 

 

今後、AI 等により生まれるイノベーションにより、産業構造が変わり、既存

産業の在り方が大きく変化するとともに、新産業が創出される可能性も指摘さ

れており、これらが雇用・労働に及ぼす影響について、関係者による議論を深

めていく必要がある。 

例えば、自動運転技術の進展を始めとした「モビリティ革命」では、ガソリ

ンエンジンから電気自動車に移行すること等により自動車製造業がモジュール

化13していくことなどが想定される。これにより、これまで裾野の広い事業所の

集積を実現し、幅広い関連産業に安定的な雇用の場を提供してきた自動車関連

産業等に広く影響が及ぼされ、こうした分野での雇用機会が減少する可能性も

あることが指摘されている。同時に、自動車を製造・販売する自動車産業が変

化し、「移動」をサービスとして提供する、いわゆる「モビリティ産業」が創出

                                                      

11 「平成 30 年度年次経済財政報告」（内閣府）、「平成 30 年通信利用動向調査」（総務省）、

「【特別アンケート】企業行動に関する意識調査結果（大企業）」（平成 29 年６月、日本政策

投資銀行産業調査部） 

12 例えば、介護の分野においては、地方公共団体の関与により、現場ニーズを反映させて行

うロボット等の新技術の開発、ロボットの導入の支援、効果の検証・評価、社会実装を進

め、地域の特性を活かした先進的な取組を促進するモデルを構築している事例も見られる。 

13 機能的に独立した各パーツ（モジュール）を組み合わせることで製品が一応完成するよう

内部設計が変化すること。 

（３）イノベーションによる産業構造の変化と雇用への影響 
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される可能性も指摘されている。 

このほか、飲食店経営のノウハウを活用して来客数を予測するシステムを開

発し、新しいビジネスを確立した民間企業の事例や、介護ロボット産業を地域

の産業として振興しつつ、介護の質を向上させている地方公共団体の事例など

も見られるところであり、AI 等を活用したイノベーションにより新しいビジネ

スやサービスの創出が一層進められることが期待される。 

このような新産業の創出も含めた産業構造の変化が雇用に与える影響の全体

像について、現時点で正確に見通すことは困難であるものの、技術革新により

全体的な人手不足傾向は緩和される中で、職業のミスマッチの未然防止や解消

が課題となっていく方向性は現れている14。AI 等がもたらす変化の速さと大き

さを踏まえ、現在明らかになりつつある雇用をめぐる課題への対応を検討して

いくべきである。 

 

AI 等の活用に伴い、業務の内容や求められるスキルは変化していく。一方、

現状では、AI 等の活用が一般化する時代において、いかなるスキルが重要かと

いった点については、労使間で認識の違い15のある部分も見られる。過去の ME

化や IT 化の際にも、新技術の導入に際しては、集団的労使関係のもと、職場の

労使間で認識をすり合わせ、配置や職種の転換、処遇の見直し等について労使

双方で納得を得つつ対応してきた。こうした対応を参考に、複雑で高度な業務

をも代替する可能性を持った AI 等を導入する方針を決定する際は、導入による

賃金等の労働条件や労働環境の改善、導入に必要な教育訓練など、労働者にと

って必要な取組を労使のコミュニケーションを図りながら進めていくことが重

要となる。 

また、その前提として、経営者が AI 等の導入による生産性の向上に積極的に

取り組むことが重要であり、経営者のマネジメントスキルや AI 等に関する知識

を高めていくことも求められる。 

                                                      

14 三菱総合研究所「内外経済の中長期展望 2018-2030 年度」（平成 30 年 7 月９日） 

15 AI の活用が一般化する時代において、労使が重要だと考えるスキルをみると、「コミュニ

ケーション能力やコーチングなどの対人関係能力」は、労使で生じている認識のギャップが

小さい一方で、「情報収集能力や課題解決能力、論理的思考などの業務遂行能力」や「チャ

レンジ精神や主体性、行動力、洞察力などの人間的資質」は、認識のギャップが大きく、従

業員が重要だと考える以上に、企業は重要だと考えている。（厚生労働省「平成 30 年版 労

働経済の分析」） 

２．AI 等の普及により求められる働き方の変化 
（１）労働環境の変化への対応方針の協議 
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さらに、AI 等の導入に当たっては、経営戦略部門が主導している事例も見ら

れるが、AI 等に業務が代替される労働者への対応が重要な課題となることから、

企業において AI 等の導入が具体的に進む段階では、人事労務部門の関与が求め

られることにも留意が必要である。同時に、人事労務業務で AI を活用する

HRTech の技術の活用や、他部門での AI 等の導入に適切に対応するため、人事

労務部門で働く人の AI リテラシーを高めていくことも求められる。 

今般の技術革新により、管理職等も含めて幅広い職種・役職の業務が代替さ

れる可能性があり、同時に、ME 化等が進展した当時と比べて労働組合組織率

が低下している。これまで、就業形態や価値観の多様化、労働組合組織率の低

下を背景に、労働組合が存在しない職場における労働者の交渉力をより高める

ための方策について様々な検討が積み重ねられてきたところである16が、技術

革新が進展する中における労使間のコミュニケーションの在り方についての議

論を改めて深める必要がある。 

 

諸外国と比べて、日本の労働者については、AI との協働に向けたスキル習得

の重要性の理解や具体的なスキル習得の取組に遅れが見られるとの指摘がある

が、調査結果をみても、日本では AI が導入された際の業務への影響を軽微と考

えている傾向もうかがえる17。そこで、社会全体で AI 等による仕事の変化に対

し、必要なスキルを意識しつつ備えることが重要である。 

AI 等の導入により、見直し・再設計がなされた業務を実行する労働者には、

AI 等を使いこなして成果をあげることが求められる。そもそも IT 等の活用が

一般的ではない職場においては、まずは情報共有の効率化を目的とした携帯端

末等の活用が必要であり、そのためには、基本的な IT リテラシーの習得や保有

する情報を電子化するといった情報の整理等が前提となる。更に AI 等を活用し

ようとする職場では、例えば、AI 等をどのように業務に活用するかを検討し、

実際に業務に組み込んでいくためのより高度なスキルなどが必要となる。この

                                                      

16 例えば、厚生労働省「今後の労働契約法制の在り方に関する研究会報告書」（平成 17 年 9

月 15 日）や、労働政策研究・研修機構「様々な雇用形態にある者を含む労働者全体の意見

集約のための集団的労使関係法制に関する研究会報告書」（平成 25 年 7 月 30 日）等があげ

られる。 

17 日本の就労者は、米国と比較すると、企業に AI が導入された際の業務への影響について

「非常に大きな影響がある」「ある程度影響がある」と回答する割合が低く、AI の導入の影

響を小さくとらえる傾向にある。（厚生労働省「平成 29 年版 労働経済の分析」） 

（２）AI 等との協働に必要なスキル 
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ようなスキルは、AI 等の浸透に伴い、より多くの労働者に習得が求められるこ

とになる。同時に、ものづくり分野や医療分野等の様々な分野における今後の

イノベーションの創出に向け、最先端の AI 等の開発を担う人材や AI 等を産業

に応用する人材の育成や確保、さらにはそうした人材が活躍できる環境の整備

も求められる18。 

一方で、AI 等が進展しても、課題設定、双方向のインタラクティブな対応、

新しい発想、最終的な価値判断など、人間らしい又は人間にしかできない業務

は残る。このため、こうした業務に求められるスキルを高め、より創造性の高

い業務の比重を高めていけば、人口減少の中でもより付加価値の高い製品・サ

ービスを提供し、経済成長の源泉としていくことが期待できる。また、将来的

に機械による代替が可能となったタスクについても、人間がサービスを行うこ

と自体が付加価値と捉えられることも考えられる。 

例えばコールセンター業務において、AI により必要な情報が瞬時にオペレー

ターに提示される技術が普及していけば、AI がオペレーターの商品等の知識を

補い、経験の浅い人でも就業することが可能となる。その分、顧客の要望をく

み取ることやクレームに対応するといった対人業務に注力することができ、そ

の業務の質を高めていくことも求められる。 

また、これらの前提として、人間的資質（チャレンジ精神や主体性、行動力、

洞察力など）や、対人関係能力（コミュニケーション能力やコーチングなど）

等を高めていくことも課題となる。 

このような AI 等を使いこなすスキルや人間にしかできない質の高いサービ

スを提供するスキルについて、企業においても社会においても、適切な評価が

なされ、担い手の報酬や昇進等に反映されていくことが期待される。加えて、

AI 等の導入による生産性の向上の成果が労働者にも適切に分配され、賃金の上

昇や労働時間の短縮も含めた労働条件の向上が実現されることも重要である。

このような適切な評価や待遇の改善は、労働者のモチベーションを高め、企業

にとっても企業の魅力を向上させ人材確保にもつながっていくと考えられる。 

 

AI 等の活用が進む時代においては、各職種におけるタスクの変化や、自分の

                                                      

18 「AI 戦略 2019」（令和元年６月 11 日統合イノベーション戦略推進会議決定）では、戦略

目標の一つとして「我が国が、人口比ベースで、世界で最も AI 時代に対応した人材の育成

を行い、世界から人材を呼び込む国となること」が設定され、各種施策に取り組むこととし

ている。 

（３）スキルアップ・キャリアチェンジに向けた支援 
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スキル・適性と各職種に必要なスキルとのギャップに気付き、自発的にスキル

アップ・キャリアチェンジを目指すことが求められる。 

労働者にこうした気付きを促すためには、職業、スキル、教育訓練等の情報

を広く見える化することが必要であるため、政府が、そうした基盤となる情報

システム19の整備等に取り組んでいくことが求められる。 

また、技術の進展に伴い求められる教育訓練の内容も変わりゆくものである

ことから、政府が、教育訓練のニーズを的確に把握し、民間の教育訓練機関や

大学、専門学校等も活用しながら必要な教育訓練のコンテンツを充実させるこ

とや、労働者が中長期的なキャリア形成を目的として受講できるような教育訓

練の選択肢を十分に確保することが必要である。企業においても各職場で求め

られる教育訓練の在り方について検討することが求められる。 

特に、人生 100 年時代において就労期間が長くなると、職業生活においてキ

ャリアチェンジをする機会が従来よりも多くなる可能性があるため、年齢にか

かわらず全ての希望者がスキルアップ・キャリアチェンジに向けた支援を受け

られるようにすることが求められる。非正規雇用で働く労働者については、希

望する者が正規雇用に就けるようにするため、引き続き、支援や環境整備が求

められる。 

さらに、早期からの準備として、学校教育段階において、基礎的な AI 等に関

するリテラシーや、AI 等の活用が一般化する社会でどのように学び、働いてい

くかを考え、そのような社会で働く心構えを身につけるための教育にも取り組

むことが求められる。また、学校教育において、AI 等の進展に対応したより創

造力の高い人材を社会に輩出するため、学校教育における職業教育の位置づけ

を高めることが求められる。新たに創設された実践的な職業教育を行う専門職

大学制度については、その所期の目的に沿った活用が促進されるとともに、学

校教育の質の更なる向上が目指されるべきである。 

AI 等の活用が進むことに伴い、様々な要因により AI 等に対応できない労働

者が少なからず生じる懸念も示される中、そのような労働者が労働市場から排

                                                      

19 職業を「ジョブ」「タスク」「スキル」等の観点から分析し、労働市場の共通言語・共通基

準としてデータベース化することで、職業情報を「見える化」する職業情報提供サイト（日

本版 O-NET）（仮称）（令和元年度構築予定）や、ホワイトカラー職種の職業能力の「見え

る化」を図る職業能力診断ツール（令和４年度以降の稼働を目指す）、全国のハローワーク

の求人情報等を掲載するハローワークインターネットサービス、企業の働き方や採用状況に

関する職場情報を集約する職場情報総合サイト（しょくばらぼ）等。 

（４）AI 等の活用が進む中での労働者への支援 
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除されず、社会に包摂されるようにすることにも留意が必要である。 

このため、政府においては、教育訓練機会の提供とともに、労働者等のキャ

リア形成への支援や、企業による能力開発への支援に向けた施策を強化するこ

とが必要である。こうした中で、誰もが自身のスキル習得の方向性や必要性を

客観的に把握した上で、スキルアップやキャリアチェンジにも取り組むことが

必要となる。 

また、こうした支援等を行っても AI 等の進展への対応に困難を来す労働者等

をライフステージの各段階を通じて社会全体で支えていくため、就労支援等の

自立支援や生活保障といったセーフティネットについて、今後の技術の進展に

応じてどのような在り方が求められるかについて、今後、議論が深められるこ

とが期待される。 

 

AI 等を活用することで生産性向上や労働の質の向上が可能となるが、一方で、

実際に働く現場で適切に活用していくことが求められる。 

「人間中心の AI 社会原則」においては、AI を有効に活用して社会に便益をも

たらしつつ、ネガティブな側面を事前に回避又は低減するために、人、社会シス

テム、産業構造、イノベーションシステム、ガバナンス等、あらゆる面で社会を

リデザインし、AI を有効かつ安全に利用できる社会を構築する必要性が強調され

ている。 

こうした考え方も参考にしながら、働く現場における次のような課題に対応し

ていく必要がある。 

 

AI 等の活用においては、労働者のプライバシーの保護や個人情報のセキュリ

ティの確保が実現され、安心して必要な個人データを提供し、提供したデータ

が適切に活用され、有効に便益を得られる環境が求められる。そのためには、

個人情報を取り扱う者の倫理観も不可欠である。 

プライバシーについては、AI 等の活用により、個人データから政治的立場、

経済状況、趣味・嗜好等が高精度で推定できるため、企業は、労働者の権利が

侵害されないよう、サイバーセキュリティの確保を含むリスク管理のための取

組を進めるなど適切に情報セキュリティを確保しつつ、個人データを扱うこと

３．働く現場で AI 等が適切に活用されるための課題 

（１）労働者のプライバシーの保護や情報セキュリティの確保 
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が求められる20。 

 

AI の情報リソースとなるデータやアルゴリズムにはバイアスが含まれている

可能性があるため、AI による判断に関して企業が果たすべき責任、倫理の在り

方が課題となる。例えば、HRTech では、リソースとなるデータの偏りによっ

て、労働者等が不当に不利益を受ける可能性が指摘されている。 

このため、AI の活用について、企業が倫理面で適切に対応できるような環境

整備を行うことが求められる。特に働く人との関連では、人事労務分野等にお

いて AI をどのように活用すべきかを労使始め関係者間で協議すること、

HRTech を活用した結果にバイアスや倫理的な問題点が含まれているかを判断

できる能力を高めること、AI によって行われた業務の処理過程や判断理由等が

倫理的に妥当であり、説明可能かどうか等を検証すること等が必要である21。 

他方、AI 等を活用することにより、人間による業務判断の中にバイアスが含

まれていないかを解析することもできるため、技術革新が人間のバイアスの解

消に資する可能性もあるという指摘もあり、今後、こうした面からも AI 等の活

用が期待される。 

 

新技術の進展に伴う経済社会の変化、雇用・労働に与える影響を社会全体で

受容する体制づくりを急ぐことが必要である。 

新技術の進展により、業務の代替や創出、あるいは、産業構造の変化が見込

まれる中で、こうした変化への対応として、自身の能力を生かすための転職ニ

ーズが高まり、また、企業の側でも必要な人材を確保する必要も生じると考え

られることから、円滑な労働移動の実現を図っていくことが求められる。同時

                                                      

20 内閣官房「データ流通環境整備検討会データ流通・活用ワーキンググループ 第二次とり

まとめ」（令和元年６月）において、パーソナルデータの活用に向けた個人の同意を実効あ

らしめるため、個人の同意の下、個人のデータ・コントロールラビリティが確保される仕組

みとしての PDS/情報銀行の運用を含め、個人への説明責任や透明性確保の方策、技術的な

解決手段等の実装・普及を進める必要があるとされた。同ワーキンググループにおいて、引

き続き多種多様かつ大量のデータを安全・安心に流通・活用できる環境整備に必要な措置の

検討を行っている他、関係省庁においても議論が進められている。 

21 総務省「AI ネットワーク社会推進会議」において、AI の便益の増進及びリスクの抑制の

ため、利活用において留意することが期待される原則とその解説からなる「AI 利活用ガイ

ドライン」のとりまとめに向けて検討が進められている。 

（２）AI による判断に関する企業の責任・倫理 

（３）円滑な労働移動の実現や新しい働き方への対応 
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に、転職が不利にならない制度の在り方についても、検討を進める必要がある。 

また、新技術の進展に伴うクラウドソーシングやシェアリングビジネス等に

おける新しい働き方等の拡大を背景として、雇用類似の働き方に関する保護等

の在り方については、その事業者としての側面や労働者との類似性等を踏まえ

ながら、特に優先すべき検討課題について、スピード感をもってその検討を進

めていくことが期待される。 

 

AI 等の発展が、産業構造そのものの転換をも促し、働き方や雇用に大きな影

響を与えることが想定される中で、良質な雇用機会をどのように確保していく

かが重大な課題となる。この課題は個別の企業の内部だけでは対応しきれるも

のではなく、業種・産業・地域ごと、あるいは社会全体で、AI 等の発展ととも

に新しい時代への変化が差し迫る前にビジョンを固めていくことが必要となる。 

このような時代の変化を見据えて、業種・産業レベル、地域レベル、全国レ

ベルで政労使間の対話を継続的に行い、AI 等が雇用・労働に与える影響をテー

マとして、中長期的な視点から対応を検討していくべきである。 

 

AI 等の進展が働き方に与える影響は、今後ますます大きくなり、また、変化の

スピードも加速していくことが予想される。このような中で企業や労働者、又は

国や社会全体に対して今後求められる対応について、労働政策基本部会において

議論を重ね、方向性を示すものとして本報告をとりまとめたものである。 

本報告の内容を踏まえ、労使において AI 等の活用に関して議論が重ねられてい

くことが期待される。また、労働政策審議会の関係分科会や部会等においても必

要な施策が検討されることを求めたい。 

また、AI 等による将来の変化を予測して、一定の時間軸の中でターゲットを設

定することで、議論を具体化すべきとする指摘もあった。今後の議論においては、

こうした提起にも留意が必要である。  

（４）AI 等がもたらす時代の変化を見据えた政労使のコミュニケーションの重要 
性

おわりに 
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１．背 景  

  平成 28 年 12 月 14 日付け「働き方に関する政策決定プロセス有識者会議」

の報告書において、「現在行われている労働政策についての議論が分科会及び部

会単位で行われており、分科会及び部会を横断するような課題については議論

されにくい環境にある」「研究会等や労政審での議論は法改正の具体的な内容が

中心となり、中長期的な課題についての議論が不足している」「さらに、働き方

の多様化により増えてきている個人請負事業主など旧来の労使の枠にはまりに

くい課題も生じてきている」等の指摘がされたことから、厚生労働省として以

下の通り、労働政策審議会労働政策基本部会を設置することとする。 

 

２．審議事項  

労働政策基本部会では、各分科会及び部会を横断する中長期的課題、就業構

造に関する課題、旧来の労使の枠組に当てはまらないような課題について審議

を行う。例えば次のような事項について審議する。 

・技術革新（AI 等）の動向と労働への影響等 

・生産性向上、円滑な労働移動、職業能力開発 

・時間・空間・企業に縛られない働き方等 

 

３．労働政策基本部会の構成員について  

 15 名以内の有識者で構成 

 

４．スケジュール  

まずは１年で整理し、報告書を提出。さらに議論が必要な事項は引き続き審

議を行う。 

 

５．部会の運営  

（１）部会の庶務は、政策統括官付労働政策担当参事官室において処理する。 

（２）部会の議事運営に関して必要な事項は、労働政策審議会令（平成 12 年政

令第 284 号）、労働政策審議会運営規程及び労働政策審議会労働政策基本部

会運営規程の定めるところによる。 

  

労働政策審議会労働政策基本部会 開催要綱 
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令和元年５月 31 日現在 

 

石山
いしやま

 洸
こう

    ㈱エクサウィザーズ代表取締役社長 

入山
いりやま

 章栄
あ き え

    早稲田大学大学院経営管理研究科准教授 

大竹
おおたけ

 文雄
ふ み お

    大阪大学大学院経済学研究科教授 

大橋
おおはし

 弘
ひろし

    東京大学大学院公共政策大学院・経済学研究科教授 

川﨑
かわさき

 博子
ひ ろ こ

      ㈱NTT ドコモ執行役員北陸支社長 

古賀
こ が

 伸明
のぶあき

    （公財）連合総合生活開発研究所理事長 

後藤
ご と う

 一宏
かずひろ

    情報労連副中央執行委員長 

         （KDDI 労働組合中央執行委員長） 

佐々木
さ さ き

 かをり  ㈱イー・ウーマン代表取締役社長 

        ㈱ユニカルインターナショナル代表取締役社長 

武田
た け だ

 洋子
よ う こ

    ㈱三菱総合研究所政策・経済研究センター長 

        チーフエコノミスト 

冨山
と や ま

 和彦
かずひこ

    ㈱経営共創基盤代表取締役 CEO 

長谷川
は せ が わ

 裕子
ゆ う こ

   日本労働組合総連合会特別専門委員 

◎ 守島
もりしま

 基博
もとひろ

    学習院大学副学長・経済学部経営学科教授 

○ 森戸
も り と

 英幸
ひでゆき

    慶應義塾大学法務研究科教授  

山川
やまかわ

 亜紀子
あ き こ

   弁護士（Vanguard Tokyo 法律事務所） 

  

  

（部会長＝◎ 部会長代理＝○）          （五十音順、敬称略） 

  

労働政策審議会労働政策基本部会 委員名簿 
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○ 第 11 回（平成 30 年 12 月 25 日） 

・部会の今後の進め方について 

 

○ 第 12 回（平成 31 年２月５日） 

・技術革新（AI 等）の動向と労働への影響等について 

（委員ヒアリング） 

 

○ 第 13 回（平成 31 年３月 18 日） 

・技術革新（AI 等）の動向と労働への影響等について 

（ホワイトカラー分野ヒアリング） 

 

○ 第 14 回（平成 31 年３月 29 日） 

・技術革新（AI 等）の動向と労働への影響等について 

（介護分野ヒアリング） 

 

○ 第 15 回（平成 31 年４月 24 日） 

・技術革新（AI 等）の動向と労働への影響等について 

（自動運転技術ヒアリング、（独）労働政策研究・研修機構調査報告） 

 

○ 第 16 回（令和元年５月 31 日） 

・報告書（素案）について 

 

○ 第 17 回（令和元年 6 月 14 日） 

・報告書（案）について 

 

○ 第 18 回（令和元年 6 月 26 日） 

・報告書（案）について 

 

労働政策審議会労働政策基本部会 開催実績 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

労働政策基本部会報告書（参考資料集） 
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労働政策審議会労働政策基本部会 報告書 

参考資料集 

 

１．質の高い労働の実現のための AI等の活用 

（１）人口減少の中での AI等の積極的な導入の必要性 

○ 日本の人口の推移                          ・・・p1 

○ 2040年までの人口構造の変化                      ・・・p1 

（２）就業構造の変化に対応した AI等の導入 

○ 産業別就業者数                           ・・・p2 

○ 職業別就業者数                           ・・・p2 

○ 職業別非正規雇用労働者数                       ・・・p3 

○ 人手不足の現状                            ・・・p3 

○ 第 12回武田委員提出資料                       ・・・p4 

○ 導入が進む新技術 RPA（Robotic Process Automation）          ・・・p5 

○ 導入が進む新技術 AI-OCR（Optical Character Recognition/Reader）  ・・・p6 

○ 導入が進む新技術 チャットボット                    ・・・p6 

○ 導入が進む新技術 AIによる業務判断支援                ・・・p7 

○ 価値創出に向けた Connected Industriesの推進            ・・・p8 

○ SIP 自動走行 ロードマップ                       ・・・p8 

○ 第４次産業革命による新たな産業構造転換                ・・・p9 

○ 北九州市における先進的介護の実証実装                 ・・・p9 

○ 介護イノベーション（北九州モデル）                    ・・・p10 

（３）イノベーションによる産業構造の変化と雇用への影響 

○ 日本企業における新技術の導入状況                    ・・・p10 

○ 日本企業の人手不足に対する対応策                    ・・・p11 

○ IoTや AI等のシステムやサービスの導入状況                ・・・p11 

 

２．AI等の普及により求められる働き方の変化 

（１）労働環境の変化への対応方針の協議 

○ AIの活用が一般化する時代において労使が重要だと考えるスキルについて ・・・p12 

（２）AI等との協働に必要なスキル 

○ 我が国の AIに対する意識                         ・・・p12 

（３）スキルアップ・キャリアチェンジに向けた支援 

○ 人材開発施策の概要                            ・・・p13 



＜第 12～15回ヒアリング概要＞ 

○ 第 12回労働政策審議会労働政策基本部会 ヒアリング概要         ・・・p14 

○ 第 13回労働政策審議会労働政策基本部会 ヒアリング概要         ・・・p17 

○ 第 14回労働政策審議会労働政策基本部会 ヒアリング概要         ・・・p22 

○ 第 15回労働政策審議会労働政策基本部会 ヒアリング概要         ・・・p27 





























 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
 

 

 

 

 
 

 



 



１．障害者介助等助成金（拡充案）

※ 現行の助成金メニュー（職場介助者の配置・委嘱、手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱、障害者窓口担当者の配置）は現状維持。

助成金名 対象者 助成率 限度額
支給期間

（上限）

拡充

重度訪問介護サービス利用者等職場介助助成金（仮称）

○対象障害者（重度訪問介護サービス、同行援護及び行動援

護の利用者に限る。）の業務遂行のために必要な職場介助者

（重度訪問介護サービス、同行援護又は行動援護の提供事業

者に限る。）の委嘱

・重度訪問介護サービスの利用者

・同行援護の利用者

・行動援護の利用者

※上記について、障害者雇用促進法の対

象障害者の範囲であること。

4/5

(中小事

業主は

9/10)

・対象障害者1人につき、月13.3

万円まで（中小事業主は、月15

万円まで）

開始から年

度末まで

助 成 金 名 対象者 助成率 限 度 額
支給期間

（上限）

拡充

重度訪問介護サービス利用者等通勤援助助成金

（仮称）

○対象障害者（重度訪問介護サービス、同行援

護及び行動援護の利用者に限る。）の通勤を容易

にするために援助する通勤援助者（重度訪問介護

サービス、同行援護又は行動援護の提供事業者に

限る。）の委嘱

・重度訪問介護サービスの利用者

・同行援護の利用者

・行動援護の利用者

※上記について、障害者雇用促進法の対象障害者の範囲で

あること。

4/5

(中小事業

主は9/10)

・対象障害者1人につき、月

7.4万円まで（中小事業主

は、月8.4万円まで）

３月間

（～年度

末）

※ 現行の助成金メニュー（住宅・駐車場の賃借、指導員の配置、住宅手当の支払、通勤用バスの購入、通勤用バス運転従事者の委嘱、通勤援助者の委嘱、通勤用自動
車の購入）は現状維持。

２．重度障害者等通勤対策助成金（拡充案）

資料５
障害者介助等助成金及び重度障害者等通勤対策助成金の拡充案について

1



納付金制度に基づく障害者雇用関係助成金

○ 重度障害者等通勤対策助成金

障害者の通勤を容易にするための措置を行う事業主・団体に対して、費用の3/4を助成

・ 通勤援助者の委嘱（上限額：1回２千円及び交通費計3万円、支給期間：1月間）
・ 駐車場の賃借（上限額：障害者１人につき月5万円、支給期間：10年間） 等

○ 障害者介助等助成金

障害特性に応じた適切な雇用管理のために必要な介助者等の措置を行う事業主に対して、原則、費用の3/4を助成

・ 職場介助者の委嘱（上限額：原則１回１万円及び年150万円、支給期間：原則10年間）
・ 手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱（上限額：1回6千円及び年28万8千円、支給期間：10年間） 等

○ 障害者作業施設設置等助成金

障害者が作業を容易に行えるよう配慮された作業施設等の設置・整備・賃借を行う事業主に対して、
費用の2/3を助成（上限額：障害者1人につき450万円 （作業施設の場合）等）

○ 障害者福祉施設設置等助成金

障害者が利用できるよう配慮された保健施設、給食施設等の福利厚生施設の設置・整備を行う事業主に対して、
費用の1/3を助成（上限額：障害者1人につき225万円）

○ 重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金

重度身体障害者、知的障害者又は精神障害者を多数継続して雇用し、かつ、安定した雇用を継続することができると認められ
る事業主であって、これらの障害者のために事業施設等の設置・整備を行うものに対して、費用の2/3を助成（上限額：5千万円）

2

平成30年度支給実績：7.3億円（5,079件）

＜平成30年度支給実績：0.5億円（87件）＞

＜平成30年度支給実績：5.7億円（4,291件）＞

＜平成30年度支給実績：1.1億円（701件）＞

障害者が作業を容易に行えるような施設の設置等を行った場合の助成措置

障害者を介助する者の配置等を行った場合の助成措置

通勤の配慮を行った場合の助成措置
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令和元年 10月 25日現在 
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 福島大学行政政策学類准教授 
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令和元年 障害者雇用状況の集計結果 
 

厚生労働省では、このほど、民間企業や公的機関などにおける、令和元年の「障害者

雇用状況」集計結果を取りまとめましたので、公表します。 

障害者雇用促進法では、事業主に対し、常時雇用する従業員の一定割合（法定雇用率、

民間企業の場合は 2.2％）以上の障害者を雇うことを義務付けています。 

今回の集計結果は、同法に基づき、毎年６月１日現在の身体障害者、知的障害者、 

精神障害者の雇用状況について、障害者の雇用義務のある事業主などに報告を

求め、それを集計したものです。 
 
 

【集計結果の主なポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Press Release 

障害者雇用状況報告の集計結果（概要） 

令和元年 12 月 25 日 

【照会先】 

職業安定局 

障害者雇用対策課 

課 長 小野寺 徳子 

主任障害者雇用専門官 戸ヶ崎 文泰 

課 長 補 佐  平  知久 

（代表電話）03-5253-1111 (内線)5650、5829 

（直通電話）03-3502-6775 

＜民間企業＞（法定雇用率 2.2％） 

 ○雇用障害者数、実雇用率ともに過去最高を更新。 

  ・雇用障害者数は 56 万 608.5 人、対前年 4.8％（2万 5,839.0 人）増加 

・実雇用率 2.11％、対前年比 0.06 ポイント上昇 

  ○法定雇用率達成企業の割合は 48.0％（前年比 2.1 ポイント上昇） 

 

＜公的機関＞（同 2.5％、都道府県などの教育委員会は 2.4％）※（ ）は前年の値 

○雇用障害者数はいずれも対前年で上回る。 

・ 国  ：雇用障害者数 7,577.0 人（3,902.5 人）、実雇用率 2.31％（1.22％） 

  ・都道府県 ：雇用障害者数 9,033.0 人（8,244.5 人）、実雇用率 2.61％（2.44％） 

・市 町 村：雇用障害者数 2 万 8,978.0 人（2万 7,145.5 人）、実雇用率 2.41％

（2.38％） 

・教育委員会：雇用障害者数 1 万 3,477.5 人（1万 2,607.5 人）、実雇用率 1.89％

（1.90％） 

 

＜独立行政法人など＞（同 2.5％）※（ ）は前年の値 

○雇用障害者数及び実雇用率のいずれも対前年で上回る。 

・雇用障害者数 1万 1,612.0 人（1万 1,010.0 人）、実雇用率 2.63％（2.54％） 
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○ 雇用されている障害者の数、実雇用率、法定雇用率達成企業の割合 

・ 民間企業（45.5人以上規模の企業：法定雇用率2.2％）に雇用されている障害者

の数は560,608.5人で、前年より25,839.0人増加（前年比4.8％増）し、16年連続

で過去最高となった。 

 

・ 雇用者のうち、身体障害者は354,134.0人（対前年比2.3％増）、知的障害者は

128,383.0人（同6.0％増）、精神障害者は78,091.5人（同15.9％増）と、いずれ

も前年より増加し、特に精神障害者の伸び率が大きかった。 

 
・ 実雇用率は、８年連続で過去最高の2.11％（前年は2.05％）、法定雇用率達成

企業の割合は48.0％（同45.9％）であった。 

〔総括表１、グラフ(1)、詳細表１(1)・(4)〕 
 
○ 企業規模別の状況 

・ 企業規模別にみると、雇用されている障害者の数は、45.5～100人未満規模企業

で56,679.5人（前年は54,927.0人）、100～300人未満で111,128.0人（同106,521.

5人）、300～500人未満で49,399.5人（同46,877.0人）、500～1,000人未満で65,

439.5人（同62,408.0人）、1,000人以上で277,962.0人（同264,036.0人）と、全

ての企業規模で前年より増加した。 

 
・ 実雇用率は、45.5～100人未満で1.71％（前年は1.68％）、100～300人未満で 

   1.97％（同1.91％)、300～500人未満で1.98％（同1.90％)、500～1,000人未満で

2.11％（同2.05％)、1,000人以上で2.31％（同2.25％）となった。 

  なお、民間企業全体の実雇用率2.11％（同2.05％）と比較すると、500～1,000

人未満及び1,000人以上規模企業が実雇用率を上回っている。 
 
・ 法定雇用率達成企業の割合は、45.5～100人未満が45.5％（前年は44.1％）、 

   100～300人未満が52.1％（同50.1％）、300～500人未満が43.9％（同40.1％）、

500～1,000人未満が43.9％（同40.1％）、1,000人以上が54.6％（同47.8％）とな

り、全ての規模の区分で前年より増加した。 

〔グラフ(2)・(3)、詳細表１(2)〕 

○ 産業別の状況 

・ 産業別にみると、雇用されている障害者の数は、「鉱業,採石業、砂利採取業」

「金融業、保険業」以外の全ての業種で前年よりも増加した。 

・ 産業別の実雇用率では、「医療,福祉」(2.73％)、「農,林,漁業」（2.54％）「生

活関連サービス業,娯楽業」（2.32％）、「電気・ガス・熱供給・水道業」（2.2

5％）が法定雇用率を上回っている。 

〔グラフ(4)・(5)、詳細表１(3)〕 

 

１ 民間企業における雇用状況 

障害者雇用状況報告の集計結果（概要） 

1



 
 

○ 法定雇用率未達成企業の状況 

・ 令和元年の法定雇用率未達成企業は52,991社。そのうち、不足数が0.5人また

は１人である企業（１人不足企業）が、64.8％と過半数を占めている。 

・ また、障害者を１人も雇用していない企業（０人雇用企業）は30,638社であり、

未達成企業に占める割合は、57.8％となっている。 

           〔詳細表１(5)〕 
 

○ 特例子会社の状況 

・ 令和元年６月１日現在で特例子会社（※）の認定を受けている企業は517社（前

年より31社増）で、雇用されている障害者の数は、36,774.5人であった。 

・ 雇用者のうち、身体障害者は11,939.5人、知的障害者は18,885.5人、精神障害

者は5,949.5人であった。 
 

※親会社の実雇用率に算入できる、障害者の雇用に特別の配慮をした子会社 

〔詳細表１(7)〕 

 
 

 

(1) 国の機関（法定雇用率2.5％） 

国の機関に在職している障害者の数は7,577.0人で、前年より94.2％（3,674.5人）

増加しており、実雇用率は2.31％と、前年に比べ1.09ポイント上昇した。 

国の機関は44機関中27機関で達成。 

〔総括表２(1)、詳細表２(1)、４(1)〕 

 

(2) 都道府県の機関（法定雇用率2.5％） 

都道府県の機関に在職している障害者の数は9,033.0人で、前年より9.6％（788.

5人）増加しており、実雇用率は2.61％と、前年に比べ0.17ポイント上昇した。 

知事部局は47機関中33機関が達成、知事部局以外は111機関中89機関が達成。 

〔総括表２(2)、詳細表２(2)、４(2)・(3)〕 

 

(3) 市町村の機関（法定雇用率2.5％） 

市町村の機関に在職している障害者の数は28,978.0人で、前年より6.8％（1,83

2.5人）増加しており、実雇用率は2.41％と、前年に比べ0.03ポイント上昇し

た。 

2,441機関中1,766機関が達成。 

〔総括表２(3)、詳細表２(3)〕 

 

(4) 都道府県等の教育委員会（法定雇用率2.4％） 

都道府県等の教育委員会に在職している障害者の数は13,477.5人で、前年より 

   6.9％（870.0人）増加しており、実雇用率は1.89％（都道府県教育委員会は1.87％、

市町村教育委員会は2.03％）と、前年に比べ0.01ポイント減少した。 

都道府県教育委員会は47機関中6機関が達成、市町村教育委員会は53機関中32機

関が達成。 

〔総括表２(4)、詳細表２(4)、４(4)〕 

２ 公的機関における在職状況 
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独立行政法人等（法定雇用率2.5％）に雇用されている障害者の数は11,612.0人で、

前年より5.5％（602.0人）増加しており、実雇用率は2.63％と、前年に比べ0.09ポイ

ント上昇した。 

独立行政法人等（国立大学法人等を除く）は91法人中83法人が達成、国立大学法

人等は90法人中72法人が達成、地方独立行政法人等は171法人中127法人が達成。 

 

〔総括表３、詳細表３、４(5)〕 

３ 独立行政法人等における雇用状況 
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１　民間企業における雇用状況（法定雇用率２．２％）

26,585,858.0 人 560,608.5 人 2.11 % 48,898 / 101,889 48.0 %

[ 461,811 人]

( 26,104,834.5 人 ) ( 534,769.5 人) ( 2.05 % ) ( 46,217 / 100,586 ) ( 45.9 % )

※［　］内は実人員。以下同じ。

２　国、地方公共団体における在職状況

(1) 国の機関(法定雇用率２．５％)

328,132.5 人 7,577.0 人 2.31 % 27 / 44 61.4 %

[ 6,237 人]

( 320,654.0 人 ) ( 3,902.5 人) ( 1.22 % ) ( 8 / 43 ) ( 18.6 % )

299,324.5 人 7,184.0 人 2.40 % 22 / 35 62.9 %

[ 5,956 人]

( 291,986.0 人 ) ( 3,620.0 人) ( 1.24 % ) ( 6 / 34 ) ( 17.6 % )

3,688.0 人 101.0 人 2.74 % 5 / 5 100.0 %

[ 79 人]

( 3,655.0 人 ) ( 37.5 人) ( 1.03 % ) ( 2 / 5 ) ( 40.0 % )

25,120.0 人 292.0 人 1.16 % 0 / 4 0.0 %

[ 202 人]

( 25,013.0 人 ) ( 245.0 人) ( 0.98 % ) ( 0 / 4 ) ( 0.0 % )

(2) 都道府県の機関（法定雇用率２．５％）

345,606.0 人 9,033.0 人 2.61 % 122 / 158 77.2 %

[ 6,847 人]

( 337,872.0 人 ) ( 8,244.5 人) ( 2.44 % ) ( 99 / 161 ) ( 61.5 % )

270,714.0 人 7,118.0 人 2.63 % 33 / 47 70.2 %

[ 5,288 人]

( 263,631.0 人 ) ( 6,524.5 人) ( 2.47 % ) ( 24 / 47 ) ( 51.1 % )

74,892.0 人 1,915.0 人 2.56 % 89 / 111 80.2 %

[ 1,559 人]

( 74,241.0 人 ) ( 1,720.0 人) ( 2.32 % ) ( 75 / 114 ) ( 65.8 % )

計

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

⑤　達成割合③　実雇用率②　障害者の数 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

令和元年６月１日現在における障害者の雇用状況

総括表

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②　障害者の数

②　障害者の数

⑤達成割合③　実雇用率 ④　法定雇用率達成企業の数 / 企業数

⑤　達成割合

民間企業

※都道府県知事部局のうち未達成であった機関のうち１機関は、公表日時点で達成済み。
※その他の都道府県機関のうち未達成であった機関のうちの4機関は、公表日時点で達成済み。

その他の
都道府県

機関

都道府県
知事部局

行政機関

立法機関

司法機関

計
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(3) 市町村の機関（法定雇用率２．５％）

1,200,580.0 人 28,978.0 人 2.41 % 1,766 / 2,441 72.3 %

[ 21,981 人]

( 1,140,348.5 人 ) ( 27,145.5 人) ( 2.38 % ) ( 1,718 / 2,470 ) ( 69.6 % )

※市町村の機関のうち未達成であった機関のうちの102機関は、公表日時点で達成済み。

(4) 都道府県等の教育委員会（法定雇用率２．４％）

714,968.5 人 13,477.5 人 1.89 % 38 / 100 38.0 %

[ 10,082 人]

( 662,641.5 人 ) ( 12,607.5 人) ( 1.90 % ) ( 39 / 100 ) ( 39.0 % )

630,655.0 人 11,770.0 人 1.87 % 6 / 47 12.8 %

[ 8,746 人]

( 577,583.0 人 ) ( 10,822.5 人) ( 1.87 % ) ( 5 / 47 ) ( 10.6 % )

84,313.5 人 1,707.5 人 2.03 % 32 / 53 60.4 %

[ 1,336 人]

( 85,058.5 人 ) ( 1,785.0 人) ( 2.10 % ) ( 34 / 53 ) ( 64.2 % )

３　独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率２．５％）

440,944.0 人 11,612.0 人 2.63 % 282 / 352 80.1 %

[ 8,885 人]

( 432,729.0 人 ) ( 11,010.0 人) ( 2.54 % ) ( 240 / 348 ) ( 69.0 % )

212,384.0 人 5,878.5 人 2.77 % 83 / 91 91.2 %

[ 4,561 人]

( 209,593.5 人 ) ( 5,598.0 人) ( 2.67 % ) ( 69 / 92 ) ( 75.0 % )

148,053.0 人 3,757.5 人 2.54 % 72 / 90 80.0 %

国立大学法人等 [ 2,798 人]

( 146,562.0 人 ) ( 3,622.5 人) ( 2.47 % ) ( 58 / 90 ) ( 64.4 % )

80,507.0 人 1,976.0 人 2.45 % 127 / 171 74.3 %

[ 1,526 人]

( 76,573.5 人 ) ( 1,789.5 人) ( 2.34 % ) ( 113 / 166 ) ( 68.1 % )

注　１

２

３

４
５

６

７

⑤　達成割合

⑤　達成割合

④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

　「独立行政法人等」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第２の第１号から第８号まで、「地方独立行政法
人等」とは、同令別表第２の第９号から第10号までの法人を指す。

⑤　達成割合
①　法定雇用障害者数の

算定の基礎となる労働者数

　（　）内は、平成30年６月１日現在の数値である。
　なお、精神障害者は平成18年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。

　２の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率
相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数であ
る。

　法定雇用率2.4％が適用される機関とは、都道府県の教育委員会及び一定の市町村の教育委員会である。

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数

　各表の②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の
重度身体障害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行
い、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を0.5人
に相当するものとして0.5カウントとしている。
　ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、１人分とカウン
トしている。
①　平成28年６月２日以降に採用された者であること
②　平成28年６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること

③　実雇用率

計

計

都道府県
教育委員会

市町村
教育委員会

市町村の機関

　１及び３の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率
相当数（身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種に
ついて定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

　特例承認・特例認定や各機関における法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数の変化等により機関数は変動す
る。

※市町村教育委員会のうち未達成であった機関のうちの３機関は、公表日時点で達成済み。

※独立行政法人等のうち未達成であった機関のうちの２機関は、公表日時点で達成済み。
※国立大学法人等のうち未達成であった機関のうちの７機関は、公表日時点で達成済み。
※地方独立行政法人等のうち未達成であった機関のうちの11機関は、公表日時点で達成済み。

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

地方独立行政
法人等

独立行政法人
等(国立大学
法人等を除く)
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注２：「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。

平成１７年まで 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 平成２３年以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
重度身体障害者である短時間労働者 重度身体障害者である短時間労働者
重度知的障害者である短時間労働者 重度知的障害者である短時間労働者 

精神障害者
平成１８年以降 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント） 身体障害者である短時間労働者
平成２２年まで 知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） (身体障害者である短時間労働者は0.5人でカウント)

重度身体障害者である短時間労働者 知的障害者である短時間労働者 
重度知的障害者である短時間労働者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (知的障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 
精神障害者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 精神障害者である短時間労働者（※）
精神障害者である短時間労働者 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 
(精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

注3：法定雇用率は平成24年までは1.8％、平成25年4月以降平成29年までは2.0％、平成30年４月以降は2.2％となっている。

グラフ

民間企業における障害者の雇用状況

注１：雇用義務のある企業（平成24年までは56人以上規模、平成25年から平成29年までは50人以上規模、平成30年は45.5人以上
　　規模の企業）についての集計である。

※　平成30年以降は、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、１人分とカウントしている。
　①　通報年の３年前の年に属する６月２日以降に採用された者であること
　②　通報年の３年前の年に属する６月２日より前に採用された者であって、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること
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◎ 法定雇用率とは 

 民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、それぞれ以下

の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならないこととされている。 

 雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者又は精神障害者（精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者に限る。）である（なお、平成30年３月まで、精神障害者は雇用義務の対象では

ないが、精神障害者保健福祉手帳保持者を雇用している場合は雇用率に算定することができる）。 

 

                     一般の民間企業 …………………… ２．２％〔２．０％〕 

  ○ 民間企業 ……    （45.5人〔50人〕以上規模の企業） 

                     特殊法人等 ………………………… ２．５％〔２．３％〕 

                   労働者数40人〔43.5人〕以上規模の特殊法人、 

              独立行政法人、国立大学法人等 

 

  〇 国、地方公共団体 ………………………………………… ２．５％〔２．３％〕 

       （40人〔43.5人〕以上規模の機関） 

 

  ○ 都道府県等の教育委員会 ………………………………… ２．４％〔２．２％〕 

       （42人〔45.5〕以上規模の機関） 

 

※（ ）内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の障害者を雇用しなければならな

いこととなる企業等の規模である。 

※〔 〕内は、平成30年３月までの値である。 

 

【一般民間企業における雇用率設定基準】 

 

            身体障害者、知的障害者及び精神障害者である常用労働者の数 

                      ＋ 失業している身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数 

  障害者雇用率 ＝    

常用労働者数 ＋ 失業者数 

 

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の障害者雇用率を下回

らない率をもって定めることとされている。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、２人の身体障害者又

は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が20時間以上30

時間未満の労働者）については、１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神

障害者である短時間労働者については、0.5人分としてカウントされる。 

※ ただし、精神障害者である短時間労働者であっても、次のいずれかに該当する者については、 

1人分としてカウントされる。 

① 通報年の３年前の年に属する６月２日以降に採用された者であること 

② 通報年の３年前の年に属する６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉

手帳を取得した者であること  
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◎ 障害者雇用率達成指導の流れ

実雇用率の低い事業主については、下記の流れで雇用率達成指導を行い、
「 」 。障害者雇入れ計画 の着実な実施による障害者雇用の推進を指導している

（障害者雇用促進法 第43条第７項）障害者雇用状況報告
（毎年６月１日の状況）

翌年１月を始期とする２年間の計画

（※）を作成するよう、公共職業安定障害者雇入れ計画作成命令
所長が命令を発出（２年計画）

（同法第46条第１項）

計画の実施状況が悪い企業に対し、

適正な実施を勧告（計画１年目12月）障害者雇入れ計画の適正実施勧告
（ ）同法第46条第６項

雇用状況の改善が特に遅れている企

業に対し、公表を前提とした特別指導特 別 指 導
を実施（計画期間終了後に９か月間）

（同法第47条）企 業 名 の 公 表

不足数の特に多い企業については、当該企業の幹部に

対し、厚生労働省本省による直接指導も実施している。

〔指導実績〕
○ 平成30年度の実績
＊「障害者雇入れ計画作成命令」の発出 430社
＊ 障害者雇入れ計画の「適正実施勧告」 40社
＊「特別指導」の実施 26社

○ 障害者雇入れ計画を実施中の企業 190社（30年度）
○ 企業名の公表

18年度 ２社、19年度 １社（再公表 、20年度 ４社、）
21年度 ７社（うち１社は再公表 、22年度 ６社（うち２社は再公表））
23年度 ３社（うち１社は再公表 、24年度 ０社、25年度 ０社、）
26年度 ８社、27年度 ０社、28年度 ２社、29年度 ０社、
30年度 ０社

※平成24年１月１日以降の日を始期とする雇入れ計画から計画期間は３年間から２年間に短縮している。
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Ｃ
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。

　
（
　

）
内

は
平

成
3
0
年

6
月

1
日

現
在

の
数

値
で

あ
る
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れ
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1
,
7
9
1

2
0
4

4
,
1
8
5

4
3
4

8
,
1
8
8
.
0

1
,
1
2
8
.
0

1
.
7
5

6
5
8

3
3
.
8

物
品
賃
貸
業

（
1
,
8
9
7
)
（

4
4
7
,
9
7
0
.
5

)
（

1
,
6
4
7
)
（

2
0
9
)
（

3
,
8
5
3
)
（

3
7
5
)
（

7
,
5
4
3
.
5
)
（

1
,
1
5
1
.
0

)
（

1
.
6
8
)
（

5
9
8
)
（

3
1
.
5
)

3
,
1
7
1

1
,
0
4
3
,
0
5
5
.
0

4
,
3
4
2

5
2
5

1
0
,
1
3
1

1
,
5
1
7

2
0
,
0
9
8
.
5

2
,
7
7
3
.
5

1
.
9
3

1
,
0
6
5

3
3
.
6

〈
19
,9
87
.0

〉
〈

1.
92

〉

（
3
,
0
6
5
)
（

9
1
4
,
4
9
8
.
0

)
（

3
,
6
8
5
)
（

4
7
5
)
（

7
,
8
6
3
)
（

1
,
4
0
1
)
（

1
6
,
4
0
8
.
5
)
（

1
,
8
3
2
.
0

)
（

1
.
7
9
)
（

9
6
1
)
（

3
1
.
4

)

3
,
1
5
3

8
8
0
,
8
0
8
.
0

3
,
0
0
2

1
,
1
5
3

9
,
2
8
5

3
,
3
9
4

1
8
,
1
3
9
.
0

2
,
3
9
5
.
5

2
.
0
6

1
,
4
5
3

4
6
.
1

（
3
,
1
4
3
)
（

8
7
0
,
4
0
0
.
0

)
（

2
,
8
1
3
)
（

1
,
1
7
6
)
（

8
,
7
6
3
)
（

3
,
3
1
1
)
（

1
7
,
2
2
0
.
5
)
（

2
,
3
6
2
.
0

)
（

1
.
9
8
)
（

1
,
3
5
9
)
（

4
3
.
2

)

2
,
9
7
7

5
3
4
,
7
5
4
.
0

2
,
3
5
3

5
3
6

6
,
4
9
9

1
,
3
0
8

1
2
,
3
9
5
.
0

1
,
4
4
5
.
0

2
.
3
2

1
,
2
4
2

4
1
.
7

〈
19
,9
87
.0

〉
〈

3.
74

〉

（
3
,
0
1
0
)
（

5
3
0
,
4
6
5
.
0

)
（

2
,
3
2
2
)
（

5
3
0
)
（

6
,
1
8
0
)
（

1
,
2
8
8
)
（

1
1
,
9
9
8
.
0
)
（

1
,
4
1
9
.
5

)
（

2
.
2
6
)
（

1
,
2
2
8
)
（

4
0
.
8

)

2
,
1
4
9

4
8
6
,
7
9
3
.
5

2
,
0
0
7

2
2
6

3
,
7
7
7

3
8
5

8
,
2
0
9
.
5

9
3
8
.
0

1
.
6
9

8
0
5

3
7
.
5

（
2
,
1
1
6
)
（

4
7
8
,
7
1
6
.
0

)
（

1
,
9
5
4
)
（

2
0
1
)
（

3
,
5
9
0
)
（

3
3
3
)
（

7
,
8
6
5
.
5
)
（

9
2
8
.
5

)
（

1
.
6
4
)
（

7
4
4
)
（

3
5
.
2

)

医
療
,福
祉

1
6
,
8
8
0

2
,
9
1
0
,
0
9
7
.
0

1
3
,
7
1
9

5
,
2
4
3

3
8
,
6
8
3

1
6
,
0
0
9

7
9
,
3
6
8
.
5

1
1
,
3
4
5
.
0

2
.
7
3

1
0
,
3
9
7

6
1
.
6

〈
25
,8
92
.0

〉
〈

0.
89

〉

（
1
6
,
6
0
1
)
（

2
,
8
5
8
,
1
9
6
.
5

)
（

1
3
,
4
3
0
)
（

4
,
9
4
6
)
（

3
7
,
7
3
7
)
（

1
4
,
1
8
9
)
（

7
6
,
6
3
7
.
5
)
（

1
1
,
8
8
3
.
5

)
（

2
.
6
8
)
（

9
,
8
7
6
)
（

5
9
.
5

)

9
5
1

3
0
6
,
8
2
2
.
0

1
,
4
0
5

1
6
7

2
,
9
2
6

3
4
4

6
,
0
7
5
.
0

5
3
5
.
0

1
.
9
8

4
0
6

4
2
.
7

（
9
5
6
)
（

3
0
6
,
2
5
2
.
0

)
（

1
,
3
9
3
)
（

1
5
2
)
（

2
,
7
6
8
)
（

3
1
6
)
（

5
,
8
6
4
.
0
)
（

4
5
6
.
5

)
（

1
.
9
1
)
（

3
8
3
)
（

4
0
.
1

)

サ
ー
ビ
ス
業

1
0
,
3
3
8

3
,
1
5
1
,
2
0
8
.
0

1
3
,
7
8
5

2
,
3
5
2

3
3
,
3
1
5

5
,
2
7
6

6
5
,
8
7
5
.
0

9
,
0
5
0
.
5

2
.
0
9

4
,
7
5
7

4
6
.
0

（
1
0
,
1
7
1
)
（

3
,
0
5
3
,
3
3
1
.
5

)
（

1
3
,
2
3
8
)
（

2
,
1
3
9
)
（

3
0
,
9
8
8
)
（

4
,
7
8
4
)
（

6
1
,
9
9
5
.
0
)
（

8
,
7
6
0
.
5

)
（

2
.
0
3
)
（

4
,
4
4
9
)
（

4
3
.
7

)

注
　

１
(
1
)
①

の
表

と
同

じ

② 法
定
雇
用
障
害
者
数
の

算
定
の
基
礎
と
な
る
労
働

者
数

Ａ
.重
度
身
体

障
害
者
及
び

重
度
知
的
障

害
者

学
術
研
究
,専

門
・
技
術
サ
ー
ビ

ス
業

生
活
関
連
サ
ー

ビ
ス
業
,娯
楽
業

Ｂ
.重
度
身
体

障
害
者
及
び

重
度
知
的
障

害
者
で
あ
る
短

時
間
労
働
者

Ｃ
．
重
度
以
外

の
身
体
障
害

者
、
知
的
障
害

者
及
び
精
神

障
害
者
（
注
４
）

宿
泊
業
,飲
食

サ
ー
ビ
ス
業

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

① 企
業
数

金
融
業
,保
険
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供

給
・
水
道
業

区
分

教
育
,学
習
支
援
業

⑥ 法
定
雇
用
率

達
成
企
業
の

割
合

⑤ 法
定
雇
用
率
達

成
企
業
の
数

④ 実
雇
用
率

Ｅ
÷
②
×
1
0
0

Ｅ
．
　
計

Ａ
×
２
＋
Ｂ
＋
Ｃ
＋
Ｄ

×
0
.5

Ｆ
．
う
ち
新
規
雇
用

分

Ｄ
.重
度
以
外
の

身
体
障
害
者
及

び
知
的
障
害
者

並
び
に
精
神
障

害
者
で
あ
る
短
時

間
労
働
者
（
注
５
）

③
　
障
害
者
の
数
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②
　

障
害

種
別

雇
用

状
況

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

産
業
計

5
6
0
,
6
0
8
.
5

1
0
0
,
8
4
0

1
2
,
5
0
1

1
3
1
,
5
0
3

1
6
,
9
0
0

3
5
4
,
1
3
4
.
0

2
8
,
3
3
7
.
0

2
0
,
5
3
7

4
,
3
4
4

7
3
,
6
7
9

1
8
,
5
7
2

1
2
8
,
3
8
3
.
0

1
4
,
2
3
3
.
0

5
9
,
7
3
7

2
3
,
1
9
8

1
3
,
5
1
1

7
8
,
0
9
1
.
5

1
9
,
4
4
5
.
0

（
5
3
4
,
7
6
9
.
5
)

（
9
8
,
1
9
3
）

（
1
1
,
6
9
1
）

（
1
2
9
,
9
9
3
）

（
1
6
,
2
7
6
）

（
3
4
6
,
2
0
8
.
0

）
（

2
8
,
5
0
6
.
0

）
（

1
9
,
6
9
9
）

（
4
,
3
3
5
）

（
6
8
,
7
5
7
）

（
1
7
,
3
5
3
）

（
1
2
1
,
1
6
6
.
5

）
（

1
4
,
0
7
4
.
0

）
（

5
0
,
7
0
8
）

（
2
0
,
5
2
7
）

(
1
2
,
8
4
7
)

（
6
7
,
3
9
5
.
0
）

（
1
7
,
9
1
1
.
5
）

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人

農
、
林
、
漁
業

1
,
0
7
4
.
0

1
2
2

1
6

2
6
9

3
3

5
4
5
.
5

6
9

1
9

2
1
4

6
5

4
0
3
.
5

1
0
0

3
9

1
1

1
2
5
.
0

（
9
8
3
.
0
)

（
1
0
5
)

（
1
0
)

（
2
4
2
)

（
2
8
)

（
4
7
6
.
0

)
（

6
7
)

（
1
5
)

（
2
1
0
)

（
7
6
)

（
3
9
7
.
0

)
（

8
5
)

（
3
9

)
(

1
1
)

（
1
1
0
.
0
)

2
0
6
.
0

4
7

1
9
8

4
1
9
5
.
0

2
0

1
0

5
.
0

6
0

0
6
.
0

（
2
0
8
.
5
)

（
5
1
)

（
3
)

（
9
3
)

（
5
)

（
2
0
0
.
5

)
（

1
)

（
0
)

（
2
)

（
0
)

（
4
.
0

)
（

4
)

（
0

)
(

0
)

（
4
.
0
)

建
設
業

1
5
,
1
1
9
.
0

3
,
8
4
7

1
9
9

4
,
6
6
0

1
9
1

1
2
,
6
4
8
.
5

1
3
9

1
3

5
2
5

3
8

8
3
5
.
0

1
,
4
6
0

1
9
4

1
5
7

1
,
6
3
5
.
5

（
1
4
,
3
7
9
.
0
)

（
3
,
7
2
8
)

（
1
8
2
)

（
4
,
5
4
7
)

（
1
7
9
)

（
1
2
,
2
7
4
.
5

)
（

1
2
7
)

（
1
5
)

（
4
7
2
)

（
3
6
)

（
7
5
9
.
0

)
（

1
,
2
2
7
)

（
1
3
4

)
(

1
0
3
)

（
1
,
3
4
5
.
5
)

製
造
業

1
5
0
,
9
9
6
.
5

3
0
,
9
3
7

1
,
2
0
3

3
7
,
4
7
3

1
,
6
9
5

1
0
1
,
3
9
7
.
5

6
,
0
6
6

4
8
5

2
1
,
8
5
0

1
,
3
6
6

3
5
,
1
5
0
.
0

1
3
,
2
0
9

1
,
5
7
7

9
0
3

1
4
,
4
4
9
.
0

（
1
4
4
,
4
2
5
.
5
)

（
3
0
,
3
9
8
)

（
1
,
1
1
2
)

（
3
7
,
3
0
5
)

（
1
,
5
5
7
)

（
9
9
,
9
9
1
.
5

)
（

5
,
7
4
9
)

（
4
6
0
)

（
2
0
,
0
3
7
)

（
1
,
1
3
8
)

（
3
2
,
5
6
4
.
0

)
（

1
0
,
9
0
0
)

（
1
,
2
3
8

)
(

7
0
2
)

（
1
1
,
8
7
0
.
0
)

4
,
8
5
2
.
5

1
,
1
9
6

2
8

1
,
6
8
5

3
5

4
,
1
2
2
.
5

6
6

2
2
1
8

3
3
5
3
.
5

3
4
9

2
9

2
6

3
7
6
.
5

（
4
,
7
0
1
.
5
)

（
1
,
1
6
6
)

（
3
5
)

（
1
,
7
0
1
)

（
3
5
)

（
4
,
0
8
5
.
5

)
（

6
5
)

（
2
)

（
1
9
4
)

（
0
)

（
3
2
6
.
0

)
（

2
6
9
)

（
2
4

)
(

1
8

)
（

2
9
0
.
0
)

情
報
通
信
業

2
7
,
1
6
7
.
0

6
,
6
7
3

2
6
5

6
,
5
6
7

1
9
0

2
0
,
2
7
3
.
0

3
9
7

1
1

8
3
8

4
2

1
,
6
6
4
.
0

4
,
8
9
4

4
0
3

2
6
9

5
,
2
3
0
.
0

（
2
5
,
7
9
4
.
5
)

（
6
,
5
1
8
)

（
2
5
0
)

（
6
,
5
4
4
)

（
1
9
3
)

（
1
9
,
9
2
6
.
5

)
（

3
7
2
)

（
2
2
)

（
7
4
7
)

（
3
7
)

（
1
,
5
3
1
.
5

)
（

4
,
1
2
6
)

（
2
6
4

)
(

1
5
7
)

（
4
,
3
3
6
.
5
)

運
輸
業
,郵
便
業

3
4
,
9
2
9
.
0

6
,
4
4
0

6
7
7

1
0
,
6
1
6

9
8
6

2
4
,
6
6
6
.
0

1
,
0
3
4

1
4
5

4
,
1
8
1

5
7
8

6
,
6
8
3
.
0

3
,
0
0
2

7
4
3

4
1
3

3
,
5
8
0
.
0

（
3
3
,
7
7
3
.
5
)

（
6
,
2
5
9
)

（
6
4
3
)

（
1
0
,
5
4
6
)

（
1
,
0
3
8
)

（
2
4
,
2
2
6
.
0

)
（

1
,
0
1
0
)

（
1
6
7
)

（
3
,
9
1
0
)

（
5
3
7
)

（
6
,
3
6
5
.
5

)
（

2
,
6
7
1
)

（
6
4
4

)
(

3
7
8

)
（

3
,
1
8
2
.
0
)

卸
売
業
,小
売
業

8
3
,
5
3
5
.
5

1
2
,
3
6
8

2
,
3
3
8

1
6
,
3
9
7

3
,
4
4
9

4
5
,
1
9
5
.
5

3
,
2
1
3

7
7
8

1
5
,
6
5
3

4
,
3
0
1

2
5
,
0
0
7
.
5

9
,
5
0
8

4
,
7
9
2

2
,
8
5
7

1
3
,
3
3
2
.
5

（
8
0
,
5
4
0
.
5
)

（
1
2
,
1
7
7
)

（
2
,
2
7
6
)

（
1
6
,
3
7
1
)

（
3
,
3
2
7
)

（
4
4
,
6
6
4
.
5

)
（

3
,
1
5
3
)

（
7
5
0
)

（
1
4
,
8
5
4
)

（
4
,
0
0
4
)

（
2
3
,
9
1
2
.
0

)
（

8
,
4
0
3
)

（
4
,
4
3
8

)
(

2
,
6
8
4
)

（
1
1
,
9
6
4
.
0
)

2
4
,
3
8
0
.
5

6
,
0
7
3

2
5
0

7
,
6
8
4

3
1
6

2
0
,
2
3
8
.
0

2
8
4

9
8
6
5

1
8

1
,
4
5
1
.
0

2
,
5
5
0

1
6
2

1
2
1

2
,
6
9
1
.
5

（
2
4
,
4
3
1
.
0
)

（
6
,
2
1
9
)

（
2
4
8
)

（
8
,
1
6
3
)

（
3
4
3
)

（
2
1
,
0
2
0
.
5

)
（

2
4
5
)

（
8
)

（
7
4
9
)

（
1
4
)

（
1
,
2
5
4
.
0

)
（

2
,
0
6
4
)

（
1
1
1

)
(

7
4
)

（
2
,
1
5
6
.
5
)

不
動
産
業
,物
品
賃
貸
業

8
,
1
8
8
.
0

1
,
6
0
5

1
8
3

2
,
1
0
4

2
1
6

5
,
6
0
5
.
0

1
8
6

2
1

9
3
1

1
1
9

1
,
3
8
3
.
5

1
,
0
3
8

2
1
1

1
1
2

1
,
1
9
9
.
5

（
7
,
5
4
3
.
5
)

（
1
,
4
8
1
)

（
1
8
0
)

（
2
,
0
0
4
)

（
1
9
2
)

（
5
,
2
4
2
.
0

)
（

1
6
6
)

（
2
9
)

（
8
3
0
)

（
1
0
8
)

（
1
,
2
4
5
.
0

)
（

9
0
5
)

（
1
8
9

)
(

1
1
4
)

（
1
,
0
5
6
.
5
)

2
0
,
0
9
8
.
5

3
,
6
8
3

4
3
8

4
,
4
7
4

5
6
8

1
2
,
5
6
2
.
0

6
5
9

8
7

2
,
4
7
3

7
0
9

4
,
2
3
2
.
5

2
,
7
9
5

6
2
9

3
8
9

3
,
3
0
4
.
0

（
1
6
,
4
0
8
.
5
)

（
3
,
2
1
5
)

（
3
9
1
)

（
3
,
9
6
8
)

（
5
4
5
)

（
1
1
,
0
6
1
.
5

)
（

4
7
0
)

（
8
4
)

（
1
,
8
2
4
)

（
6
6
3
)

（
3
,
1
7
9
.
5

)
（

1
,
7
9
7
)

（
4
6
7

)
(

2
7
4
)

（
2
,
1
6
7
.
5
)

宿
泊
業
,飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

1
8
,
1
3
9
.
0

1
,
9
5
4

6
8
2

2
,
7
8
0

1
,
0
4
4

7
,
8
9
2
.
0

1
,
0
4
8

4
7
1

4
,
2
0
0

1
,
9
2
1

7
,
7
2
7
.
5

1
,
5
8
7

1
,
1
4
7

7
1
8

2
,
5
1
9
.
5

（
1
7
,
2
2
0
.
5
)

（
1
,
7
8
9
)

（
6
3
6
)

（
2
,
6
3
6
)

（
1
,
0
1
1
)

（
7
,
3
5
5
.
5

)
（

1
,
0
2
4
)

（
5
4
0
)

（
4
,
1
2
7
)

（
1
,
9
1
5
)

（
7
,
6
7
2
.
5

)
（

1
,
4
0
3
)

（
9
8
2

)
(

5
9
7
)

（
2
,
1
9
2
.
5
)

1
2
,
3
9
5
.
0

1
,
3
5
7

3
7
8

2
,
0
3
3

5
5
7

5
,
4
0
3
.
5

9
9
6

1
5
8

2
,
8
6
2

5
0
4

5
,
2
6
4
.
0

1
,
1
7
5

6
7
6

4
2
9

1
,
7
2
7
.
5

（
1
1
,
9
9
8
.
0
)

（
1
,
3
2
9
)

（
3
5
4
)

（
1
,
9
9
2
)

（
5
4
5
)

（
5
,
2
7
6
.
5

)
（

9
9
3
)

（
1
7
6
)

（
2
,
8
0
9
)

（
5
0
6
)

（
5
,
2
2
4
.
0

)
（

1
,
0
0
6
)

（
6
1
0

)
(

3
7
3
)

（
1
,
4
9
7
.
5
)

8
,
2
0
9
.
5

1
,
8
0
7

1
9
7

2
,
1
1
4

2
2
8

6
,
0
3
9
.
0

2
0
0

2
9

5
1
9

8
4

9
9
0
.
0

9
7
9

2
3
8

1
6
5

1
,
1
8
0
.
5

（
7
,
8
6
5
.
5
)

（
1
,
7
5
4
)

（
1
7
9

)
（

2
,
0
9
7
)

（
2
0
6

（
5
,
8
8
7
.
0

)
（

2
0
0
)

（
2
2
)

（
4
9
6
)

（
5
0
)

（
9
4
3
.
0

)
（

8
7
1
)

（
2
0
3

)
(

1
2
6
)

（
1
,
0
3
5
.
5
)

医
療
,福
祉

7
9
,
3
6
8
.
5

1
0
,
6
8
9

3
,
5
3
5

1
5
,
5
0
3

4
,
2
2
6

4
2
,
5
2
9
.
0

3
,
0
3
0

1
,
7
0
8

1
0
,
2
4
5

7
,
3
2
5

2
1
,
6
7
5
.
5

7
,
3
8
7

1
0
,
0
0
6

5
,
5
4
8

1
5
,
1
6
4
.
0

（
7
6
,
6
3
7
.
5
)

（
1
0
,
4
5
5
)

（
3
,
3
0
8
)

（
1
5
,
1
4
4
)

（
4
,
0
5
8
)

（
4
1
,
3
9
1
.
0

)
（

2
,
9
7
5
)

（
1
,
6
3
8
)

（
9
,
9
4
5
)

（
6
,
9
4
0
)

（
2
1
,
0
0
3
.
0

)
（

6
,
5
4
7
)

（
9
,
2
9
2

)
(

6
,
1
0
1
)

（
1
4
,
2
4
3
.
5
)

6
,
0
7
5
.
0

1
,
1
5
0

1
0
6

1
,
6
9
5

1
2
9

4
,
1
6
5
.
5

2
5
5

6
1

6
3
5

1
5
2

1
,
2
8
2
.
0

5
1
8

1
4
1

7
8

6
2
7
.
5

（
5
,
8
6
4
.
0
)

（
1
,
1
4
6
)

（
9
6

)
（

1
,
6
8
2

)
（

1
2
0

)
（

4
,
1
3
0
.
0

)
（

2
4
7
)

（
5
6
)

（
5
7
9
)

（
1
3
8
)

（
1
,
1
9
8
.
0

)
（

4
4
8
)

（
1
1
7

)
(

5
9
)

（
5
3
6
.
0
)

サ
ー
ビ
ス
業

6
5
,
8
7
5
.
0

1
0
,
8
9
2

2
,
0
0
5

1
5
,
3
5
1

3
,
0
3
3

4
0
,
6
5
6
.
5

2
,
8
9
3

3
4
7

7
,
4
6
9

1
,
3
4
7

1
4
,
2
7
5
.
5

9
,
1
8
0

2
,
2
1
1

1
,
3
1
5

1
0
,
9
4
3
.
0

（
6
1
,
9
9
5
.
0
)

（
1
0
,
4
0
3
)

（
1
,
7
8
8
)

（
1
4
,
9
5
8
)

（
2
,
8
9
4
)

（
3
8
,
9
9
9
.
0

)
（

2
,
8
3
5
)

（
3
5
1
)

（
6
,
9
7
2
)

（
1
,
1
9
1
)

（
1
3
,
5
8
8
.
5

)
（

7
,
9
8
2
)

（
1
,
7
7
5

)
(

1
,
0
7
6
)

（
9
,
4
0
7
.
5
)

注
　

１
(
1
)
②

の
表

と
同

じ

f．
　
計

ｃ
＋
(ｄ
-
e)
×
0
.5
+
e

ｃ
．
重
度
以
外
の

身
体
障
害
者

ｅ
．
　
計

a×
２
＋
ｂ
＋
ｃ
＋
ｄ
×

0
.5

鉱
業
,採
石
業
,砂
利
採
取

業 学
術
研
究
,専
門
・
技
術

サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
,

娯
楽
業

ｄ
．
重
度
以
外
の

身
体
障
害
者
で
あ

る
短
時
間
労
働
者

ｄ
．
重
度
以
外
の

知
的
障
害
者
で
あ

る
短
時
間
労
働
者

e.
d
の
う
ち
、

（
注
５
）
に
該
当

す
る
労
働
者

③
知
的
障
害
者
の
数

ａ
.重
度
知
的
障
害

者
b
．
　
重
度
知
的
障

害
者
で
あ
る
短
時

間
労
働
者

ｃ
．
重
度
以
外
の

知
的
障
害
者

④
精
神
障
害
者
の
数

g．
う
ち
新
規
雇
用

分

ｅ
．
　
計

a×
２
＋
ｂ
＋
ｃ
＋
ｄ
×

0
.5

ｆ．
う
ち
新
規
雇
用
分

ｃ
.精
神
障
害
者

ｄ
．
精
神
障
害
者

で
あ
る
短
時
間
労

働
者

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

教
育
・
学
習
支
援
業

ｆ．
う
ち
新
規
雇
用
分

区
分

① 障
害
者
の
数

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水

道
業

金
融
業
,保
険
業

b
．
　
重
度
身
体
障

害
者
で
あ
る
短
時

間
労
働
者

②
身
体
障
害
者
の
数

ａ
.重
度
身
体
障
害

者
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③
　

製
造

業
に

お
け

る
雇

用
状

況
（

概
況

）

企
業

人
人

人
人

人
人

人
％

企
業

％

製
造
業
計

2
5
,
2
3
8

7
,
1
0
8
,
8
4
9
.
5

3
7
,
0
0
3

1
,
6
8
8

7
3
,
4
3
5

3
,
7
3
5

1
5
0
,
9
9
6
.
5

1
2
,
2
1
9
.
5

2
.
1
2

1
3
,
6
1
3

5
3
.
9

〈
11

0,
12

7.
0

〉
〈

1.
55

〉

(
2
4
,
9
7
9
)

(
6
,
9
9
0
,
8
1
5
.
0

)
(

3
6
,
1
4
7
)

(
1
,
5
7
2
)

(
6
8
,
9
4
4
)

(
3
,
2
3
1
)

(
1
4
4
,
4
2
5
.
5
)

(
1
1
,
1
1
3
.
5
)

(
2
.
0
7
)

(
1
3
,
0
2
5
)

(
5
2
.
1

)

企
業

人
人

人
人

人
人

人
％

企
業

％

食
料
品
・
た
ば
こ

3
,
9
9
5

8
9
8
,
7
6
1
.
5

3
,
7
8
7

5
3
0

1
2
,
6
4
5

1
,
5
0
0

2
1
,
4
9
9
.
0

2
,
1
5
8
.
5

2
.
3
9

2
,
5
3
2

6
3
.
4

13
,9

83
.0

〈
1.

56
〉

(
3
,
9
8
9
)

(
8
9
8
,
0
8
4
.
5

)
(

3
,
7
7
1
)

(
4
6
0
)

(
1
2
,
0
9
7
)

(
1
,
2
3
2
)

(
2
0
,
7
1
5
.
0
)

(
1
,
9
7
3
.
0
)

(
2
.
3
1
)

(
2
,
4
7
7
)

(
6
2
.
1

)

繊
維
・
衣
服

9
9
1

1
4
4
,
9
8
4
.
0

7
0
5

5
2

1
,
8
4
1

1
4
5

3
,
3
7
5
.
5

2
5
2
.
5

2
.
3
3

6
1
4

6
2
.
0

(
9
8
5
)

(
1
4
5
,
2
9
9
.
0

)
(

7
1
2
)

(
5
2
)

(
1
,
8
2
7
)

(
1
3
4
)

(
3
,
3
7
0
.
0
)

(
2
5
9
.
5
)

(
2
.
3
2
)

(
6
3
4
)

(
6
4
.
4

)

木
材
・
家
具

5
3
5

7
9
,
9
1
4
.
5

3
4
7

2
0

9
3
9

2
3

1
,
6
6
4
.
5

1
0
9
.
5

2
.
0
8

3
2
5

6
0
.
7

1,
48

6.
0

〈
1.

86
〉

(
5
3
9
)

(
7
8
,
6
6
5
.
5

)
(

3
3
9
)

(
1
9
)

(
9
1
1
)

(
2
6
)

(
1
,
6
2
1
.
0
)

(
1
1
3
.
0
)

(
2
.
0
6
)

(
3
1
1
)

(
5
7
.
7

)

ﾊ
ﾟﾙ
ﾌ
ﾟ・
紙
・
印
刷

1
,
9
2
0

3
7
4
,
9
3
8
.
0

1
,
7
3
0

9
5

3
,
8
4
6

1
5
8

7
,
4
8
0
.
0

6
2
3
.
0

1
.
9
9

9
9
5

5
1
.
8

(
1
,
9
2
3
)

(
3
7
6
,
4
7
0
.
5

)
(

1
,
7
5
1
)

(
8
5
)

(
3
,
6
5
3
)

(
1
4
4
)

(
7
,
3
1
2
.
0
)

(
5
1
5
.
5
)

(
1
.
9
4
)

(
9
5
0
)

(
4
9
.
4

)

化
学
工
業

2
,
6
8
1

9
0
5
,
6
1
2
.
5

4
,
8
5
4

1
7
8

8
,
8
3
5

3
1
9

1
8
,
8
8
0
.
5

1
,
5
6
4
.
5

2
.
0
8

1
,
3
0
1

4
8
.
5

12
,1

90
.0

〈
1.

35
〉

(
2
,
6
0
5
)

(
8
9
1
,
3
1
6
.
0

)
(

4
,
7
2
8
)

(
1
6
6
)

(
8
,
3
1
3
)

(
2
8
0
)

(
1
8
,
0
7
5
.
0
)

(
1
,
4
2
1
.
0
)

(
2
.
0
3
)

(
1
,
2
0
5
)

(
4
6
.
3

)

窯
業
・
土
石

7
0
8

1
3
4
,
3
5
3
.
0

6
0
7

2
7

1
,
3
3
4

7
2

2
,
6
1
1
.
0

2
0
8
.
0

1
.
9
4

3
8
2

5
4
.
0

(
6
8
6
)

(
1
3
2
,
0
2
3
.
5

)
(

5
8
9
)

(
2
5
)

(
1
,
2
8
1
)

(
5
7
)

(
2
,
5
1
2
.
5
)

(
1
9
3
.
5
)

(
1
.
9
0
)

(
3
5
6
)

(
5
1
.
9

)

鉄
鋼

5
5
1

1
5
2
,
4
1
3
.
5

7
2
9

2
2

1
,
5
6
3

4
6

3
,
0
6
6
.
0

1
9
5
.
5

2
.
0
1

2
9
2

5
3
.
0

2,
59

7.
0

〈
1.

70
〉

(
5
5
5
)

(
1
4
9
,
2
7
8
.
5

)
(

7
0
4
)

(
1
7
)

(
1
,
5
1
5
)

(
3
6
)

(
2
,
9
5
8
.
0
)

(
1
9
2
.
0
)

(
1
.
9
8
)

(
2
8
9
)

(
5
2
.
1

)

非
鉄
金
属

4
6
9

1
3
7
,
3
5
4
.
0

7
2
1

3
3

1
,
3
4
1

6
0

2
,
8
4
6
.
0

2
1
8
.
5

2
.
0
7

2
5
2

5
3
.
7

(
4
6
6
)

(
1
3
3
,
8
6
6
.
0

)
(

7
1
1
)

(
2
1
)

(
1
,
2
2
5
)

(
4
3
)

(
2
,
6
8
9
.
5
)

(
2
2
2
.
0
)

(
2
.
0
1
)

(
2
4
3
)

(
5
2
.
1

)

金
属
製
品

2
,
5
9
6

3
6
7
,
3
0
8
.
5

1
,
5
9
2

7
2

3
,
9
2
0

1
6
7

7
,
2
5
9
.
5

5
8
0
.
0

1
.
9
8

1
,
3
5
1

5
2
.
0

5,
21

2.
0

〈
1.

42
〉

(
2
,
4
9
7
)

(
3
5
7
,
0
6
7
.
0

)
(

1
,
5
7
3
)

(
6
9
)

(
3
,
6
8
9
)

(
1
4
0
)

(
6
,
9
7
4
.
0
)

(
5
6
3
.
0
)

(
1
.
9
5
)

(
1
,
2
8
0
)

(
5
1
.
3

)

電
気
機
械

2
,
5
1
0

1
,
2
1
0
,
0
0
1
.
0

7
,
6
6
5

1
6
3

1
0
,
9
0
2

3
4
0

2
6
,
5
6
5
.
0

1
,
8
0
9
.
5

2
.
2
0

1
,
3
7
3

5
4
.
7

(
2
,
4
9
5
)

(
1
,
1
8
8
,
0
1
0
.
5

)
(

7
,
4
6
6
)

(
1
8
0
)

(
1
0
,
0
8
6
)

(
3
2
4
)

(
2
5
,
3
6
0
.
0
)

(
1
,
5
8
2
.
5
)

(
2
.
1
3
)

(
1
,
3
3
7
)

(
5
3
.
6

)

そ
の
他
機
械

5
,
6
8
4

1
,
9
9
6
,
4
1
8
.
0

1
0
,
8
3
8

2
6
5

1
9
,
0
8
2

4
8
4

4
1
,
2
6
5
.
0

3
,
2
5
5
.
5

2
.
0
7

2
,
8
8
4

5
0
.
7

30
,3

16
.0

〈
1.

52
〉

(
5
,
6
4
2
)

(
1
,
9
5
6
,
9
6
2
.
0

)
(

1
0
,
5
4
3
)

(
2
6
5
)

(
1
7
,
8
3
6
)

(
4
2
5
)

(
3
9
,
3
9
9
.
5
)

(
3
,
0
0
4
.
0
)

(
2
.
0
1
)

(
2
,
7
4
3
)

(
4
8
.
6

)

そ
の
他

2
,
5
9
8

7
0
6
,
7
9
1
.
0

3
,
4
2
8

2
3
1

7
,
1
8
7

4
2
1

1
4
,
4
8
4
.
5

1
,
2
4
4
.
5

2
.
0
5

1
,
3
1
2

5
0
.
5

(
2
,
5
9
7
)

(
6
8
3
,
7
7
2
.
0

)
(

3
,
2
6
0
)

(
2
1
3
)

(
6
,
5
1
1
)

(
3
9
0
)

(
1
3
,
4
3
9
.
0
)

(
1
,
0
7
4
.
5
)

(
1
.
9
7
)

(
1
,
2
0
0
)

(
4
6
.
2

)

注
 
１

(
1
)
①

の
表

と
同

じ

⑥ 法
定
雇
用
率

達
成
企
業
の

割
合

⑤ 法
定
雇
用
率
達

成
企
業
の
数

④ 実
雇
用
率

Ｅ
÷
②
×
1
0
0

Ｆ
．
う
ち
新
規
雇
用

分

Ａ
.重
度
身
体

障
害
者
及
び
重

度
知
的
障
害
者

Ｂ
.重
度
身
体
障

害
者
及
び
重
度

知
的
障
害
者
で

あ
る
短
時
間
労
働

者

Ｃ
．
重
度
以
外
の

身
体
障
害
者
、
知

的
障
害
者
及
び

精
神
障
害
者
（
注

４
）

Ｄ
.重
度
以
外
の
身

体
障
害
者
及
び
知

的
障
害
者
並
び
に

精
神
障
害
者
で
あ

る
短
時
間
労
働
者

（
注
５
）

区
分

② 法
定
雇
用
障
害
者
数

の
算
定
の
基
礎
と
な
る

労
働
者
数

① 企
業
数

Ｅ
．
　
計

Ａ
×
２
＋
Ｂ
＋
Ｃ
＋
Ｄ

×
0
.5

③
　
障
害
者
の
数
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④
　
製
造
業
に
お
け
る
雇
用
状
況
（
障
害
種
別
）

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人

製
造
業
計

1
5
0
,
9
9
6
.
5

3
0
,
9
3
7

1
,
2
0
3

3
7
,
4
7
3

1
,
6
9
5

1
0
1
,
3
9
7
.
5

6
,
0
6
6

4
8
5

2
1
,
8
5
0

1
,
3
6
6

3
5
,
1
5
0
.
0

1
3
,
2
0
9

1
,
5
7
7

9
0
3

1
4
,
4
4
9
.
0

（
1
4
4
,
4
2
5
.
5
)

（
3
0
,
3
9
8
）

（
1
,
1
1
2
）

（
3
7
,
3
0
5
）

（
1
,
5
5
7
）

（
9
9
,
9
9
1
.
5

)
（

5
,
7
4
9
）

（
4
6
0
）

（
2
0
,
0
3
7
）

（
1
,
1
3
8
）

（
3
2
,
5
6
4
.
0

)
（

1
0
,
9
0
0
）

（
1
,
2
3
8
）

(
7
0
2
)

（
1
1
,
8
7
0
.
0

)

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人

食
料
品
・
た
ば
こ

2
1
,
4
9
9
.
0

2
,
5
1
5

3
4
2

4
,
3
8
0

5
1
5

1
0
,
0
0
9
.
5

1
,
2
7
2

1
8
8

6
,
2
9
9

7
5
2

9
,
4
0
7
.
0

1
,
6
6
8

5
3
1

2
9
8

2
,
0
8
2
.
5

（
2
0
,
7
1
5
.
0
)

（
2
,
4
7
2
)

（
2
9
7
)

（
4
,
4
3
9
)

（
4
8
7
)

（
9
,
9
2
3
.
5

)
（

1
,
2
9
9
)

（
1
6
3
)

（
6
,
0
1
0
)

（
5
9
2
)

（
9
,
0
6
7
.
0

)
（

1
,
4
1
5
)

（
3
8
6
)

(
2
3
3
)

（
1
,
7
2
4
.
5

)

繊
維
工
業

3
,
3
7
5
.
5

5
7
4

4
1

9
5
2

8
3

2
,
1
8
2
.
5

1
3
1

1
1

5
8
9

3
6

8
8
0
.
0

2
7
1

5
5

2
9

3
1
3
.
0

（
3
,
3
7
0
.
0
)

（
5
8
2
)

（
3
5
)

（
9
9
3
)

（
9
2
)

（
2
,
2
3
8
.
0

)
（

1
3
0
)

（
1
7
)

（
5
6
0
)

（
2
5
)

（
8
4
9
.
5

)
（

2
4
5
)

（
4
6
)

(
2
9
)

（
2
8
2
.
5

)

木
材
・
家
具

1
,
6
6
4
.
5

3
1
2

1
8

5
1
0

1
3

1
,
1
5
8
.
5

3
5

2
2
8
1

5
3
5
5
.
5

1
4
3

1
0

5
1
5
0
.
5

（
1
,
6
2
1
.
0
)

（
3
0
3
)

（
1
8
)

（
5
1
0
)

（
1
3
)

（
1
,
1
4
0
.
5

)
（

3
6
)

（
1
)

（
2
7
2
)

（
1
0
)

（
3
5
0
.
0

)
（

1
2
3
)

（
9
)

(
6
)

（
1
3
0
.
5

)

ﾊ
ﾟﾙ
ﾌ
ﾟ・
紙
・
印
刷

7
,
4
8
0
.
0

1
,
4
9
9

5
8

2
,
0
7
4

7
6

5
,
1
6
8
.
0

2
3
1

3
7

9
6
2

4
5

1
,
4
8
3
.
5

7
5
4

9
3

5
6

8
2
8
.
5

（
7
,
3
1
2
.
0
)

（
1
,
5
3
2
)

（
5
3
)

（
2
,
0
8
9
)

（
7
6
)

（
5
,
2
4
4
.
0

)
（

2
1
9
)

（
3
2
)

（
9
2
0
)

（
4
2
)

（
1
,
4
1
1
.
0

)
（

5
9
7
)

（
7
3
)

(
4
7
)

（
6
5
7
.
0

)

化
学
工
業

1
8
,
8
8
0
.
5

3
,
8
6
7

1
3
3

4
,
9
3
7

1
9
1

1
2
,
8
9
9
.
5

9
8
7

4
5

2
,
0
7
0

8
4

4
,
1
3
1
.
0

1
,
7
3
9

1
3
3

8
9

1
,
8
5
0
.
0

（
1
8
,
0
7
5
.
0
)

（
3
,
7
9
6
)

（
1
2
4
)

（
4
,
9
8
8
)

（
1
6
2
)

（
1
2
,
7
8
5
.
0

)
（

9
3
2
)

（
4
2
)

（
1
,
8
5
0
)

（
8
0
)

（
3
,
7
9
6
.
0

)
（

1
,
4
0
8
)

（
1
0
5
)

(
6
7
)

（
1
,
4
9
4
.
0

)

窯
業
・
土
石

2
,
6
1
1
.
0

5
2
4

1
7

7
7
7

2
9

1
,
8
5
6
.
5

8
3

1
0

3
6
8

3
3

5
6
0
.
5

1
8
0

1
9

9
1
9
4
.
0

（
2
,
5
1
2
.
5
)

（
5
0
7
)

（
1
8
)

（
7
7
7
)

（
2
6
)

（
1
,
8
2
2
.
0

)
（

8
2
)

（
7
)

（
3
4
9
)

（
2
6
)

（
5
3
3
.
0

)
（

1
4
1
)

（
1
9
)

(
1
4
)

（
1
5
7
.
5

)

鉄
鋼

3
,
0
6
6
.
0

6
5
7

2
2

1
,
0
3
4

3
4

2
,
3
8
7
.
0

7
2

0
2
4
8

6
3
9
5
.
0

2
7
7

1
0

4
2
8
4
.
0

（
2
,
9
5
8
.
0
)

（
6
3
4
)

（
1
6
)

（
1
,
0
4
8
)

（
2
8
)

（
2
,
3
4
6
.
0

)
（

7
0
)

（
1
)

（
2
1
9
)

（
3
)

（
3
6
1
.
5

)
（

2
4
1
)

（
1
2
)

(
7
)

（
2
5
0
.
5

)

非
鉄
金
属

2
,
8
4
6
.
0

5
6
7

2
7

7
1
6

3
4

1
,
8
9
4
.
0

1
5
4

6
3
7
2

1
2

6
9
2
.
0

2
4
4

2
3

9
2
6
0
.
0

（
2
,
6
8
9
.
5
)

（
5
6
3
)

（
1
7
)

（
7
0
1
)

（
2
6
)

（
1
,
8
5
7
.
0

)
（

1
4
8
)

（
4
)

（
3
3
3
)

（
1
0
)

（
6
3
8
.
0

)
（

1
8
5
)

（
1
3
)

(
6
)

（
1
9
4
.
5

)

金
属
製
品

7
,
2
5
9
.
5

1
,
2
6
6

5
4

1
,
9
4
8

9
2

4
,
5
8
0
.
0

3
2
6

1
8

1
,
2
2
6

4
8

1
,
9
2
0
.
0

6
9
3

8
0

5
3

7
5
9
.
5

（
6
,
9
7
4
.
0
)

（
1
,
2
5
1
)

（
5
4
)

（
1
,
9
1
8
)

（
7
4
)

（
4
,
5
1
1
.
0

)
（

3
2
2
)

（
1
5
)

（
1
,
1
6
1
)

（
4
4
)

（
1
,
8
4
2
.
0

)
（

5
7
2
)

（
6
0
)

(
3
8
)

（
6
2
1
.
0

)

電
気
機
械

2
6
,
5
6
5
.
0

6
,
8
3
4

1
3
9

6
,
2
8
5

1
8
0

2
0
,
1
8
2
.
0

8
3
1

2
4

2
,
4
8
3

1
1
5

4
,
2
2
6
.
5

2
,
0
3
7

1
4
2

9
7

2
,
1
5
6
.
5

（
2
5
,
3
6
0
.
0
)

（
6
,
7
0
9
)

（
1
4
6
)

（
6
,
1
6
7
)

（
1
5
9
)

（
1
9
,
8
1
0
.
5

)
（

7
5
7
)

（
3
4
)

（
2
,
1
6
6
)

（
1
0
4
)

（
3
,
7
6
6
.
0

)
（

1
,
7
0
2
)

（
1
1
2
)

(
5
1
)

（
1
,
7
8
3
.
5

)

そ
の
他
機
械

4
1
,
2
6
5
.
0

9
,
4
4
8

2
1
7

1
0
,
1
9
1

2
8
8

2
9
,
4
4
8
.
0

1
,
3
9
0

4
8

5
,
0
1
4

9
9

7
,
8
9
1
.
5

3
,
7
1
5

2
5
9

1
6
2

3
,
9
2
5
.
5

（
3
9
,
3
9
9
.
5
)

（
9
,
2
7
6
)

（
2
1
2
)

（
1
0
,
1
0
2
)

（
2
5
9
)

（
2
8
,
9
9
5
.
5

)
（

1
,
2
6
7
)

（
5
3
)

（
4
,
4
9
2
)

（
9
3
)

（
7
,
1
2
5
.
5

)
（

3
,
1
0
6
)

（
2
0
9
)

(
1
3
6
)

（
3
,
2
7
8
.
5

)

そ
の
他

1
4
,
4
8
4
.
5

2
,
8
7
4

1
3
5

3
,
6
6
9

1
6
0

9
,
6
3
2
.
0

5
5
4

9
6

1
,
9
3
8

1
3
1

3
,
2
0
7
.
5

1
,
4
8
8

2
2
2

9
2

1
,
6
4
5
.
0

（
1
3
,
4
3
9
.
0
)

（
2
,
7
7
3
)

（
1
2
2
)

（
3
,
5
7
3
)

（
1
5
5
)

（
9
,
3
1
8
.
5

)
（

4
8
7
)

（
9
1
)

（
1
,
7
0
5
)

（
1
0
9
)

（
2
,
8
2
4
.
5

)
（

1
,
1
6
5
)

（
1
9
4
)

(
6
8
)

（
1
,
2
9
6
.
0

)

注
　

１
(
1
)
②

の
表

と
同

じ

④
精
神
障
害
者
の
数

ｃ
.精
神
障
害
者

ｄ
．
精
神
障
害
者

で
あ
る
短
時
間

労
働
者

f．
　
計

ｃ
＋
(ｄ
-
e)
×
0
.5
+
e

b
．
　
重
度
身
体

障
害
者
で
あ
る

短
時
間
労
働
者

③
知
的
障
害
者
の
数

ａ
.重
度
知
的
障
害

者
b
．
　
重
度
知
的

障
害
者
で
あ
る

短
時
間
労
働
者

ｃ
．
重
度
以
外
の

知
的
障
害
者

ｅ
．
　
計

a×
２
＋
ｂ
＋
ｃ
＋
ｄ
×

0
.5

ｄ
．
重
度
以
外
の

知
的
障
害
者
で
あ

る
短
時
間
労
働
者

e.
d
の
う
ち
、
（
注

５
）
に
該
当
す
る

労
働
者

ｅ
．
　
計

a×
２
＋
ｂ
＋
ｃ
＋
ｄ
×

0
.5

区
分

②
身
体
障
害
者
の
数

ｃ
．
重
度
以
外
の

身
体
障
害
者

① 障
害
者
の
数

ａ
.重
度
身
体
障
害

者
ｄ
．
重
度
以
外
の

身
体
障
害
者
で
あ

る
短
時
間
労
働
者
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(
4
)
 
民

間
企

業
に

お
け

る
雇

用
状

況
の

推
移

(
各

年
６

月
１

日
現

在
)

対
前
年
増
減

対
前
年
増
減

対
前
年
増
減

昭
和

5
2

年
1
2
8
,
4
2
9

1
.
0
9

5
2
.
8

5
3

1
2
6
,
4
9
3

△
 
1
,
9
3
6

1
.
1
1

0
.
0
2

5
2
.
1

△
 
0
.
7

5
4

1
2
8
,
4
9
3

2
,
0
0
0

1
.
1
2

0
.
0
1

5
2
.
0

△
 
0
.
1

5
5

1
3
5
,
2
2
8

6
,
7
3
5

1
.
1
3

0
.
0
1

5
1
.
6

△
 
0
.
4

5
6

1
4
4
,
7
1
3

9
,
4
8
5

1
.
1
8

0
.
0
5

5
3
.
4

1
.
8

5
7

1
5
2
,
6
0
3

7
,
8
9
0

1
.
2
2

0
.
0
4

5
3
.
8

0
.
4

5
8

1
5
5
,
5
1
5

2
,
9
1
2

1
.
2
3

0
.
0
1

5
3
.
5

△
 
0
.
3

5
9

1
5
9
,
9
0
9

4
,
3
9
4

1
.
2
5

0
.
0
2

5
3
.
6

0
.
1

6
0

1
6
8
,
2
7
6

8
,
3
6
7

1
.
2
6

0
.
0
1

5
3
.
5

△
 
0
.
1

6
1

1
7
0
,
2
4
7

1
,
9
7
1

1
.
2
6

0
.
0
0

5
3
.
8

0
.
3

注
１

6
2

1
7
1
,
8
8
0

1
,
6
3
3

1
.
2
5

△
 
0
.
0
1

5
3
.
0

△
 
0
.
8

　
障

害
者

の
数

と
は

、
次

に
掲

げ
る

者
の

合
計

で
あ

る
。

6
3

1
8
7
,
1
1
5

1
5
,
2
3
5

1
.
3
1

0
.
0
6

5
1
.
5

△
 
1
.
5

～
昭

和
6
2
年

(
1
7
7
,
7
0
8

)
(

5
,
8
2
8
)
(

1
.
2
5

)
(

0
.
0
0
)

身
体

障
害

者
（

重
度

身
体

障
害

者
は

ダ
ブ

ル
カ

ウ
ン

ト
）

平
成

元
年

1
9
5
,
2
7
6

8
,
1
6
1

1
.
3
2

0
.
0
1

5
1
.
6

0
.
1

昭
和

6
3
年

～
平

成
４

年

2
2
0
3
,
6
3
4

8
,
3
5
8

1
.
3
2

0
.
0
0

5
2
.
2

0
.
6

身
体

障
害

者
（

重
度

身
体

障
害

者
は

ダ
ブ

ル
カ

ウ
ン

ト
）

、

3
2
1
4
,
8
1
4

1
1
,
1
8
0

1
.
3
2

0
.
0
0

5
1
.
8

△
 
0
.
4

知
的

障
害

者

4
2
2
9
,
6
2
7

1
4
,
8
1
3

1
.
3
6

0
.
0
4

5
1
.
9

0
.
1

平
成

５
年

～
平

成
1
7
年

5
2
4
0
,
9
8
5

1
1
,
3
5
8

1
.
4
1

0
.
0
5

5
1
.
4

△
 
0
.
5

身
体

障
害

者
（

重
度

身
体

障
害

者
は

ダ
ブ

ル
カ

ウ
ン

ト
）

、

(
2
3
7
,
6
2
1

)
(

7
,
9
9
4
)
(

1
.
3
9

)
(

0
.
0
3
)

知
的

障
害

者
（

重
度

知
的

障
害

者
は

ダ
ブ

ル
カ

ウ
ン

ト
）

、

6
2
4
5
,
3
4
8

4
,
3
6
3

1
.
4
4

0
.
0
3

5
0
.
4

△
 
1
.
0

重
度

身
体

障
害

者
又

は
重

度
知

的
障

害
者

で
あ

る
短

時
間

労
働

者

7
2
4
7
,
0
7
7

1
,
7
2
9

1
.
4
5

0
.
0
1

5
0
.
6

0
.
2

平
成

1
8
年

8
2
4
7
,
9
8
2

9
0
5

1
.
4
7

0
.
0
2

5
0
.
5

△
 
0
.
1

身
体

障
害

者
（

重
度

身
体

障
害

者
は

ダ
ブ

ル
カ

ウ
ン

ト
）

、

9
2
5
0
,
0
3
0

2
,
0
4
8

1
.
4
7

0
.
0
0

5
0
.
2

△
 
0
.
3

知
的

障
害

者
（

重
度

知
的

障
害

者
は

ダ
ブ

ル
カ

ウ
ン

ト
）

、

1
0

2
5
1
,
4
4
3

1
,
4
1
3

1
.
4
8

0
.
0
1

5
0
.
1

△
 
0
.
1

精
神
障
害
者
、

1
1

2
5
4
,
5
6
2

3
,
1
1
9

1
.
4
9

0
.
0
1

4
4
.
7

△
 
5
.
4

重
度

身
体

障
害

者
、

重
度

知
的

障
害

者
又

は
精

神
障

害
者

で
あ

る
短

時
間

労
働

者

(
2
4
9
,
9
2
0

)
(

△
 
1
,
5
2
3
)
(

1
.
4
8

)
(

0
.
0
0
)

（
精
神
障
害
者
で
あ
る
短
時
間
労
働
者
は
0
.5
カ
ウ
ン
ト
）

1
2

2
5
2
,
8
3
6

△
 
1
,
7
2
6

1
.
4
9

0
.
0
0

4
4
.
3

△
 
0
.
4

平
成

2
3
年

1
3

2
5
2
,
8
7
0

3
4

1
.
4
9

0
.
0
0

4
3
.
7

△
 
0
.
6

身
体

障
害

者
（

重
度

身
体

障
害

者
は

ダ
ブ

ル
カ

ウ
ン

ト
）

、

1
4

2
4
6
,
2
8
4

△
 
6
,
5
8
6

1
.
4
7

△
 
0
.
0
2

4
2
.
5

△
 
1
.
2

知
的

障
害

者
（

重
度

知
的

障
害

者
は

ダ
ブ

ル
カ

ウ
ン

ト
）

、

1
5

2
4
7
,
0
9
3

8
0
9

1
.
4
8

0
.
0
1

4
2
.
5

0
.
0

精
神
障
害
者
、

1
6

2
5
7
,
9
3
9

1
0
,
8
4
6

1
.
4
6

△
 
0
.
0
2

4
1
.
7

△
 
0
.
8

重
度

身
体

障
害

者
、

重
度

知
的

障
害

者
、

重
度

以
外

身
体

障
害

者
及

び
知

的
障

害
者

並
び

に
精

神
障

害
者

で
あ

る

1
7

2
6
9
,
0
6
6

1
1
,
1
2
7

1
.
4
9

0
.
0
3

4
2
.
1

0
.
4

短
時
間
労
働
者
（
重
度
以
外
身
体
障
害
者
及
び
知
的
障
害
者
並
び
に
精
神
障
害
者
で
あ
る
短
時
間
労
働
者
は
0
.5
カ
ウ
ン
ト
）
（
※
）

1
8

2
8
3
,
7
5
0
.
5

1
4
,
6
8
4
.
5

1
.
5
2

0
.
0
3

4
3
.
4

1
.
3

(
2
8
1
,
8
3
3

)
(

1
2
,
7
6
7
)
(

1
.
5
1

)
(

0
.
0
2
)

　
　
１
人
分
と
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
る
。

1
9

3
0
2
,
7
1
6
.
0

1
8
,
9
6
5
.
5

1
.
5
5

0
.
0
3

4
3
.
8

0
.
4

　
　
①
通
報
年
の
３
年
前
の
年
に
属
す
る
６
月
２
日
以
降
に
採
用
さ
れ
た
者
で
あ
る
こ
と

2
0

3
2
5
,
6
0
3

2
2
,
8
8
7

1
.
5
9

0
.
0
4

4
4
.
9

1
.
1

　
　
②
通
報
年
の
３
年
前
の
年
に
属
す
る
６
月
２
日
よ
り
前
に
採
用
さ
れ
た
者
で
、
同
日
以
後
に
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳
を

2
1

3
3
2
,
8
1
1
.
5

7
,
2
0
8
.
5

1
.
6
3

0
.
0
4

4
5
.
5

0
.
6

　
　
　
取
得
し
た
者
で
あ
る
こ
と

2
2

3
4
2
,
9
7
3
.
5

1
0
,
1
6
2
.
0

1
.
6
8

0
.
0
5

4
7
.
0

1
.
5

注
２

2
3

3
6
6
,
1
9
9
.
0

2
3
,
2
2
5
.
5

1
.
6
5

△
 
0
.
0
3

4
5
.
3

△
 
1
.
7

 
（

　
）

内
は

、
そ

れ
ぞ

れ
前

年
度

の
改

正
前

の
制

度
に

基
づ

い
て

計
算

し
た

場
合

の
数

値
で

あ
る

。

(
3
5
9
,
4
9
2
.
0

)
(

1
6
,
5
1
8
.
5
)
(

1
.
7
5

)
(

0
.
0
7
)

2
4

3
8
2
,
3
6
3
.
5

1
6
,
1
6
4
.
5

1
.
6
9

0
.
0
4

4
6
.
8

1
.
5

2
5

4
0
8
,
9
4
7
.
5

2
6
,
5
8
4
.
0

1
.
7
6

0
.
0
7

4
2
.
7

△
 
4
.
1

(
4
0
4
,
4
5
9
.
0

)
(

2
2
,
0
9
5
.
5
)
(

1
.
7
6

)
(

0
.
0
7
)

2
6

4
3
1
,
2
2
5
.
5

2
2
,
2
7
8
.
0

1
.
8
2

0
.
0
6

4
4
.
7

2
.
0

2
7

4
5
3
,
1
3
3
.
5

2
1
,
9
0
8
.
0

1
.
8
8

0
.
0
6

4
7
.
2

2
.
5

2
8

4
7
4
,
3
7
4
.
0

2
1
,
2
4
0
.
5

1
.
9
2

0
.
0
4

4
8
.
8

1
.
6

2
9

4
9
5
,
7
9
5
.
0

2
1
,
4
2
1
.
0

1
.
9
7

0
.
0
5

5
0
.
0

1
.
2

3
0

5
3
4
,
7
6
9
.
5

3
8
,
9
7
4
.
5

2
.
0
5

0
.
0
8

4
5
.
9

△
 
4
.
1

(
5
2
3
,
0
6
2
.
5
)
(

2
7
,
2
6
7
.
5
)
(

2
.
0
3
)
(

0
.
0
6
)

元
5
6
0
,
6
0
8
.
5

2
5
,8
3
9
.0

2
.
1
1

0
.
0
6

4
8
.
0

2
.
1

法
定
雇
用
率
達
成
企
業
の

割
合
（
％
)

年
実
雇
用
率
(
％
)

障
害
者
の
数
(
人
)

※
　
平
成
3
0
年
以
降
は
、
精
神
障
害
者
で
あ
る
短
時
間
労
働
者
で
あ
っ
て
も
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
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(5
) 

障
害

者
不

足
数

階
級

別
の

法
定

雇
用

率
未

達
成

企
業

数

0
.5
人
又
は
１
人
1
.5
人
又
は
2
人
2
.5
人
又
は
3
人
3
.5
人
又
は
4
人

4
.5
人
以
上

9
人
以
下

9
.5
人
以
上

2
0
人
以
下

2
0
.5
人
以
上

5
0
人
以
下

5
0
.5
人
以
上

規
模
計

5
2
,9

9
1

3
4
,3

4
1

1
0
,4

2
0

3
,9

8
8

2
,1

8
2

1
,8

0
7

2
0
5

4
0

8
3
0
,6

3
8

(1
0
0
.0
%
)

(6
4
.8
%
)

(1
9
.7
%
)

(7
.5
%
)

(4
.1
%
)

(3
.4
%
)

(0
.4
%
)

(0
.1
%
)

(0
.0
%
)

(5
7
.8
%
)

4
5
.5
-
1
0
0
人
未
満

2
7
,2

5
9

2
5
,6

6
7

1
,5

9
2

－
－

－
－

－
－

2
5
,4

9
4

(1
0
0
.0
%
)

(9
4
.2
%
)

(5
.8
%
)

－
－

－
－

－
－

(9
3
.5
%
)

1
0
0
-
3
0
0
人
未
満

1
7
,5

3
7

7
,1

1
7

7
,1

3
0

2
,3

8
3

7
3
2

1
7
5

－
－

－
5
,1

0
1

(1
0
0
.0
%
)

(4
0
.6
%
)

(4
0
.7
%
)

(1
3
.6
%
)

(4
.2
%
)

(1
.0
%
)

－
－

－
(2
9
.1
%
)

3
0
0
-
5
0
0
人
未
満

3
,9

4
4

8
6
7

9
2
2

8
5
1

7
4
8

5
5
3

3
－

－
3
9

(1
0
0
.0
%
)

(2
2
.0
%
)

(2
3
.4
%
)

(2
1
.6
%
)

(1
9
.0
%
)

(1
4
.0
%
)

(0
.1
%
)

－
－

(1
.0
%
)

5
0
0
-
1
0
0
0
人
未
満

2
,7

0
5

4
9
2

5
6
5

5
3
6

4
7
6

6
0
5

3
1

－
－

4
(1
0
0
.0
%
)

(1
8
.2
%
)

(2
0
.9
%
)

(1
9
.8
%
)

(1
7
.6
%
)

(2
2
.4
%
)

(1
.1
%
)

－
－

(0
.1
%
)

1
,0
0
0
人
以
上

1
,5

4
6

1
9
8

2
1
1

2
1
8

2
2
6

4
7
4

1
7
1

4
0

8
0

(1
0
0
.0
%
)

(1
2
.8
%
)

(1
3
.6
%
)

(1
4
.1
%
)

(1
4
.6
%
)

(3
0
.7
%
)

(1
1
.1
%
)

(2
.6
%
)

(0
.5
%
)

(0
.0
%
)

注
１
　
上
段
は
企
業
数
、
下
段
は
当
該
企
業
規
模
階
級
内
に
お
け
る
構
成
比
。

２
　
②
欄
の
「
不
足
数
」
と
は
、
法
定
雇
用
率
を
達
成
す
る
た
め
に
、
現
在
の
雇
用
障
害
者
数
に
加
え
て
雇
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
障
害
者
の
数
で
あ
る
。

③
障
害
者
の

数
が
0
人
で

あ
る
企
業
数

①
法
定
雇
用
率

未
達
成
企
業

の
数

区
分

②
不
足
数
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(
6
)
 
都

道
府

県
別

の
実

雇
用

率
等

の
状

況
注

都
道
府
県
名

実
雇
用
率

(
対
前
年
増
減
)

法
定
雇
用
率
達
成

企
業
の
割
合

(
対
前
年
増
減
)

全
国

2
.
1
1

 
0
.
0
6

4
8
.
0

2
.
1

 
4
8
,
8
9
8

／
 
1
0
1
,
8
8
9

北
海
道

2
.
2
7

 
0
.
0
7

5
0
.
4

2
.
1

 
1
,
8
8
3

／
 
3
,
7
3
5

青
森

2
.
2
9

 
0
.
0
6

5
5
.
1

2
.
2

 
5
4
6

／
 
9
9
1

岩
手

2
.
2
7

 
0
.
0
5

5
6
.
6

1
.
6

 
5
7
6

／
 
1
,
0
1
8

宮
城

2
.
1
1

 
0
.
0
6

5
0
.
4

1
.
2

 
7
8
8

／
 
1
,
5
6
4

秋
田

2
.
1
4

 
0
.
0
7

6
0
.
4

2
.
4

 
4
6
3

／
 
7
6
6

山
形

2
.
0
9

 
0
.
0
3

5
3
.
2

2
.
4

 
5
1
1

／
 
9
6
0

福
島

2
.
1
1

 
0
.
0
7

5
4
.
7

1
.
6

 
8
0
1

／
 
1
,
4
6
4

茨
城

2
.
1
4

 
0
.
0
7

5
0
.
4

0
.
7

 
8
1
1

／
 
1
,
6
0
9

栃
木

2
.
0
7

 
0
.
0
7

5
6
.
3

1
.
4

 
7
0
6

／
 
1
,
2
5
3

群
馬

2
.
1
4

 
0
.
0
8

5
6
.
0

2
.
6

 
8
6
9

／
 
1
,
5
5
2

埼
玉

2
.
2
2

 
0
.
0
7

4
8
.
8

2
.
7

 
1
,
7
0
0

／
 
3
,
4
8
6

千
葉

2
.
1
1

 
0
.
0
9

5
1
.
6

2
.
2

 
1
,
3
4
4

／
 
2
,
6
0
6

東
京

2
.
0
0

 
0
.
0
6

3
2
.
0

2
.
4

 
6
,
7
8
8

／
 
2
1
,
1
8
4

神
奈
川

2
.
0
9

 
0
.
0
8

4
6
.
5

2
.
6

 
2
,
2
3
6

／
 
4
,
8
0
8

新
潟

2
.
1
2

 
0
.
0
6

5
7
.
8

2
.
4

 
1
,
1
4
6

／
 
1
,
9
8
2

富
山

2
.
0
8

 
0
.
0
4

5
6
.
1

1
.
2

 
6
0
2

／
 
1
,
0
7
4

石
川

2
.
2
8

 
0
.
1
0

5
6
.
7

0
.
9

 
6
3
1

／
 
1
,
1
1
3

福
井

2
.
3
5

△
0
.
0
5

5
7
.
1

0
.
5

 
4
2
7

／
 
7
4
8

山
梨

2
.
0
3

 
0
.
0
4

5
6
.
0

2
.
5

 
3
4
9

／
 
6
2
3

長
野

2
.
1
7

 
0
.
0
3

5
8
.
1

1
.
6

 
9
8
9

／
 
1
,
7
0
1

岐
阜

2
.
1
7

 
0
.
0
3

5
5
.
3

0
.
5

 
8
9
7

／
 
1
,
6
2
1

静
岡

2
.
1
5

 
0
.
1
0

5
1
.
7

2
.
6

 
1
,
5
6
5

／
 
3
,
0
2
9

愛
知

2
.
0
2

 
0
.
0
5

4
6
.
2

2
.
3

 
2
,
9
4
9

／
 
6
,
3
7
8

三
重

2
.
2
6

 
0
.
0
6

5
8
.
3

0
.
2

 
7
1
2

／
 
1
,
2
2
1

滋
賀

2
.
2
8

 
0
.
0
5

5
5
.
7

0
.
9

 
4
9
2

／
 
8
8
4

京
都

2
.
2
3

 
0
.
1
0

5
2
.
6

3
.
1

 
9
9
1

／
 
1
,
8
8
4

大
阪

2
.
0
8

 
0
.
0
7

4
3
.
1

2
.
1

 
3
,
5
6
1

／
 
8
,
2
6
1

兵
庫

2
.
1
6

 
0
.
0
5

5
1
.
0

2
.
8

 
1
,
7
7
0

／
 
3
,
4
7
3

奈
良

2
.
7
9

 
0
.
1
2

5
9
.
8

2
.
4

 
3
9
4

／
 
6
5
9

和
歌
山

2
.
4
6

 
0
.
1
0

6
2
.
1

3
.
4

 
3
8
5

／
 
6
2
0

鳥
取

2
.
2
8

 
0
.
0
6

5
8
.
6

2
.
1

 
2
7
7

／
 
4
7
3

島
根

2
.
4
9

 
0
.
0
9

6
9
.
5

3
.
6

 
4
0
1

／
 
5
7
7

岡
山

2
.
4
5

△
 
0
.
0
7

5
2
.
8

1
.
3

 
7
8
3

／
 
1
,
4
8
4

広
島

2
.
1
8

 
0
.
0
2

4
8
.
1

1
.
0

 
1
,
1
3
6

／
 
2
,
3
6
1

山
口

2
.
5
9

 
0
.
0
1

5
7
.
6

1
.
7

 
5
4
5

／
 
9
4
6

徳
島

2
.
2
6

 
0
.
0
6

6
0
.
8

0
.
5

 
3
0
9

／
 
5
0
8

香
川

2
.
0
5

 
0
.
1
0

5
5
.
7

2
.
3

 
4
8
3

／
 
8
6
7

愛
媛

2
.
2
2

 
0
.
0
6

5
3
.
7

1
.
5

 
5
5
6

／
 
1
,
0
3
5

高
知

2
.
3
6

 
0
.
0
6

6
1
.
5

1
.
8

 
3
2
6

／
 
5
3
0

福
岡

2
.
1
2

 
0
.
0
5

5
0
.
6

1
.
5

 
1
,
9
8
7

／
 
3
,
9
3
0

佐
賀

2
.
6
1

 
0
.
0
6

6
8
.
7

2
.
4

 
4
0
9

／
 
5
9
5

長
崎

2
.
5
4

 
0
.
1
7

6
1
.
3

4
.
7

 
6
2
0

／
 
1
,
0
1
2

熊
本

2
.
3
2

 
0
.
0
7

5
6
.
9

1
.
9

 
7
4
9

／
 
1
,
3
1
7

大
分

2
.
5
8

 
0
.
1
2

6
2
.
3

2
.
9

 
5
3
6

／
 
8
6
0

宮
崎

2
.
4
5

 
0
.
0
5

6
3
.
0

△
0
.
6

 
5
2
3

／
 
8
3
0

鹿
児
島

2
.
4
0

 
0
.
0
6

6
0
.
4

1
.
3

 
7
7
5

／
 
1
,
2
8
4

沖
縄

2
.
6
6

△
0
.
0
7

5
9
.
3

1
.
6

 
6
0
1

／
 
1
,
0
1
3

法
定
雇
用
率
達
成
企
業
の

数

　
都
道
府
県
別
の
状
況
は
、
企
業
の
主
た
る
事
務
所
（
特
例
子
会
社
等
の
認
定
を
受
け
て
い
る
企
業
に
あ
っ
て

は
、
そ
の
親
会
社
の
主
た
る
事
務
所
）
が
所
在
す
る
都
道
府
県
に
お
い
て
、
集
計
し
た
も
の
で
あ
る
。
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(
7
)
 
特
例
子
会

社
の

状
況

①
　
概
況

①

社
人

人
人

人
人

人

5
1
7

3
6
,
4
2
3
.
5

1
0
,
1
3
2

1
6
5

1
6
,
1
9
0

3
1
1

3
6
,
7
7
4
.
5

〈
10
,3
60
〉

（
4
8
6
)
(

3
3
,
0
9
3
.
0
)
(

9
,
1
5
8
)
(

1
5
1
)
(

1
3
,
9
2
3
)
(

2
5
6
)
(

3
2
,
5
1
8
.
0
)

注
　
１
(1
)①
の
表
と
同
じ

　
　
　
※
　
本
表
は
、
親
会
社
分
を
含
ま
な
い
、
特
例
子
会
社
分
の
み
の
集
計
で
あ
る
。

②
　
障
害
種
別
雇
用
状
況

注
　
１
(1
)②
の
表
と
同
じ

　
　
　
※
　
本
表
は
、
親
会
社
分
を
含
ま
な
い
、
特
例
子
会
社
分
の
み
の
集
計
で
あ
る
。

◎
　
「
特
例
子
会
社
」
制
度
と
は

特
例
子
会
社

区
分

③
　
障
害
者
の
数

特
例
子
会
社
数

Ｄ
.重
度
以
外
身

体
障
害
者
及
び

知
的
障
害
者
並

び
に
精
神
障
害

者
で
あ
る
短
時

間
労
働
者
（
注

５
）

Ｅ
．
　
計

Ａ
×
２
＋
Ｂ
＋
Ｃ
＋

Ｄ
×
0
.5

Ｃ
．
重
度
以
外

の
身
体
障
害

者
、
知
的
障
害

者
及
び
精
神
障

害
者
（
注
４
）

Ｂ
.重
度
身
体
障

害
者
及
び
重
度

知
的
障
害
者
で

あ
る
短
時
間
労

働
者

Ａ
.重
度
身
体
障

害
者
及
び
重
度

知
的
障
害
者

② 法
定
雇
用
障
害
者

数
の
算
定
の
基
礎
と

な
る
労
働
者
数

障
害
者
雇
用
率
制
度
に
お
い
て
は
、
障
害
者
の
雇
用
機
会
の
確
保
（
法
定
雇
用
率
＝
2
.
2
％
）
は
個
々
の
事
業
主
（
企
業
）
ご
と
に
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

そ
の
特
例
で
あ
る
「
特
例
子
会
社
」
制
度
は
、
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
及
び
安
定
を
図
る
た
め
、
事
業
主
が
障
害
者
の
雇
用
に
特
別
の
配
慮
を
し
た
子
会
社
を
設

立
し
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
そ
の
子
会
社
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者
を
親
会
社
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
も
の
と
み
な
し
て
、
実
雇
用
率
を
算
定
で
き

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人
人

人

3
6
,7
7
4
.
5

4
,
7
9
8

9
4

2
,
2
1
7

6
5

1
1
,
9
3
9
.
5

5
,
3
3
4

7
1

8
,
0
8
0

1
3
3

1
8
,
8
8
5
.
5

5
,
7
2
9

27
7

16
4

5
,
9
4
9
.
5

（
3
2
,5
1
8
.
0
）
（

4
,
6
3
1
）
（

7
5
）
（

2
,
1
1
2
）
（

5
9
）
（
1
1
,
4
7
8
.
5
）
（

4
,
5
2
7
）
（

7
6
）
（

7
,
0
3
4
）
（

9
4
）
（
1
6
,
2
1
1
.
0
）
（

4
,
6
5
2
）
（

22
8
）
(

12
5
)
（
4
,
8
2
8
.
5
）

区
分

ｅ
．
　
計

a×
２
＋
ｂ
＋
ｃ
＋
ｄ

×
0
.5

②
身
体
障
害
者
の
数

① 障
害
者
の
数

ａ
.重
度
身
体
障

害
者

ｅ
．
　
計

a×
２
＋
ｂ
＋
ｃ
＋

ｄ
×
0
.5

ｃ
．
重
度
以
外
の

身
体
障
害
者

b
．
　
重
度
身
体

障
害
者
で
あ
る

短
時
間
労
働
者

ｄ
．
重
度
以
外
の

身
体
障
害
者
で

あ
る
短
時
間
労

働
者

ｄ
．
重
度
以
外
の

知
的
障
害
者
で

あ
る
短
時
間
労

働
者

e.
d
の
う
ち
、

（
注
５
）
に
該

当
す
る
職
員

特
例
子
会
社

④
精
神
障
害
者
の
数

ｃ
.精
神
障
害
者

ｄ
．
精
神
障
害
者

で
あ
る
短
時
間

労
働
者

f．
　
計

ｃ
＋
(ｄ
-
e)
×

0
.5
+
e

③
知
的
障
害
者
の
数

ａ
.重
度
知
的
障

害
者

b
．
　
重
度
知
的

障
害
者
で
あ
る

短
時
間
労
働
者

ｃ
．
重
度
以
外
の

知
的
障
害
者
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詳
細
表

(
1
)
 
国

の
機

関
（

法
定

雇
用

率
2
.
5
％

）
①

　
概

況

①
④

⑤

機
関

人
人

人
人

人
人

人
％

機
関

％
計

4
4

3
2
8
,
1
3
2
.
5

1
,
4
7
3

2
1
3

4
,
2
8
5

2
6
6

7
,
5
7
7
.
0

3
,
7
1
2
.
5

2
.
3
1

2
7

6
1
.
4

<
6,
48
8
>
<

>
<

1.
98

>
（

4
3
)
（

3
2
0
,
6
5
4
.
0
)
（

9
9
3
)
（

6
7
）
（

1
,
8
0
0
)
（

9
9
)
（

3
,
9
0
2
.
5
)
（

4
1
6
.
5
)
（

1
.
2
2
)
（

8
)
（

1
8
.
6
)

機
関

人
人

人
人

人
人

％
機

関
％

行
政

機
関

3
5

2
9
9
,
3
2
4
.
5

1
,
3
6
0

2
1
1

4
,
1
2
1

2
6
4

7
,
1
8
4
.
0

3
,
6
1
8
.
5

2
.
4
0

2
2

6
2
.
9

<
5,
87
2
>
<

>
<

1.
96

>
（

3
4
)
（

2
9
1
,
9
8
6
.
0
)
（

9
0
5
)
（

6
5
）
（

1
,
6
9
6
)
（

9
8
)
（

3
,
6
2
0
.
0
)
（

4
1
1
.
0
)
（

1
.
2
4
)
（

6
)
（

1
7
.
6
)

立
法

機
関

5
3
,
6
8
8
.
0

2
3

2
5
2

2
1
0
1
.
0

5
6
.
0

2
.
7
4

5
1
0
0
.
0

（
5
)
（

3
,
6
5
5
.
0
)
（

8
)
（

2
）
（

1
9
)
（

1
)
（

3
7
.
5
)
（

3
.
5
)
（

1
.
0
3
)
（

2
)
（

4
0
.
0
)

司
法

機
関

4
2
5
,
1
2
0
.
0

9
0

0
1
1
2

0
2
9
2
.
0

3
8
.
0

1
.
1
6

0
0
.
0

<
54
5
>
<

>
<

2.
17

>
（

4
)
（

2
5
,
0
1
3
.
0
)
（

8
0
)
（

0
）
（

8
5
)
（

0
)
（

2
4
5
.
0
)
（

2
.
0
)
（

0
.
9
8
)
（

0
)
（

0
.
0
)

②
　

障
害

種
別

在
職

状
況

注
1 2 3 4 5 6 7 8

　　
(　

　
　

)内
は

、
平

成
3
0
年

6
月

1
日

現
在

の
数

値
で

あ
る

。
　

な
お

、
精

神
障

害
者

は
平

成
1
8
年

4
月

1
日

か
ら

実
雇

用
率

に
算

定
さ

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。

〔
2
(1

)②
表

の
注

〕
　

①
欄

の
「
障

害
者

の
数

」
と

は
②

③
ｅ
欄

及
び

④
f欄

の
計

で
あ

る
。

　
②

③
ａ
欄

の
重

度
障

害
者

に
つ

い
て

は
法

律
上

、
1
人

を
2
人

に
相

当
す

る
も

の
と

し
て

お
り

、
e欄

の
計

を
算

出
す

る
に

当
た

り
ダ

ブ
ル

カ
ウ

ン
ト
と

し
て

い
る

。
　

②
③

ｄ
欄

の
重

度
以

外
の

身
体

障
害

者
及

び
知

的
障

害
者

並
び

に
④

ｄ
欄

の
精

神
障

害
者

（
e欄

（
注

5
参

照
）
に

該
当

す
る

者
を

除
く

。
）
で

あ
る

、
短

時
間

勤
務

職
員

に
つ

い
て

は
法

律
上

、
1
人

を
0
.5

人
に

相
当

す
る

も
の

と
し

て
お

り
、

②
③

e欄
及

び
④

ｆ欄
を

算
出

す
る

に
当

た
り

0
.5

カ
ウ

ン
ト

と
し

て
い

る
。

　
②

③
の

ａ
ｃ
欄

及
び

④
ｃ
欄

は
1
週

間
の

所
定

労
働

時
間

が
3
0
時

間
以

上
の

職
員

で
あ

り
、

②
③

の
ｂ
ｄ
欄

及
び

④
ｄ
欄

は
1
週

間
の

所
定

労
働

時
間

が
2
0
時

間
以

上
3
0
時

間
未

満
の

職
員

で
あ

る
。

　
④

e欄
の

職
員

と
は

、
精

神
障

害
者

で
あ

る
短

時
間

勤
務

職
員

で
あ

っ
て

、
次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

者
で

あ
る

。
　

　
 ①

　
平

成
2
8
年

６
月

２
日

以
降

に
採

用
さ

れ
た

者
で

あ
る

こ
と

　
 　

②
　

平
成

2
8
年

６
月

２
日

よ
り

前
に

採
用

さ
れ

た
者

で
、

同
日

以
後

に
精

神
障

害
者

保
健

福
祉

手
帳

を
取

得
し

た
者

で
あ

る
こ

と

　
②

③
ｆ欄

及
び

④
g欄

の
「
う

ち
新

規
雇

用
分

」
は

平
成

3
0
年

6
月

2
日

か
ら

令
和

元
年

6
月

1
日

ま
で

の
1
年

間
に

新
規

に
雇

い
入

れ
ら

れ
た

障
害

者
数

で
あ

る
。

Ｄ
.重

度
以

外
身

体
障

害
者

及
び

知
的

障
害

者
並

び
に

精
神

障
害

者
で

あ
る

短
時

間
勤

務
職

員
（
注

５
）

Ｅ
．

　
計

Ａ
×

２
＋

Ｂ
＋

Ｃ
＋

Ｄ
×

0
.5

実
雇

用
率

Ｅ
÷

②
×

1
0
0

法
定

雇
用

率
達

成
機

関
の

数

法
定

雇
用

率
達

成
機

関
の

割
合

Ｆ
．

う
ち

新
規

雇
用

分

　
こ

の
集

計
は

、
令

和
元

年
1
2
月

1
8
日

時
点

の
集

計
結

果
に

基
づ

き
作

成
し

た
。

区
分

② 法
定

雇
用

障
害

者
数

の
算

定
の

基
礎

と
な

る
職

員
数

③
　

障
害

者
の

数
⑥

機
関

数
Ａ

.重
度

身
体

障
害

者
及

び
重

度
知

的
障

害
者

Ｂ
.重

度
身

体
障

害
者

及
び

重
度

知
的

障
害

者
で

あ
る

短
時

間
勤

務
職

員

Ｃ
．

重
度

以
外

の
身

体
障

害
者

、
知

的
障

害
者

及
び

精
神

障
害

者
（
注

４
）

２
国
、
地
方
公
共
団
体
の
機
関
に
お
け
る
在
職
状
況

〔
2
(1

)①
表

の
注

〕
注

1
②

欄
の

「
法

定
雇

用
障

害
者

数
の

算
定

の
基

礎
と

な
る

職
員

数
」
と

は
、

職
員

総
数

か
ら

除
外

職
員

数
及

び
除

外
率

相
当

職
員

数
（
旧

除
外

職
員

が
職

員
総

数
に

占
め

る
割

合
を

元
に

設
定

し
た

除
外

率
を

乗
じ

て
得

た
数

）を
除

い
た

職
員

数
で

あ
る

。
2

③
A

欄
の

「
重

度
身

体
障

害
者

及
び

重
度

知
的

障
害

者
」
に

つ
い

て
は

法
律

上
、

１
人

を
２

人
に

相
当

す
る

も
の

と
し

て
お

り
、

E
欄

の
計

を
算

出
す

る
に

当
た

り
ダ

ブ
ル

カ
ウ

ン
ト
と

し
、

D
欄

の
「
重

度
以

外
身

体
障

害
者

及
び

知
的

障
害

者
並

び
に

精
神

障
害

者
で

あ
る

短
時

間
勤

務
職

員
」に

つ
い

て
は

法
律

上
、

１
人

を
0.

5
人

に
相

当
す

る
も

の
と

し
て

お
り

、
E
欄

の
計

を
算

出
す

る
に

当
た

り
0
.5

カ
ウ

ン
ト
と

し
て

い
る

。

た
だ

し
、

精
神

障
害

者
で

あ
る

短
時

間
勤

務
職

員
で

あ
っ

て
も

、
以

下
の

注
４

に
該

当
す

る
者

に
つ

い
て

は
、

1人
分

と

カ
ウ

ン
ト
し

て
い

る
。

3
A

、
C

欄
は

１
週

間
の

所
定

労
働

時
間

が
30

時
間

以
上

の
職

員
で

あ
る

。
B
、

D
欄

は
１

週
間

の
所

定
労

働
時

間
が

2
0
時

間
以

上
3
0
時

間
未

満
の

短
時

間
勤

務
職

員
で

あ
る

。
4

C
欄

の
精

神
障

害
者

に
は

、
精

神
障

害
者

で
あ

る
短

時
間

勤
務

職
員

で
あ

っ
て

、
次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

者
を

含
む

。
①

平
成

2
8
年

６
月

２
日

以
降

に
採

用
さ

れ
た

者
で

あ
る

こ
と

。
②

平
成

2
8
年

６
月

２
日

よ
り

前
に

採
用

さ
れ

た
者

で
、

同
日

以
後

に
精

神
障

害
者

保
健

福
祉

手
帳

を
取

得
し

た
者

で
あ

る
こ

と
。

5
D

欄
の

精
神

障
害

者
で

あ
る

短
時

間
勤

務
職

員
と

は
、

精
神

障
害

者
で

あ
る

短
時

間
勤

務
職

員
の

う
ち

、
注

４
に

該
当

し
な

い
者

で
あ

る
。

6
F
欄

の
「
う

ち
新

規
雇

用
分

」は
平

成
3
0
年

６
月

２
日

か
ら

令
和

元
年

６
月

１
日

ま
で

の
１

年
間

に
新

規
に

雇
い

入
れ

ら
れ

た
障

害
者

数
で

あ
る

。
7

（
）
内

は
平

成
3
0
年

６
月

１
日

現
在

の
数

値
で

あ
る

。
な

お
、

精
神

障
害

者
は

平
成

18
年

４
月

１
日

か
ら

実
雇

用
率

に
算

定
さ

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。
8

こ
の

集
計

は
、

令
和

元
年

1
2月

1
8
日

時
点

の
集

計
結

果
に

基
づ

き
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　(1)  国の機関の状況（法定雇用率2.5％）

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

備考

国の機関合計 328,132.5 7,577.0 2.31 1,059.0

行政機関合計 299,324.5 7,184.0 2.40 759.0

内閣官房 1,466.0 33.0 2.25 3.0

内閣法制局 76.5 1.0 1.31 0.0

内閣府 3,362.0 51.0 1.52 33.0 注6①

宮内庁 998.0 26.0 2.61 0.0

公正取引委員会 939.0 25.0 2.66 0.0

警察庁 2,247.0 65.0 2.89 0.0

金融庁 1,727.5 44.0 2.55 0.0

消費者庁 469.0 9.0 1.92 2.0

個人情報保護委員会 139.0 4.0 2.88 0.0

復興庁 232.0 6.0 2.59 0.0

総務省 5,255.5 116.0 2.21 15.0 特例承認あり 注4

法務省 32,801.5 720.5 2.20 99.5 注6②

出入国在留管理庁 3,953.0 83.5 2.11 14.5 注5

公安調査庁 1,599.0 44.0 2.75 0.0

外務省 6,486.0 68.0 1.05 94.0

財務省 12,233.0 322.5 2.64 0.0

国税庁 58,987.0 1,285.0 2.18 189.0

文部科学省 2,827.0 43.5 1.54 26.5 特例承認あり 注4、注6③

厚生労働省 54,079.5 1,686.0 3.12 0.0

農林水産省 15,773.0 293.5 1.86 100.5

林野庁 4,952.0 137.5 2.78 0.0

水産庁 744.0 24.0 3.23 0.0

経済産業省 6,608.5 194.0 2.94 0.0 特例承認あり 注4

特許庁 3,417.0 64.5 1.89 20.5

国土交通省 41,952.0 1,003.5 2.39 44.5 注6④

観光庁 265.5 9.0 3.39 0.0

気象庁 4,826.0 147.0 3.05 0.0

海上保安庁 201.0 8.0 3.98 0.0

運輸安全委員会 194.0 5.0 2.58 0.0

環境省 2,813.0 80.0 2.84 0.0

原子力規制委員会 1,175.0 33.0 2.81 0.0

防衛省 23,038.5 458.0 1.99 117.0 注6⑤

防衛装備庁 1,528.5 39.0 2.55 0.0

人事院 671.5 17.0 2.53 0.0

会計検査院 1,287.5 38.0 2.95 0.0

立法機関合計 3,688.0 101.0 2.74 0.0

衆議院事務局 1,462.0 39.5 2.70 0.0

衆議院法制局 87.0 2.0 2.30 0.0

参議院事務局 1,112.0 35.0 3.15 0.0

参議院法制局 71.0 1.0 1.41 0.0

国立国会図書館 956.0 23.5 2.46 0.0

司法機関合計 25,120.0 292.0 1.16 300.0

最高裁判所 1,019.0 12.0 1.18 13.0

高等裁判所 1,744.0 26.0 1.49 15.0

地方裁判所 15,897.0 200.0 1.26 176.0

家庭裁判所 6,460.0 54.0 0.84 96.0

注　１

2

3

4

5
6 ①内閣府においては、12月１日現在において、障害者の数85.0人、実雇用率2.51％、不足数0.0人となっている。

②法務省においては、11月１日現在において、障害者の数852.5人、実雇用率2.59％、不足数0.0人となっている。
③文部科学省においては、12月１日現在において、障害者の数74.5人、実雇用率2.66％、不足数0.0人となっている。
④国土交通省においては、10月１日現在において、障害者の数1160.5人、実雇用率2.76％、不足数0.0人となっている。
⑤防衛省においては、10月１日現在において、障害者の数608.0人、実雇用率2.63％、不足数0.0人となっている。

7

　①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数
に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重
度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントとしている。
　また、短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者については１人を１カウントとしている。
　さらに、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である、短時間勤務職員については法律上、１人を0.5人に相当するも
のとして0.5カウントとしている。ただし、短時間勤務職員である精神障害者であって、平成28年６月２日以降に採用された者又は平成28年６
月２日より前に採用され、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者は、１人１カウントとしている。

　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、
これが0.0となることをもって法定雇用率達成となる。
　したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0.0となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。
　注4の省庁は、特例承認を受けている。
　特例承認とは、省庁及び当該省庁におかれる外局の申請に基づき、厚生労働大臣の承認を受けた場合に、当該省庁におかれる外局に勤
務する職員を当該省庁に勤務する職員とみなすものである。

 この集計は、令和元年12月18日時点の集計結果に基づき作成した。

　出入国在留管理庁は、平成31年４月１日付けで発足したため、本年６月１日現在の任免状況通報書より通報対象となる。

４ 公的機関の状況

　　　　特例承認一覧

省庁 外局等

総務省 消防庁

文部科学省 文化庁 スポーツ庁 　

経済産業省 中小企業庁 資源エネルギー庁
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　　(2) 都道府県知事部局の状況（法定雇用率2.5％）

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

備考

合　　　計 270,714.0 7,118.0 2.63 196.0

北海道 12,199.0 304.5 2.50 0.0
青森県 3,932.0 102.5 2.61 0.0
岩手県 4,339.0 109.5 2.52 0.0
宮城県 5,514.0 158.0 2.87 0.0 特例認定あり 注４

秋田県 3,590.5 92.0 2.56 0.0
山形県 7,052.0 164.5 2.33 11.5 特例認定あり 注４，注５

福島県 5,700.0 154.5 2.71 0.0
茨城県 5,683.0 155.0 2.73 0.0
栃木県 4,783.5 133.0 2.78 0.0 特例認定あり 注４

群馬県 4,597.5 91.5 1.99 22.5
埼玉県 7,416.5 203.0 2.74 0.0
千葉県 8,245.5 238.0 2.89 0.0 特例認定あり 注４

東京都 26,723.5 750.0 2.81 0.0
神奈川県 7,791.0 224.5 2.88 0.0 特例認定あり 注４

新潟県 6,244.0 166.5 2.67 0.0 特例認定あり 注４

富山県 4,487.5 113.0 2.52 0.0 特例認定あり 注４

石川県 5,019.0 115.0 2.29 10.0 特例認定あり 注４

福井県 3,695.0 82.5 2.23 9.5
山梨県 3,496.0 86.0 2.46 1.0
長野県 5,893.0 158.0 2.68 0.0 特例認定あり 注４

岐阜県 5,367.5 152.0 2.83 0.0
静岡県 6,152.5 144.5 2.35 8.5 特例認定あり 注４

愛知県 9,463.0 259.5 2.74 0.0
三重県 5,196.5 153.5 2.95 0.0 特例認定あり 注４

滋賀県 4,171.0 97.5 2.34 6.5 特例認定あり 注４

京都府 4,323.0 112.0 2.59 0.0
大阪府 8,192.5 297.5 3.63 0.0 特例認定あり 注４

兵庫県 7,113.5 182.0 2.56 0.0 特例認定あり 注４

奈良県 3,992.5 103.5 2.59 0.0 特例認定あり 注４

和歌山県 4,096.5 83.5 2.04 18.5
鳥取県 3,410.5 111.0 3.25 0.0 特例認定あり 注４

島根県 3,900.0 69.5 1.78 27.5 特例認定あり 注４

岡山県 4,296.0 105.5 2.46 1.5 特例認定あり 注４

広島県 6,244.0 156.0 2.50 0.0 特例認定あり 注４

山口県 3,952.5 108.5 2.75 0.0 特例認定あり 注４

徳島県 3,077.0 77.0 2.50 0.0
香川県 4,857.5 131.5 2.71 0.0 特例認定あり 注４

愛媛県 4,334.5 78.5 1.81 29.5
高知県 3,640.5 95.0 2.61 0.0
福岡県 7,851.0 257.0 3.27 0.0 特例認定あり 注４

佐賀県 3,499.0 81.0 2.31 6.0
長崎県 4,143.0 105.0 2.53 0.0
熊本県 4,695.0 123.5 2.63 0.0
大分県 3,883.5 102.5 2.64 0.0
宮崎県 4,088.0 114.0 2.79 0.0

鹿児島県 5,123.5 103.5 2.02 24.5
沖縄県 5,248.5 112.0 2.13 19.0

　　　　特例認定一覧（都道府県知事部局）

認定地方機関(Ａ) みなされることとなる機関(Ｂ)

奈良県 奈良県水道局 奈良県監査委員事務局 奈良県人事委員会事務局 奈良県労働委員会事務局 奈良県収用委員会事務局

山形県 山形県企業局 山形県病院事業局

新潟県 新潟県議会事務局

静岡県 静岡県企業局 静岡県議会事務局

山口県 山口県企業局

広島県 広島県企業局 広島県議会事務局

島根県 島根県企業局

鳥取県 鳥取県企業局

福岡県 福岡県議会事務局

滋賀県 滋賀県企業庁 滋賀県病院事業庁

香川県 香川県病院局

栃木県 栃木県企業局

富山県 富山県企業局

千葉県 千葉県議会事務局

長野県 長野県企業局

兵庫県 兵庫県議会事務局

岡山県 岡山県企業局

三重県 三重県議会事務局

大阪府 大阪府議会事務局

神奈川県 神奈川県監査事務局

石川県 石川県議会事務局

宮城県 宮城県企業局 宮城県議会事務局

注　1

2

3

4

5

6

　①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占め

る割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的

障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントとしている。

　また、短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者については１人を１カウントとしている。

　さらに、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である、短時間勤務職員については法律上、１人を0.5人に相当するものとし

て0.5カウントとしている。ただし、短時間勤務職員である精神障害者であって、平成28年６月２日以降に採用された者又は平成28年６月２日より前

に採用され、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者は、１人１カウントとしている。

　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが

0.0となることをもって法定雇用率達成となる。

　したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0.0となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。

　この集計は、令和元年12月18日時点の集計結果に基づき作成した。

　注４の機関は、特例認定を受けている。

　特例認定とは、地方公共団体の機関(Ａ)及び当該Ａ機関と人的関係が緊密である等の機関(Ｂ)の申請に基づき、厚生労働大臣の認定を受けた

場合に、当該Ｂ機関に勤務する職員を当該Ａ機関に勤務する職員とみなすものである。

　山形県知事部局においては、10月1日時点において、障害者の数186.5人、実雇用率2.65％、不足数0.0人となっている
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①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

備考

合　　　計 74,892.0 1,915.0 2.56 152.5
北海道企業局 99.5 3.0 3.02 0.0

北海道道立病院局 460.5 7.0 1.52 4.0
北海道議会事務局 72.5 2.0 2.76 0.0

北海道監査委員事務局 47.5 2.0 4.21 0.0
北海道警察本部 1,424.5 38.0 2.67 0.0

青森県病院局 732.5 11.0 1.50 7.0
青森県警察本部 391.0 7.5 1.92 1.5

岩手県企業局 86.0 2.0 2.33 0.0
岩手県医療局 3,140.5 80.0 2.55 0.0

岩手県警察本部 393.0 10.0 2.54 0.0

宮城県警察本部 647.0 17.5 2.70 0.0

秋田県警察本部 375.0 7.0 1.87 2.0

秋田県公営企業 108.0 3.0 2.78 0.0
山形県警察本部 421.0 11.0 2.61 0.0

福島県病院局 190.5 3.0 1.57 1.0
福島県警察本部 589.5 15.5 2.63 0.0

福島県企業局 41.0 0.0 0.00 1.0 注6➀

茨城県企業局 189.5 6.0 3.17 0.0
茨城県病院局 670.5 19.0 2.83 0.0

茨城県議会事務局 44.5 1.0 2.25 0.0
茨城県警察本部 638.0 15.5 2.43 0.0

栃木県警察本部 505.0 16.0 3.17 0.0

群馬県企業局 321.5 7.5 2.33 0.5 注6②

群馬県病院局 645.0 16.5 2.56 0.0
群馬県警察本部 556.5 17.5 3.14 0.0

埼玉県企業局 422.0 11.0 2.61 0.0
埼玉県病院局 1,299.0 36.0 2.77 0.0

埼玉県下水道局 122.0 3.0 2.46 0.0
埼玉県議会事務局 66.5 2.0 3.01 0.0
埼玉県警察本部 1,551.0 38.0 2.45 0.0

千葉県企業土地管理局 - - - - 注4

千葉県病院局 1,268.0 36.0 2.84 0.0
千葉県水道局 - - - - 注4

千葉県企業局 1,186.0 35.0 2.95 0.0 注4

千葉県警察本部 1,534.5 35.0 2.28 3.0 注6➂

東京都議会議会局 156.5 4.0 2.56 0.0
東京都人事委員会 60.5 4.0 6.61 0.0
東京都監査事務局 90.0 3.0 3.33 0.0

東京都交通局 2,029.5 71.0 3.50 0.0
東京都水道局 2,827.5 86.0 3.04 0.0

東京都下水道局 1,413.5 43.5 3.08 0.0
警視庁 4,813.0 123.5 2.57 0.0

東京消防庁 1,097.0 41.5 3.78 0.0
神奈川県企業庁 1,005.5 27.0 2.69 0.0

神奈川県議会議会局 79.5 2.0 2.52 0.0
神奈川県警察本部 2,174.5 43.0 1.98 11.0

新潟県企業局 96.5 2.0 2.07 0.0
新潟県病院局 2,228.5 75.5 3.39 0.0

新潟県警察本部 618.0 17.0 2.75 0.0

富山県警察本部 416.5 10.0 2.40 0.0

石川県警察本部 419.0 15.0 3.58 0.0

福井県警察本部 409.5 15.0 3.66 0.0

山梨県企業局 69.0 3.0 4.35 0.0
山梨県警察本部 369.5 13.5 3.65 0.0

長野県警察本部 648.0 15.5 2.39 0.5

長野県議会事務局 41.5 1.0 2.41 0.0
岐阜県警察本部 612.5 16.0 2.61 0.0

静岡県がんセンター局 804.5 22.0 2.73 0.0
静岡県警察本部 927.5 19.0 2.05 4.0

愛知県企業庁 380.0 12.0 3.16 0.0
愛知県病院事業庁 954.0 26.5 2.78 0.0
名古屋港管理組合 - - - - 注5

愛知県議会事務局 66.5 1.0 1.50 0.0
愛知県警察本部 1,170.0 28.5 2.44 0.5

(3) その他の都道府県機関の状況（法定雇用率2.5％）
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①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

備考

三重県企業庁 136.5 7.5 5.49 0.0
三重県病院事業庁 177.5 6.0 3.38 0.0
三重県警察本部 492.5 13.0 2.64 0.0

滋賀県警察本部 335.0 10.0 2.99 0.0

京都府公営企業 131.0 4.0 3.05 0.0
京都府警察本部 714.5 22.5 3.15 0.0

滋賀県議会事務局 41.0 1.0 2.44 0.0
大阪府警察本部 2,393.5 40.0 1.67 19.0

兵庫県企業庁 172.0 8.0 4.65 0.0
兵庫県病院局 3,913.0 73.0 1.87 24.0

兵庫県警察本部 954.5 24.5 2.57 0.0

奈良県警察本部 319.0 9.0 2.82 0.0

南和広域医療企業団 325.5 7.5 2.30 0.5
和歌山県警察本部 407.5 10.0 2.45 0.0

鳥取県病院局 673.5 17.0 2.52 0.0
鳥取県警察本部 309.0 7.0 2.27 0.0

島根県病院局 533.0 5.0 0.94 8.0
島根県警察本部 350.5 9.0 2.57 0.0

岡山県警察本部 646.5 17.0 2.63 0.0

広島県警察本部 626.0 16.0 2.56 0.0

山口県警察本部 540.5 14.0 2.59 0.0

徳島県企業局 119.5 3.5 2.93 0.0
徳島県病院局 418.0 13.0 3.11 0.0

徳島県警察本部 369.0 11.5 3.12 0.0

香川県警察本部 393.5 11.0 2.80 0.0

愛媛県公営企業管理局 1,470.0 24.5 1.67 11.5
愛媛県警察本部 449.0 12.0 2.67 0.0

高知県公営企業局 388.5 8.5 2.19 0.5 注6④

高知県警察本部 381.0 14.0 3.67 0.0

福岡県警察本部 1,086.5 32.5 2.99 0.0

佐賀県警察本部 316.0 7.0 2.22 0.0

長崎県交通局 228.0 7.0 3.07 0.0
長崎県病院企業団 1,320.5 37.0 2.80 0.0
長崎県警察本部 508.5 14.5 2.85 0.0

熊本県警察本部 503.5 14.0 2.78 0.0

熊本県企業局 45.0 1.0 2.22 0.0
熊本県病院局 71.5 3.0 4.20 0.0
大分県企業局 74.5 2.5 3.36 0.0
大分県病院局 418.5 13.0 3.11 0.0

大分県警察本部 375.5 10.0 2.66 0.0

宮崎県企業局 84.0 4.0 4.76 0.0
宮崎県病院局 1,011.5 17.0 1.68 8.0

宮崎県警察本部 386.5 11.5 2.98 0.0

鹿児島県県立病院局 520.0 9.0 1.73 4.0
鹿児島県警察本部 473.5 12.5 2.64 0.0

沖縄県企業局 269.5 12.0 4.45 0.0
沖縄県議会事務局 53.0 2.0 3.77 0.0
沖縄県病院事業局 2,274.5 15.0 0.66 41.0
沖縄県警察本部 474.0 16.0 3.38 0.0

注　１

2

3

4

5

6

7

　①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占め

る割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

名古屋港管理組合は、愛知県と名古屋市が2年ごとの交代制で管理しており、令和元年は名古屋市が管理。

　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的

障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントとしている。

　また、短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者については１人を１カウントとしている。

　さらに、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である、短時間勤務職員については法律上、１人を0.5人に相当するものとし

て0.5カウントとしている。ただし、短時間勤務職員である精神障害者であって、平成28年６月２日以降に採用された者又は平成28年６月２日より前

に採用され、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者は、１人１カウントとしている。

千葉県企業土地管理局及び千葉県水道局は、千葉県企業局へ組織統合されている。

　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが

0.0となることをもって法定雇用率達成となる。

　したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0.0となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。

　③千葉県警察本部においては、10月1日時点において、障害者の数39.0人、実雇用率2.54％、不足数0.0人となっている。

　④高知県公営企業局においては、6月10日時点において、障害者の数9.5人、実雇用率2.45%、不足数0.0人となっている

　②群馬県企業局においては、11月1日時点において、障害者の数8.0人、実雇用率2.49％、不足数0.0人となっている。

　この集計は、令和元年12月18日時点の集計結果に基づき作成した。

　①福島県企業局においては、11月1日時点において、障害者の数3.0人、実雇用率2.36％、不足数0.0人となっている。
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(4) 都道府県教育委員会の状況（法定雇用率2.4％）

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

備考

合　　　計 630,655.0 11,770.0 1.87 3,401.0

北海道 30,600.0 672.0 2.20 62.0
青森県 10,000.0 142.0 1.42 98.0
岩手県 8,196.5 216.0 2.64 0.0
宮城県 10,607.5 255.0 2.40 0.0
秋田県 6,864.5 143.5 2.09 20.5
山形県 7,121.5 157.5 2.21 12.5
福島県 11,157.0 213.5 1.91 53.5
茨城県 16,186.5 395.5 2.44 0.0
栃木県 13,058.5 234.5 1.80 78.5
群馬県 11,998.5 161.0 1.34 126.0
埼玉県 30,264.5 478.5 1.58 247.5
千葉県 28,992.5 409.5 1.41 285.5
東京都 47,883.5 910.5 1.90 238.5

神奈川県 24,044.0 390.0 1.62 187.0
新潟県 13,153.5 279.0 2.12 36.0
富山県 6,819.0 102.5 1.50 60.5
石川県 6,949.0 106.0 1.53 60.0
福井県 5,586.5 119.0 2.13 15.0
山梨県 5,804.5 126.5 2.18 12.5
長野県 13,532.5 318.0 2.35 6.0
岐阜県 12,890.0 241.0 1.87 68.0
静岡県 16,556.0 281.5 1.70 115.5
愛知県 32,315.5 375.0 1.16 400.0
三重県 12,431.0 284.5 2.29 13.5
滋賀県 9,394.0 223.5 2.38 1.5
京都府 10,117.0 147.5 1.46 94.5
大阪府 32,607.5 534.5 1.64 247.5
兵庫県 26,107.5 326.5 1.25 299.5
奈良県 8,213.5 127.0 1.55 70.0

和歌山県 7,028.5 148.0 2.11 20.0
鳥取県 5,104.5 110.5 2.16 11.5
島根県 5,730.5 144.5 2.52 0.0
岡山県 10,406.5 263.0 2.53 0.0
広島県 12,518.5 261.5 2.09 38.5
山口県 8,806.5 188.0 2.13 23.0
徳島県 5,370.0 108.5 2.02 19.5
香川県 6,726.5 159.5 2.37 1.5
愛媛県 8,706.0 167.5 1.92 40.5
高知県 5,885.0 150.0 2.55 0.0
福岡県 17,354.0 329.0 1.90 87.0
佐賀県 7,500.0 162.0 2.16 18.0
長崎県 9,326.0 172.5 1.85 50.5
熊本県 9,543.0 216.5 2.27 12.5
大分県 8,476.0 139.5 1.65 63.5
宮崎県 7,980.5 178.0 2.23 13.0

鹿児島県 12,810.5 288.5 2.25 18.5
沖縄県 11,930.5 212.0 1.78 74.0

注　1

2

3

4 　この集計は、令和元年12月18日時点の集計結果に基づき作成した。

　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員以外の重度身体障害者及び重度知的

障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントとしている。

　また、短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者については１人を１カウントとしている。

　さらに、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である、短時間勤務職員については法律上、１人を0.5人に相当するものとし

て0.5カウントとしている。ただし、短時間勤務職員である精神障害者であって、平成28年６月２日以降に採用された者又は平成28年６月２日より前

に採用され、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者は、１人１カウントとしている。

　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが

0.0となることをもって法定雇用率達成となる。

　したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0.0となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。

　①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占め

る割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。
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(5) 独立行政法人等の状況（法定雇用率2.5％）

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②
障害者の数

③
実雇用率

④
不足数

備考

独立行政法人等合計 360,437.0 9,636.0 2.67 127.0

  医薬基盤・健康・栄養研究所  325.0 9.0 2.77 0.0

宇宙航空研究開発機構 1,964.0 52.0 2.65 0.0

海上・港湾・航空技術研究所 473.0 14.0 2.96 0.0

海洋研究開発機構 920.5 28.0 3.04 0.0

科学技術振興機構 1,235.5 36.0 2.91 0.0

建築研究所 139.0 3.0 2.16 0.0

国際農林水産業研究センター 297.5 8.0 2.69 0.0

国立環境研究所 810.0 23.5 2.90 0.0

国立がん研究センター 2,424.0 66.0 2.72 0.0

国立国際医療研究センター 1,917.5 51.5 2.69 0.0

国立循環器病研究センター 1,190.0 31.0 2.61 0.0

国立成育医療研究センター 1,123.5 29.0 2.58 0.0

国立精神・神経医療研究センター 875.0 22.5 2.57 0.0

国立長寿医療研究センター 581.0 15.0 2.58 0.0

産業技術総合研究所 5,390.5 128.5 2.38 5.5 注5➀

情報通信研究機構 1,058.5 30.0 2.83 0.0

新エネルギー・産業技術総合開発機構 668.0 19.0 2.84 0.0

森林研究・整備機構 1,218.0 32.5 2.67 0.0

水産研究・教育機構 1,435.0 36.5 2.54 0.0

土木研究所 581.5 17.0 2.92 0.0

日本医療研究開発機構 493.0 13.0 2.64 0.0

日本原子力研究開発機構 4,074.0 95.0 2.33 6.0 注5②

農業・食品産業技術総合研究機構 4,934.5 125.5 2.54 0.0

物質・材料研究機構 1,210.0 29.0 2.40 1.0

防災科学技術研究所 339.5 9.5 2.80 0.0

理化学研究所 4,211.5 106.0 2.52 0.0

量子科学技術研究開発機構 1,376.5 36.0 2.62 0.0

奄美群島振興開発基金 注4

医薬品医療機器総合機構 1,309.0 37.0 2.83 0.0

海技教育機構 338.5 9.0 2.66 0.0

家畜改良センター 871.5 31.5 3.61 0.0

環境再生保全機構 161.5 5.0 3.10 0.0

教職員支援機構 60.5 3.0 4.96 0.0

勤労者退職金共済機構 345.0 11.0 3.19 0.0

空港周辺整備機構 注4

経済産業研究所 79.5 2.0 2.52 0.0

工業所有権情報・研修館 176.5 4.0 2.27 0.0

航空大学校 132.5 3.0 2.26 0.0

高齢・障害・求職者雇用支援機構 6,156.0 286.5 4.65 0.0

国際観光振興機構 220.0 5.0 2.27 0.0

国際協力機構 2,723.5 50.0 1.84 18.0

国際交流基金 596.0 18.0 3.02 0.0

国民生活センター 199.5 5.5 2.76 0.0

国立印刷局 4,162.0 131.0 3.15 0.0

国立科学博物館 234.0 6.0 2.56 0.0

国立高等専門学校機構 4,983.5 140.0 2.81 0.0

国立公文書館 163.0 5.5 3.37 0.0

国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 285.5 8.0 2.80 0.0

国立女性教育会館 注4

国立青少年教育振興機構 654.0 17.0 2.60 0.0

国立特別支援教育総合研究所 89.0 2.0 2.25 0.0

国立美術館 261.0 9.0 3.45 0.0

国立病院機構 53,426.0 1,420.0 2.66 0.0

国立文化財機構 737.5 18.5 2.51 0.0

自動車技術総合機構 1,256.5 34.5 2.75 0.0

自動車事故対策機構 458.0 13.5 2.95 0.0

住宅金融支援機構 958.0 24.5 2.56 0.0

酒類総合研究所 73.5 1.0 1.36 0.0

情報処理推進機構 215.5 6.0 2.78 0.0

製品評価技術基盤機構 524.0 14.0 2.67 0.0
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石油天然ガス・金属鉱物資源機構 618.0 16.0 2.59 0.0

造幣局 901.0 29.0 3.22 0.0

大学改革支援・学位授与機構 175.5 4.0 2.28 0.0

大学入試センター 143.0 2.0 1.40 1.0

地域医療機能推進機構 19,394.0 512.5 2.64 0.0

中小企業基盤整備機構 910.0 26.5 2.91 0.0

駐留軍等労働者労務管理機構 322.0 10.0 3.11 0.0

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 1,749.5 43.0 2.46 0.0

統計センター 801.5 16.0 2.00 4.0

都市再生機構 3,597.5 102.0 2.84 0.0

日本学術振興会 212.5 6.0 2.82 0.0

日本学生支援機構 688.5 11.0 1.60 6.0

日本芸術文化振興会 340.0 9.0 2.65 0.0

日本高速道路保有・債務返済機構 注4

日本スポーツ振興センター 767.5 22.0 2.87 0.0

日本貿易振興機構 1,304.5 32.0 2.45 0.0

農業者年金基金 85.0 2.0 2.35 0.0

農畜産業振興機構 267.0 7.0 2.62 0.0

農林漁業信用基金 111.0 4.0 3.60 0.0

農林水産消費安全技術センター 642.5 15.5 2.41 0.5

福祉医療機構 295.0 10.0 3.39 0.0

北方領土問題対策協会 注4

水資源機構 1,614.5 41.0 2.54 0.0
郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構 46.0 1.0 2.17 0.0

労働者健康安全機構 14,556.5 416.0 2.86 0.0

労働政策研究・研修機構 140.5 4.0 2.85 0.0

年金積立金管理運用 133.0 3.0 2.26 0.0

北海道大学 4,842.5 124.0 2.56 0.0

北海道教育大学 628.5 15.0 2.39 0.0

室蘭工業大学 236.0 7.0 2.97 0.0

小樽商科大学 161.0 4.0 2.48 0.0

帯広畜産大学 227.0 6.0 2.64 0.0

旭川医科大学 1,398.0 35.0 2.50 0.0

北見工業大学 201.0 10.0 4.98 0.0

弘前大学 1,862.5 46.5 2.50 0.0

岩手大学 666.0 18.0 2.70 0.0

東北大学 6,397.5 168.0 2.63 0.0

宮城教育大学 247.0 6.0 2.43 0.0

秋田大学 1,648.5 41.0 2.49 0.0

山形大学 1,915.5 44.0 2.30 3.0 注5➂

福島大学 444.0 11.0 2.48 0.0

茨城大学 678.0 19.0 2.80 0.0

筑波大学 3,910.5 97.0 2.48 0.0

筑波技術大学 146.0 23.5 16.10 0.0

宇都宮大学 569.5 16.0 2.81 0.0

群馬大学 2,175.0 47.0 2.16 7.0

埼玉大学 648.5 15.0 2.31 1.0 注5④

千葉大学 3,167.0 79.5 2.51 0.0

東京大学 9,533.5 253.5 2.66 0.0

東京医科歯科大学 2,280.0 52.0 2.28 5.0 注5⑤

東京外国語大学 317.5 10.0 3.15 0.0

東京学芸大学 739.5 20.0 2.70 0.0

東京農工大学 612.0 15.5 2.53 0.0

東京芸術大学 457.5 11.0 2.40 0.0

東京工業大学 1,988.0 42.5 2.14 6.5 注5⑥

東京海洋大学 366.5 6.0 1.64 3.0

お茶の水女子大学 379.5 9.0 2.37 0.0

電気通信大学 452.5 13.0 2.87 0.0

一橋大学 519.5 13.0 2.50 0.0

横浜国立大学 835.5 22.0 2.63 0.0

新潟大学 2,918.5 73.0 2.50 0.0

長岡技術科学大学 315.5 9.0 2.85 0.0
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上越教育大学 251.0 6.0 2.39 0.0

富山大学 2,088.5 39.0 1.87 13.0

金沢大学 2,764.5 71.0 2.57 0.0

福井大学 1,827.0 46.0 2.52 0.0

山梨大学 1,637.0 42.0 2.57 0.0

信州大学 2,565.0 64.0 2.50 0.0

岐阜大学 2,050.5 54.5 2.66 0.0

静岡大学 1,027.0 22.5 2.19 2.5 注5⑦

浜松医科大学 1,387.0 32.0 2.31 2.0 注5⑧

名古屋大学 4,850.5 120.0 2.47 1.0

愛知教育大学 454.0 10.0 2.20 1.0

名古屋工業大学 501.0 14.0 2.79 0.0

豊橋技術科学大学 332.5 7.0 2.11 1.0

三重大学 2,207.0 62.5 2.83 0.0

滋賀大学 337.0 10.0 2.97 0.0

滋賀医科大学 1,426.0 37.0 2.59 0.0

京都大学 6,837.5 185.5 2.71 0.0

京都教育大学 323.0 8.5 2.63 0.0

京都工芸繊維大学 398.0 9.0 2.26 0.0

大阪大学 6,142.0 156.5 2.55 0.0

大阪教育大学 588.5 17.0 2.89 0.0

兵庫教育大学 261.0 8.0 3.07 0.0

神戸大学 3,664.0 102.0 2.78 0.0

奈良教育大学 206.0 5.0 2.43 0.0

奈良女子大学 330.0 10.0 3.03 0.0

和歌山大学 397.5 15.0 3.77 0.0

鳥取大学 2,091.0 50.0 2.39 2.0 注5⑨

島根大学 1,977.5 49.0 2.48 0.0

岡山大学 3,468.5 94.5 2.72 0.0

広島大学 3,881.0 97.0 2.50 0.0

山口大学 2,416.5 62.0 2.57 0.0

徳島大学 2,366.5 65.0 2.75 0.0

鳴門教育大学 257.0 8.0 3.11 0.0

香川大学 1,939.5 48.0 2.47 0.0

愛媛大学 2,195.0 51.0 2.32 3.0

高知大学 1,810.0 50.0 2.76 0.0

福岡教育大学 334.5 9.0 2.69 0.0

九州大学 5,670.0 122.5 2.16 18.5

九州工業大学 573.0 15.0 2.62 0.0

佐賀大学 1,843.0 50.5 2.74 0.0

長崎大学 2,821.5 70.0 2.48 0.0

熊本大学 2,548.5 56.5 2.22 6.5

大分大学 1,804.0 48.0 2.66 0.0

宮崎大学 2,065.0 51.0 2.47 0.0

鹿児島大学 2,608.0 66.0 2.53 0.0

鹿屋体育大学 127.5 3.0 2.35 0.0

琉球大学 2,199.0 47.0 2.14 7.0

政策研究大学院大学 133.5 3.0 2.25 0.0

総合研究大学院大学 73.5 2.0 2.72 0.0

北陸先端科学技術大学院大学 292.5 7.0 2.39 0.0

奈良先端科学技術大学院大学 385.5 9.5 2.46 0.0

高エネルギー加速器研究機構 988.5 25.5 2.58 0.0

自然科学研究機構 1,079.0 27.5 2.55 0.0

情報・システム研究機構 740.5 16.0 2.16 2.0

人間文化研究機構 625.5 18.0 2.88 0.0
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日本司法支援センター 1,156.5 29.5 2.55 0.0

日本私立学校振興・共済事業団 1,656.5 43.5 2.63 0.0

沖縄振興開発金融公庫 248.0 7.0 2.82 0.0

株式会社　国際協力銀行 643.0 22.0 3.42 0.0

株式会社　日本政策金融公庫 8,065.0 225.0 2.79 0.0

株式会社　日本貿易保険 180.0 5.0 2.78 0.0

沖縄科学技術大学院大学学園 574.5 16.0 2.79 0.0

日本年金機構 21,871.0 653.0 2.99 0.0

全国健康保険協会 5,057.0 146.0 2.89 0.0

注　1

2

3

4

5 ①産業技術総合研究所においては、12月1日時点において、障害者の数136.0人、実雇用率2.49％、不足数0.0人となっている。

　　　7　この集計は、令和元年12月18日時点の集計結果に基づき作成した。

　これらの法人においては、労働者数が40人未満であり、障害者の雇用の促進等に関する法律第43条に基づく障害者の雇用義務が発生していない。

　④欄の「不足数」とは、①欄の労働者数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄の障害者の数を減じて得た数であり、これが0.0となることをもって

法定雇用率達成となる。
　したがって、実雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数0.0となることがあり、この場合、法定雇用率達成となる。

　①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身体障害者、知的障害者及び精神障害者が就業することが困難で
あると認められる職種が相当の割合を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間労働者以外の重度身体障害者及び重度知的障害者については法律

上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントとしている。
　また、短時間労働者である重度身体障害者及び重度知的障害者については１人を１カウントとしている。

　さらに、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である、短時間労働者については法律上、１人を0.5人に相当するものとして0.5カウントとしている。た
だし、短時間労働者である精神障害者であって、平成28年６月２日以降に採用された者又は平成28年６月２日より前に採用され、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を
取得した者は、１人１カウントとしている。

④埼玉大学においては、7月1日時点において、障害者の数16.0人、実雇用率2.47％、不足数0.0人となっている

②日本原子力研究開発機構においては、11月1日時点において、障害者の数102.0人、実雇用率2.49％、不足数0.0人となっている。

➂山形大学においては、11月1日時点において、障害者の数47.0人、実雇用率2.45％、不足数0.0人となっている

⑥東京工業大学においては、10月22日時点において、障害者の数49.0人、実雇用率2.45％、不足数0.0人となっている。

⑦静岡大学においては、8月1日時点において、障害者の数25.5人、実雇用率2.48％　不足数0.0人となっている。

⑧浜松医科大学においては、10月1日時点において、障害者の数34.0名、実雇用率2.49％、不足数0.0人となっている。

⑨鳥取大学においては、9月1日において、障害者の数52.0人、実雇用率2.50％、不足数0.0人となっている。

　　　6　法人の掲載順は、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第２による

⑤東京医科歯科大学においては、12月3日時点において、障害者数56.5人、実雇用率2.48％、不足0.0人となっている。
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